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R.-B. シュミット著『E. コジオール』 

についての一考察

牧 浦 健 二

本旨　本稿では，R.-B. シュミット著『コジオール』を適宜，翻訳しながら，検討した。わ

が国では，コジオールの研究者の多くは，通常，彼の研究業績を，パガトリッシュ・ビラン

ツ論，賃金構造，原価計算論と，組織の管理の４つの分野に分け，研究してきた。コジオー

ルは，１９６０年代以降，情報，コミュニケーション，計画や意思決定ついても，組織の管理論

の導入により，研究すべきであると指摘した。シュミット著『コジオール』では，計算制度

と，組織論，意思決定論，コミュニケーション論などを結び付ける傾向が目立っている。

キーワード　E. コジオール，R.-B. シュミット，コジオールの研究業績

原稿受理日　２０１９年１２月１日

Abstract　In this treatise, we research on the book“Erich Kosiol”made by R.-B.　

Schmidt, by discretionary translation.　In Japan, many reseachers devide his academic 

achievements into four departments.　First, they considered on cash flow accounting 

system（Pagatorische Bilanz）.　Second, they know his famous approach to wage system.　

Third, they refere his theory of cost accounting（Kostenrechnung）.　Fourth, they 

research into his theory of organizational management.　After １９６０, Kosiol suggested 

that we must study about information, communication, planning and decision mak-

ing, by introduce the theory of management.　In this book, we found one originalty 

that Schmidt approached to the system of information, communication, planning 

and decision making in view of the theory of accounting system.

Key words　Erich Kosiol, Ralf-Bode Schmidt, the academic achievements made by 

Kosiol
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は　じ　め　に

コジオール〈Kosiol, E. １８９９�１９９０〉は，フィッシャー〈Fischer, G. １８９９�１９８３〉とグー

テンベルク〈Gutenberg, E. １８９７�１９８４〉と同世代人であるが，ケルン商科大学で，シュ

マーレンバッハ，ザイフェルト，ワルプの指導を受け，１９４８年から，ベルリン自由大学で

経営経済学と産業の調査（Industrieforschung）〈【筆者補足】特に，製造業のオペレー

ション・リサーチ〉の講座を担当した。彼の弟子である，グロッホラ〈Grochla, E. １９２１� 

１９８６〉は，コジオールの６５歳の記念論集への寄稿の題「組織と計算制度」で，彼の主要な

研究分野を指摘したが（Vgl.Grochla, E. １９６４.；Schmidt, R.-B. １９６７. S.８.），コジオール

の主な著作のテーマは，賃金構造（Lohnstruktur）（Vgl.Kosiol, E. １９２８.；Kosiol, E. 

１９６２.：高田馨訳『公正賃金』１９６５年），貸借対照表論（Bilanzlehre）（Vgl.Kosiol, E. １９４４.：

国民経済雑誌訳１９５５年；Kosiol, E. １９６４.），原価制度（Kostenwesen）（Vgl.Kosiol, E. １９６４b.）

と，組織論（Organisationstheorie）（Vgl.Kosiol, E. １９５９.；Kosiol, E.１９６２.；Kosiol, E. 

１９６６.）である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１０.）。

ところで，組織論では，第二次世界大戦前から１９６０年代では，確かに， 大の影響力の

ある研究者はノートジーク〈Nordsieck, F. １９０６�１９８４〉とみなされている。彼は，ケルン

商科大学で，ザイフェルトの下で，コジオールと共に，研鑽したが，組織の構成の体系的

な基礎に対する課題の関連について分析した。彼は，１９３２年に，学位申請論文「経営組織

の図式上での把握と調査研究」を呈示し，その構想を１９３４年に公開した著書『組織論の基

礎』で更に展開した（Vgl.Nordsieck, F. １９３２.；Nordsieck, F. １９３４.）。そこでは，彼は，

各機関のための課題は，組織の課題からの演繹により，生ずるという前提の下で，構造組

織と経過組織（Aufbau- und Ablauforganisation）の区分を理論の展開に導入した。この

ため，ノートジークは，通常，経営経済的組織論（betriebswirtschaftliche Organisations- 

lehre）と呼ばれるが（Vgl.Frese, E. １９９２. S.８２.：Kieser, A. １９９９. S.１１３.），経営経済的組

織論の開祖とみなされてきた。第二次世界大戦後，ノートジークは，実務での構造組織と

経過組織を重視した，小冊子『経営組織』（Betriebsorganisation, Stuttgart）を１９６１年か

ら１９７２年までに，４
　

 回改訂した（Vgl.Nordsieck, F. １９６１.）。彼は，特定の教育機関に所属

しないで，実務家の教育に力を入れたが，組織論の研究対象を狭く限定したため，次第に

影響力を失った。しかし，ウルリッヒ（Vgl.Ulrich, H. １９４９.）とコジオール（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２.）は，ノートジークのアプローチに基づいて，経営経済的組織論を更に先に進ま
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せた。

１９６０年代に，アングロサクソンのマネジメント論（Managementlehre）が本格的に導入

されたが，人の組織を参照させる（verweisen），講座の設立が共通の課題になった。この

時代の要請から，１９６０年に，グロッホラが占めていた，マンハイム大学の公益経営（offentliche 

Betrieb）のための講座が，組織のために転換され，１９６１年に，彼は，ケルン大学での組織

のための講座に招聘された（Vgl.Kieser, A. １９９９. S.１１４.）�。そして，１９６０年代の終わり

に，組織内での協働者と経営組織の行動（Verhalten）の問題への強化された方向転換

（Hinwendung）が制定された（einsetzen）が，これが経営経済的組織論を更にはっき

りと排除し，アングロサクソンの組織の理論（Organisationstheorien）が，強化され，

導入された。このような情況の下でも，ハイネンは意思決定志向的組織論，そして，ウ

ルリッヒはサイバネティシュ・システム志向的組織論（kybernetisch・systemtheore- 

tische Organisatinlehre）を提唱し，ドイツ語圏ではある程度の影響力を獲得した。

しかし，１９８０年代に，行動志向的意思決定論（verhaltensorientierte Entscheidungs- 

theorie）に，国際科学会議（internationale Scientific Community）での高い評判（サイ

モンが１９７８年にノーベル賞を受けた）を前にして，ドイツの組織科学者はより強く注目し，

特に，キルシュ〈Kirsch, W. １９３７� 〉は新しい概念上の刺激を受けた（Vgl.Kirsch, W. 

１９７１.）。反面，サイバネティシュ・システム志向的組織論は強く意義を喪失し，一部は，

自己組織の進化論的アプローチ（evolutionstheoretischer Ansatz der Selbstorganisa- 

tion）に飲み込まれた（aufsaugen）。

グーテンベルクは，１９６９年に大著『経営経済学原理』を完成させたが，１９７０年代から，

その影響力を失い始めた。しかし，コジオールは，『パガトリッシュ・ビランツ』（Paga-

torische Bilanz, Berlin １９７６.）（１０９５頁）を始め，２
　

 つの論文集『経営経済学の礎石』（Bau- 

steine der Betriebswirtschaftslehre, １.Band：Methodologie, Grundlagen und Orga- 

nisation と，２.Band：Rechnungswesen, Berlin １９７３.）（総計１３２３頁），『簿記』（Buchhal-

tung als Erfolgs- Bestands- und Finanzrechnung, Berlin-New York １９７７.）（４０１頁），

『原価・給付計算』（Kosten- und Leistungsrechnung, Grundlagen・Verfahren・An-

wendungen, Berlin-New York １９７９.）（４８４頁）などの大著を出版した。この史実は，コ
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�　この，名称で，組織を参照させる（verweisen），講座の設立では，１９６１年に，グロッホラが，
ケルン大学に招聘された以外に，６０年代の終わりまで，たとえば，ギーセン（Bleicher, K.），ミュ
ンヘン（Witte, E.），ザクト・カレン（Staerkle, R.），ベルリン（Schwarz, H.），ミュンスター

（Wagner,  D.），アウグスブルク（Hoffmann, H.）とフランクフルト（Laux, H.）に，「組織」
と名付けられた講座が設立された。
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ジオールが，計算制度（Rechnungswesen）と組織論では，ドイツ語圏である程度の影響

力を確保していたことを示唆している。本稿では，わが国では，上記の４つの彼の研究領

域では，賃金構造（Lohnstruktur），貸借対照表論（Bilanzlehre），原価制度（Kostenwesen）

については１９６０年代前半の文献を中心にかなり研究されてきたが，１９５９年から著作として

公表された，３
　

 冊の組織論（Organisationstheorie）（Vgl.Kosiol, E. １９５９.；Kosiol, E. 

１９６２.；Kosiol, E. １９６６.）については検討がなされておらないが，１９６０年代前半までの，コ

ジオールの研究業績についてある程度は理解する必要があると考え，R.-B. シュミット著

『コジオール』（Schmidt, R.-B.：Erich Kosiol, Stuttgart １９６７.）を翻訳しながら，検討す

ることにした�。

１　コジオールの研究の基礎

　�　科学上の基礎付け

１９６０年代に，コジオールの研究業績を評価することは，次世代に対する影響を完全に無

視することになるかもしれない恐れがある（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７ u. S.９３.）。この

ため，広範囲な引用を避けるが，内容と関連を抽出して，彼の思考過程のできる限り客観

的な再現（Wiedergabe）に務め，より詳細な研究に対して解釈の信頼（Zuverlä ssigkeit）

を得るために，原典の指摘（Hinweise auf Originalstellen）を行った（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.８.）。シュミット著『コジオール』の本質上の目標は，コジオールの理論での体系

化（Systematisierung）による，関心（Anliegen）を明らかにすることにある。従来， 

専門の世界では，この関心を常に明瞭に，充分に認識してこなかった。グロッホラは，６５

歳の誕生日のために，彼により寄稿された論文に付けたタイトル「組織と計算制度」（Or-

ganisation und Rechnungswesen）により，コジオールの２つの主要領域を強調した（Vgl. 

Grochla, E. １９６４.）。

しばしば，研究者のタイプは，主要な研究が，［体系のための］思考（Systemdenken）
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�　コジオールは，１９６０年代では，ノートジークの構造組織と経過組織（Aufbau- und Ablauforganisa-
tion）の区分を重視する視点から抜け出せておらないが，Kosiol, E.（１９５９）：Grundlagen und 
Methoden der Organisationsforschung, Berlin では，経験主義的・帰納的組織研究（empirisch-
induktive Organisationsforschung）として調査（Erhebung）を，Kosiol, E.（１９６２）：Or-
ganisation der Unternehmung, Wiesbaden では，労働プロセスの統合（Synthese des Arbeits- 
prozesses），そして，Kosiol, E.（１９６６）：Die Unternehmung als wirtschaftliches Aktionzentrum, 
Reinbek bei Hamburg では，企業内での情報の流れと，経済上での意思決定を検討している。
なお，１９６６年の著には，Einfü hrung in die Betriebswirtschaftslehre という副題が付いてい
る。
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か，緊急の特殊問題の科学上での洞察と解明（Durchdringung und Beantwortung）に

務めるのかにより区別されてきた。しかし，むしろ，科学の認識対象に一致した［基礎の

ための］事実（Fundamentaltatbestand）をできる限り包括的で，一般に妥当する概念

と描写の体系に組み込むように努力されてきた。専門部門を包括する，全体体系の構造（Aufbau）

は，基礎から，部門分野に呈示される構想（Konzept）を可能にし，その後，このような

構想は詳細化される。逆に，全体体系の構造は，予め蓄積された詳細研究により，実現さ

れる。しかし，その場合，獲得された部分の知識は，矛盾のないように，全体体系に結び

付けられるべきである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１０.）。コジオールの処置は，彼が２

つの道を歩いたことを，認識させる。彼の広範囲に亙る，今までの研究は，主に，個別の，

良く注意された，しかも，専門分野の本質上の問題に対する努力を示す。たとえば，彼の

賃金構造（Lohnstruktur）の体系は，総ての通常の賃金形態の強制のない組み入れ（Einord-

nung）を可能にすること（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.５ u. S.８.），更に，彼のバガトリッシュ・

ビランツ論では，貸借対照表の形式構造の問題を解決してきたことが確認できる（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.１０.）。また，これらと，他のとりあえず体系に結び付けられてない研究を，

『経済上での行動の中心としての企業―経営経済学入門』で，コジオールは追加した

（beifü gen）（Vgl.Kosiol, E. １９６６.）。ここでは， ―彼の部門の知識を統合し，結合する

―経営経済学の体系に対する基礎が多分認められる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１０� 

１１.）�。

�　哲学と科学理論上の源泉と基礎

また，コジオールの思考・研究方法では，特徴のある，哲学・科学理論上の見解は，科

学論（Wissenschaftslehre），あるいは，科学論法（Wissenschaftslogik）と呼ばれるが，

詳細に考察されるべきである。彼の総ての科学上の著作は厳密な合理性（Rationalitä t）

に負う（eigen）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１１.）。

ここでは，２
　

 つの観点（Aspekt）が強調される。まず，コジオールの哲学上の源泉と，

関連して，そこから獲得される科学理論上の見解（Ansicht）であり，これらは，経営経

済の教義の構造（Lehrgebä ude）の方法上の基礎を形成する。源泉の内では，―そこで

は，ある種の簡略化が認められるべきであるが―２つの影響の集合（Einflußgruppen）

が特別な注目を受ける。すなわち，新カント主義の西南ドイツ学派（とりわけ，リッケル
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�　この点，たとえば，グーテンベルクが，まず，経営活動を生産，販売，財務に分け，その後，
特殊な前提を設けて，生産では，生産関数や原価関数などの関数を設定したこととは，異なる。
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ト〈Rickert, H. J. １８６３�１９３６〉とヴィンデルバンド〈Windelband, W. １８４８�１９１５〉）と，

「論理経験主義」（logischer Empirismus），「新実証主義」（Neopositivismus），「ウィー

ン・サークル」（Wiener Kreis），あるいは，「批判的合理主義」（kritischer Rationalismus）

と呼ばれる，新しい科学哲学（wissenschaftliche Philosophie）である。両方針は，「哲

学は，独断主義的（dogmatisch）ではなくて，むしろ，批判的合理主義的に，これと共

に，科学的に行われるべきである」という，カントを本質上の根拠，並びに，見解を共有

している（see.Popper, K. １９６５. p.２６� & p.１７５�.；Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１１.）。コ

ジオールは，これを手本にして，「経験主義的・合理主義的な科学のイデア」（empirisch-

realistischen Wissenschaftsidee）について語る（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２０５.；Kosiol, E. 

１９６２. S.１２９�１３６.）。ここでは，新カント主義と論理経験主義について言及するが，「哲学上

の理想主義〈【筆者補足】観念論〉（Idealismus）は，１９世紀のドイツの精神活動では大き

な役割を果たし，また，ニックリッシュでは支配的であったが（Vgl.Schö npflug, F. １９３３. 

S.１９３f.），コジオールの科学上の著作では少しか認められないこと」は述べる価値がある

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１１.）。

コジオールは，リッケルトについては，異質の連続性（heterogene Kontinumus）と選

択原則（Auswahlprinzip）という考え（Vgl.Kosiol, E. １９５０a. S.２３１�２４１.；Kosiol, E. １９６２. 

S.１３１.；Kosiol, E. １９６４d. S.７５４f.；Rickert, H. １９２６. S.２８f.；Schmidt, R.-B. １９６７. S.１２.），

これと共に，研究対象としての実学（Realwissenschaft）は，現実の現象（Phä nomen） 

の多様さを示すが，その異質性と連続性では，科学上では，完全に把握されないし，され

るべきでないという認識を継承した。むしろ，研究目的に関連した事象（Erscheinung） 

を言葉で表す，言語で把握するためには，選択，―そして，これと共に，選択原理―

が必要であり，これに依れば，事象自体の模写（Abbildung）ではなくて，むしろ，簡略

化された，認識の獲得に役に立つ，改造されたモノ（Umbildung），あるいは，部分的な

模写を意味する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１２.）。

だが，リッケルトによる，「一般化された自然科学」と「個別化された（歴史上の）文

化科学（Kulturwissenschaft）」の対比にはコジオールは従わなかった。むしろ，彼は，

経済科学（Wirtschaftswissenschaft）を一般化された文化科学（社会科学（Sozialwis- 

senschaft））として把握した。しかし，間接的には，レーマン（Lehmann, M. R.）によ

り影響されたように（Vg１.Lehmann, M. R. １９５６. S.２６６f.），リッケルトは，コジオールの

理論（Lehre）に影響を及ぼした（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１２.）。また，アモン〈Amonn, 

A. １８８３�１９６２〉の示唆により（Vgl.Amonn, A. １９２７. ２２f.），コジオールは，経験対象と認
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識対象を区別した。彼によれば，経済科学の経験対象は，人の文明化された社会の全体

（gesamte Kulturwelt）である。このような経験対象は―異質の連続性として―科学

上では把握できないため，選択原則の支援により，経験対象は獲得されるべきである。こ

のため，現象の事象群（Erscheinungsfü lle）から，科学上の専門科目の特殊な問題の本質

（Problemkern）が選び出される。コジオールの活動（Wirken）に対するその他の影響は，

原理では常にリッケルト流の方法論に固執する，ウエーバー〈Weber, M. １８６４�１９２０〉か

ら始まる（Vgl.Popper, K. １９５８. S.４６８.）。ウエーバーにより，コジオールは，理想的な研

究方法（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２４.）と，特に，価値自由な社会科学のための論証（Argumen-

tation）を吹きこまれた（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１２.）。コジオールの著作（Werk）（Vgl. 

Kosiol, E. １９６４d.：Kosiol, E. １９６６.）に影響を及ぼした，新しい「科学哲学」により，ド

イツ語圏からは，たとえば，Carnap, Hempel, Popper, Reichenbach の名前，― 近２０

年間〈【筆者補足】１９４７�１９６７〉では， ―Albert, Stegmü ller, Topitsh が関連してあげ

られる。彼ら〈【筆者補足】特に，カルナップ〈Carnap, R. １８９１�１９７０〉〉は，全体として

受け入れたり，あるいは，拒否される，全く（独断主義の）簡潔な哲学体系を展開しな

かったが，むしろ，類似した積み木の型〈【筆者補足】組み替えられるパターン〉（gleichsam 

baukastenartigen Zuschnitt）を示した。この点，コジオールは，「論理経験主義」（logischer 

Empirismus）の総ての主張に総てのケースでは一致していないが，彼の主張は，経営経

済学の若干の方法論理上の基本問題，すなわち，価値判断の問題，概念形成，研究方法と

学際的共同研究では，非常に明瞭である。しかし，たとえば，異なる社会体制と時代で，

非常に異なる価値判断を呈示するため，価値自由な（このため，真実の可能性のある

（wahrheitsfä hig））陳述（Aussage）と，規範的（真実の可能性のない，その他の錯誤さ

せる（variierend））陳述が充分に区別されず，しかも，交換されるという脅威が科学には

存在するため，ウエーバーは，社会科学の認識の客観性の意味で，理論上の社会科学の陳

述から価値判断の部分を排除，あるいは， 低限，そのようにはっきり特徴付けるように

試みた。「論理経験主義」はウエーバーと同様の帰結に到達し，非常に細分化された根拠

を与えたが，コジオールでは，たとえば，複利，あるいは，利益 大化の容認は，（規範

的な）主張と関係している（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２０５f. u. S.２１５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.１２�１３.）。

もちろん，これに反して，異論が呈示された。一方で，経済プロセスは継続した決定と，

このため，価値判断を求め，他方で，社会科学上の陳述から価値判断を排除する，価値判

断自体〈【筆者補足】を排除する〉，要求を示唆する。しかし，このような論拠は， 近で
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は，とりわけ，アルバート〈Albert, H. １９２１� 〉が呈示したように，異なる思考水準と陳

述水準（Denk- und Aussagenebene）に基づく（Vgl.Albert, H. １９６５.；Albert, H. １９６６.）。

経済科学にとり，少なくとも，理論上の観点では，自ら価値判断を下す，必要性は全く存

在しない（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１３�１４.）。コジオールは，ウエーバーの立場に同様

に従い，その立場を経営経済学のために発展させた（Vgl.Kosiol, E. １９６１. S.１３５f.；Kosiol, 

E. １９６６. S.２０５f.）。このため，彼は，この点では，たとえば，ニックリッシュ，シェーアと

ザ イ フェル ト と は 異 な る が（Vgl.Nicklisch, H. １９２９/３２. S.２９.；Schä r, J. F. １９２１. Ⅷ, 

S.１００.；Seyffert, R. １９５７. S.２５f.；Schö npflug, F. １９３３. S.１１３ u. S.２１７.），レーマンとラ

イトナーとは一致している（Vgl.Lehmann, M. R. １９５６. S.３１４f.；Leitner, F. １９２６. S.１５９.； 

Schö npflug, F. １９３３. S.２３４ u. S.２３７f.）。コジオールにとり，経済科学は価値自由な実学

（werturteilsfreie Realwissenschaft）であり，規範的経営経済学（normative Betriebs-

wirtschaftslehre）は経済哲学（Wirtschaftsphilosophie）に属する（Vgl.Kosiol, E. １９６１. 

S.１３５f.；Kosiol, E. １９６５. S.３４２.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１４.）。また，「論理経験主義」

は，用語分析的哲学（sprachanalytische Philosaphie）と呼ばれるように（Vgl.Popper, 

K. １９６６. XVIf.；Kraft, V. １９６０. S.４７f.），概念形成での精密性と抽象性を要求するが，し

かし，そこでは科学の目標は考慮されない。コジオールは，専門用語（Fachsprache）が

抽象的に現れても，正確な専門用語を支持する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１０１f.）。彼は，カ

ルナップと，科学論では一致して（Vg.Carnap, R. u. Stegmü ller, １９５９. S.１５.），簡潔な概

念の理論上での成果の多さを好む（see.Kosiol, E. １９６６b. S.７.）。更に，コジオールの専門

語（Terminologie）にとり，特徴付けられた概念の内容の広さ（Umfangsweite）が特徴

である。彼は，下位概念の多様さと同様に，上位概念により把握される現象の共通性を描

くことにも成功している。たとえば，企業と生産（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１７f.），決定（Vgl. 

Kosiol, E. １９６６. S.１９５f.），コスト（Kosten）（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２０f.）の概念で注目

される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１４.）。

適用されるべき研究方策について，コジオールは，方法多元主義（Methodenpluralismus）

を支援した。グロッホラは，これを，コジオールでの相対的な思考（Polaritä tsdenken）

の現象形態とみなした（Vgl.Grochla, E. １９５９. S.７１f.）。経験主義（Empirismus）は，知

識の源泉と真理の保証（Wahrheitsgarantie）としての経験（観察）から始まる。これに

加えて，推論手続き（Ableitungsverfahren）として帰納法が生ずる。これにより，この

方向は，知識の源泉としての理性（Vernunft）（あるいは，直観）を要請し，追加として，

推論手続き（Ableitungsverfahren）として演繹法を使用する，デカルトの意味での理性
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論（Rationalismus）に反対する（Vgl.Albert, H. １９６２. S.１４６.；Popper, K. １９６５. S.４ u. 

S.１５f.；Descartes, R. １９６０. S.２５.）。また，この理性論上での見解は，経営経済学では，

ニックリッシュとは異なる（teilen）（Vgl.Nicklisch, H. １９２９/３２. S.２５f.）（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.１５.）。

コジオールでは，帰納法と演繹法（経験による知識と理性による知識）は相互に除外さ

れず，むしろ，補完の関係に相互にあり，問題が求める所では，その都度，適用されると

いう見解である（Vgl.Kosiol, E. １９５９. S.７.；Kosiol, E. １９６１. S.１３３ u. S.１３５.；Kosiol, E. 

１９６１b. S.３１８f.）。彼は，経験科学上の研究の目標として，真実性と法則上の相互依存の発

見とみなすが，そこでは，常に，現象の真実性と，理論上の陳述の抽象性の間でのブリッ

ジ（Brü cke）を壊し，記述された陳述の経験上での妥当性を確保すべきである（Vgl.Kosiol, 

E. １９５９. S.７.）。このような基本姿勢は，モデル形成の問題と関連している（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.１５.）。

コジオールの方法多元主義（Methodenpluralismus）の立場は，その他では，経営経済

学では，レーマンにより採用されたが（Vgl.Lehmann, M. R. １９５６. S.２８６f.），新しい科学

論の論理経験主義（logischer Empirismus）に合致している。「論理経験主義」は，元々，

抽象性（Begrifflichen）に由来し，論理（演繹法）と経験（帰納法）の統合（Synthese）

を示唆する。カルナップは，知識の獲得の目標として，これを公式化した（Vgl.Carnap, 

R. １９６１. Ⅸf.）。帰納法の役割に関して，コジオールは，ポッパーと類似した帰結（Ergebnis）

に達した（Vgl.Popper, K. １９５８. S.２６２ u. S.３２２ u. S.４６４.；Popper, K. １９６５. S.１３６f. u. S. 

１８０f.；Popper, K. １９６６. S.３f. u. S.６０f.）。ポッパーによれば，総ての試み（Versuche）， 

正確には，帰納法によるモノ，個別から共通の推論（Schluß）を論理上で根拠付けること

は，破滅したモノ（gescheitert）とみなされるべきである。彼は，カントを引き合いにし

て，彼が「行動主義の認識論」（aktivistische Erkenntnistheorie），あるいは，「投光理

論」（Scheinwerfertheorie）と呼ぶ，手続きにより，帰納法を取り替えようとした。ここ

では，帰納法の過程の帰結による内容に一致した，共通の仮設（Hypothese）が形成され

る。しかし，この過程は，帰納法の論理の主張者とは反対に，仮設の真実の証明（Wahr-

heitsbeweis）に対して充分には考察しない。その代わりに，仮設は，継続して，真実と比

べられ（konfrontiern），これにより，テストされる。このような見解によれば，科学の

過程は，試み（仮説＝conjecture）と，誤り（反証＝refutation）の交代のゲーム（Wechsel-

spiel）である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１５�１６.）。

コジオールでは，これとは独立して，彼が，「現実の経験の世界（reale Erfahrungswelt）
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の研究の開始前に，このために，問題にする（fragend），真実（Wirklichkeit）に近づく，

理論上の構想（theoretisches Konzept）としての［研究のための］仮説（Arbeitshypothese）

を展開することが必要である」（Kosiol, E. １９５９. S.７.）と記載した時，同様の見解を見付

けた。「経験主義の組織研究（empirische Organisationsforschung）の開始点は，調査

（Erhebung）のための適切な［研究のための］仮説の創造にある。それは，自らの開始の

テーゼ（Anfangsthese）を確認するために，事実（Tatbestand）により一方的に調べる

ことにより，［研究のための］仮説の下にある解（Lö sung）を簡単に証明する（verifizieren），

改訂者（Bearbeiter）の課題ではありえない。むしろ，彼は，「自らの構想を，現実の情

況に基づき，完全に，あるいは，一部分，放棄する」（Kosiol, E. １９５９. S.７９.）覚悟がある

に違いない。ここでは，ポッパーの構想との広範囲な類似に注目する価値がある。しかし，

真実と，仮説の証明（Verifizierung）を目指す，コジオールの詳述（Ausfü hrung）もま

た存在する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１６.）。

経済科学では，［モデルによる］概念（Modellbegriff）の増加する使用が見られるが，

しかし，しばしば，その範囲と内容は不明確なままである。またここでも，概念の広い解

釈を支援した，コジオールは，実学の考察内でのモデルは現象（Phä nomen）の模写（Ab-

bildung）であるという，陳述を，２
　

 通りに，制限した（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３１９f.； 

Kosiol, E. １９６４d. S.７５４f.；Kosiol, E. １９６６. S.２０７f.）。用語上での陳述（言葉）は，もちろ

ん，また，模写の性格（Abbildungscharakter）を担うが，この限りでは，モデルとは解

釈されない。モデルでは，むしろ，現実の全体の相互関係から限定され，洞察可能な部分

の関連（Teilzusammenhä ngen）に調整された，構成された思考の形状（zusammengesetzte 

Gedankebgebilde）が問題になる。これに，第２に，モデルは部分的な模写を意味するこ

とが加えられる。モデルの構造（Modellstruktur）は，折々の認識目的のため，現象の構

造（Phä nomenstruktur）の本質上での特性と関係（Relation）を複写する（wiedergeben）

が，そこでは，本質的でない問題の要素は抽象化でき，されるべきである。これにより，

モデルは，通常では，現象を部分的な同型化したモノである（partialisomorph）。また，

ここでも，異質の連続性（heterogene Kontinuum）というリッケルトの考えとの関連が

注目されるべきである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１６�１７.）。

コジオールは，このような広い［モデルの］概念（Modellbegriff）に，多数の下位概念

を包括する。彼は，以下を区別する。

�機能によれば，記述モデル（Beschreibungsmodell）と説明モデル（Erklä rungsmodell）

（Vgl.Kosiol, E. １９６４d. S.７４５ u. S.７４８.；Kosiol, E. １９６５. S.３５０f.）。その際，説明概念は，
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ポッパーで展開された正確な見解で使用される（Vgl.Popper, K. １９５８. S.４６６f.；Popper, 

K. １９６６. S.３１f.；Kosiol, E. １９６５. S.３５２.）。説明モデルは，同時に，予測の目的に適してい

る（Vgl.Kosiol, E. １９６４.；Kosiol, E. １９６７.）。

�模写の方式（Abbildungsart）によれば，肖像的（ikonisch）（具象的（bildhaft））モ

デルと，象徴的（抽象的）モデル〈【筆者補足】に区分される〉（Vgl.Frey, G. １９６１.）。そ

の際，後者は，更に，口頭（verbal），論理上と数理上（mathematisch）に再区分される

（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３２０.；Kosiol, E. １９６４d. S.７５４f.；Kosiol, E. １９６６. S２０８f.）。コジ

オールは論理上のモデルと数理上のモデルを，要約して，計算モデル（Kalkü lmodell）と

呼ぶ。

�現実性との関連（Realitä tsbezug）の特徴によれば，経験主義の現実性（empirische 

Realitä t）の対象を模写しようとする，現実モデル（Realmodell）と，現実性との関連

（Realitä tsbezug）を全く呈示しないか，あるいは，これから解放されている（offenlassen），

理想モデル（Idealmodell）に区別される（Vgl.Kosiol, E. １９６４d. S.７４６ u. S.７５５ u. S.７５７f.）。

現実モデルは，経験主義の（実際の真理（faktische Wahrheit）を高揚させる，仮説（Hypo- 

these）を含むのに対して，理想モデルは，現実の妥当な要求なしに，普遍的な仮定（Annahme）

から成る（Vgl.Kraft, G. １９６０. S.１５４ u. S.２４１.）。とりわけ，計算モデルは，算定モデル

（Ermittlungsmodelle）と決定モデル（Entscheidungsmodelle）として現れうる。

�算定モデル（Ermittlungsmodell）（たとえば，簿記，資本価値算定）と決定モデル

（Entscheidungsmodell）（たとえば，リニア・配分モデル）であるが（Vgl.Kosiol, E. 

１９６１b. S.３２２.；Kosiol, E. １９６４d. S.７５９.；Kosiol, E. １９６５. S３７３f.），前者は，ただ，計算過

程の終わりに，（数量上の）結果を算定し，後者は，更に，変動領域から， 適解を決定

し，これにより，企業家の調査の基盤（オペーレーション・リサーチ）を形成する（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.１７.）。

この難しい考慮は，また，理論は，説明モデルと象徴的モデルとして，モデルの下位事

象（Unterfall）（部分階層（Teilkasse））を形成することにより，正当化される（Vgl.Kosiol, 

E. １９６４d. S.７４５ u. S.７５５.）。このような理論は，個々の現象を共通の法則に還元し，これ

により説明するだけでなくて，むしろ，追加して，将来の現象を予測することを可能にす

る（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１７�１８.）。

形式によれば，理論は象徴的である，すなわち，理論は，口頭，論理上，あるいは，数

理上の陳述体系（Aussagensystem）を意味する。その際，単独，基礎，あるいは，記録

の陳述（singulä re, Basis- oder Protokollaussage）は，理論の特徴的な，同時に，問題
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となる構成部分を形成する，普遍，あるいは，純粋な論理上の陳述（universelle oder no-

mologische Aussage）と区別される（Vgl.Kosiol, E. １９６４d. S.７４８.）。説明理論（explan- 

atorische Theorien）は主に純粋な認識目的に役に立つ。しかもまた，これらは，間接的に

は，より強く適用を強調し，直接的には，経済の技術・経済上の目標と手段に関係した，活

動目標の明示的な導入と，変更により，手段の描写体系に移転されることにより，実践上で

の効果の呈示（Wirklichkeitsgeseltung）に利用されうる（Vgl.Kosiol, E. １９６４d. S.７４９.；

Kosiol, E. １９６５. S.３５２.）。モデルの区分と同様に，ここでは，現実論と理想論（Real- und 

Idealtheorien）が交換される。現実論は，仮説（Hypothese）を含み，実際の真理（faktiche 

Wahrheit）を高揚する（erheben）。理想論は単なる仮定（Annahmen）を基礎にする。

これらは，「その純粋な分析上での認識の貢献に係わらず，経営経済学では，重要な意義

を有する」（Kosiol, E. １９６４d. S.７４７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１８.）。

コジオールが 近の講演で主張した様に（Vgl.Kosiol, E. １９６７.），経営経済学は，様々

な理由から，今まで，予想と予測上で（prognostisch und pragmatisch）適用可能な現実

論を創造することに成功していない。「理論」という名称の下で，経営経済上の陳述体系

が呈示される限り，それは，その限り，あげられた要請を充たせない（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.１８.）。

更に，コジオールは，強調して，経営経済学に経験主義的・理論的な研究（empirisch-

theoretische Forschung）を導入するが，その目標は，現実論の形成と，自然科学の強力

な優位の削減（Verringern）である。これに加えて，コジオールは，既存の講義の構造

と，経験上の研究のための特殊な制度の設立だけでなくて，むしろまた，企業の実践との

緊密な協働（Kooperation）を必要とするが，彼は，経験主義的な経営経済上の研究の関

心が―開拓された企業〈【筆者補足】ベンチャー企業〉の小さな循環を無視すると，―

驚く程少ないとみなした（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１８.）。

コジオールはこの道自体を非常に努力が必要なモノ（mü hevoll）と呼ぶが，しかし，現

実の問題は，その克服のための補助手段に対する要請の引き下げ（Herabsetzung）によっ

ては解決されえないし，代替的な解決とみなせないことを強調した（Vgl.Kosiol, E. １９６７.）。

コジオールの方法論理上の構想（methodologische Konzept）は，このため，科学論の今

日の知識を思考する基礎を提供した（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１８�１９.）。

コジオールは，シペルスキ〈Szyperski N. １９３１�２０１６〉とシュミーレビッチと共に，学

際的な研究の可能性を調査した（Vgl.Kosiol, E. １９６５.）。たとえば，自然科学と社会科学

に対するように，実学が一次に相互に整理され，任意に統合されうることは通常（ge- 
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wö hnlich）とみなされる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１９.）。

近〈【筆者補足】１９６０年代に〉，研究方針が急に現れたが，しかもまた，実学上で志向

されるが，しかし，価値判断なしに，この一次元の志向は挿入されない。これが科学上の

方策を適用し，これを科学と呼ぶ，覚悟がある限り，これは，実学の（思考上の）構造の

二次元と三次元で配列される（Vgl.Kosiol, E. １９６５. S.３４８f. u. S３５７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.１９.）。

二次元では，これによれば，サイバネティクス，あるいは，情報論のような，広げられ

た分析の専門科学（ü bergreifende analytischen Disziplinen）を示唆する。その科学上の

特徴は，様々な専門科学の陳述での，同型の構造（isomorphe Struktur）を研究すること

にある。たとえば，ウィナー〈Wiener N. １８９４�１９６４〉は，自然体系と社会体系に，構造

の類似した調整過程（Regelungsvorgange）が現れると，これにより，サイバネティクの

基礎が横たわっていることを確定した（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１９.）。

これとは，三次元では，たとえば，オートメーション論（Automationslehre），機械構

造（Maschinenbau），空間移動論（Raumfahrtslehre），労働科学（Arbeitswissenschaft）

のような，統合型の学際的な専門科学（synthetische Interdisziplin）とは異なる。広げら

れた専門科学（ü bergreifende Disziplinen）と異なり，その特性は，それが，たとえば，

空間移動のように，共通した現象の問題に関して，複数の専門科学から構造の異なる理論

を融合させることにある（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１９.）。

科学上の研究は，原理上では，総て三次元の方針で行われうる。これにより， 初にあ

げられた〈【筆者補足】一次元の〉方針の唯一の良く知られた欠点を回避し，多くの目的

のために，有効な研究方法が獲得されうる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１９.）。

コジオールの科学理論の考察は，シペルスキとビルド（Wild, J.）の特殊研究により補完

されている（Vgl.Szyperski N. １９６２.；Wild, J. １９６６.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１９.）。

今まで考察された，研究と方法の論理（Forschungs-Methodologie）と共に，コジオー

ルは，また，商科大学の講義の方法問題に従事し，実践上のケースの取り扱い（ケース・

メソッド）（Vgl.Kosiol, E. １９５７.；Kosiol, E. １９６１c.），科学的な高等専門学校での経営経

済学の教育目標（Vgl.Kosiol, E. １９６０.），並びに，試験と学習の変更について公開した（Vgl. 

Kosiol, E. １９６４a.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.１９�２０.）。

�　数理上の基礎

コジオールは，今日通常であるよりまだかなり少なかったが，既に１９２８年に，数理上の
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用語（mathematische Sprache）を，経営経済学の著作で使用した（Vgl.Kosiol, E. １９２８.）。

彼は賃金形態を統一して数理上で叙述したが（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.１９１f. u. S.２０５f.），

彼の財務数学〈【筆者補足】経営数学〉の教科書は，当分，標準的な著作になった（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６a.）。彼は，ダグラス著『経済学者のための数理分析』（Douglas, R. G.：Mathematical 

Analysis for Economist）を，１９５６年に，ドイツ語に翻訳した。更に，彼は，数理上で，

適解（Vgl.Kosiol, E. １９５８.），収益性の公式（Vgl.Kosiol, E. １９６０.），原価計算と簿記の

折り込みの数表に応用した（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.１９８f. u. S.２１８f.；Kosiol, E. １９６４c. 

６９f.）。ここから，既に以前に示唆したように（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.９.），量的な手続き

（quantitative Verfahren）の可能性と限界についての彼の立場は正当化される（Vgl.Kosiol, 

E. １９６１b. S.３３０ u. ３３２f.；Kosiol, E. １９６６. S.２０９f. u. S.２２１f. u. S.２３１f. u. S.２３６f.）。

数学者は，実学では，経験上の問題の解決よりも，数理上の特殊問題により関心がある

ことの，脅威に圧倒されていることを認識しないが，これは，前提（Prä misse）の公式化

で，現れる。コジオールは，これについて，「関心の前面には，数理上の推論の優雅さで

はなくて，実際問題（Sachproblem），その把握と，実践論理上の（praxeologisch（手段

的な））支配がある。経営経済学での数理上の方法は，これらが 適化問題の解答に貢献

する時にのみ，正当化される」（Kosiol, E. １９６６. S.２３７.）と語った。彼は，経済活動の増

加する数理化を示唆する，法外な進歩の過少評価と同様に，数理モデルの異常な発達を警

告した（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３３４.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２０.）。

数理上の計算（Kalkü le）の適用のための本質的な前提（Voraussetzung）として，コ

ジオールは，現実の問題構造と，計算の公式化構造（モデル）の間での類似同型（Isomorphie）

をあげる。この条件の下でのみ，設定される科学上の問題は解決されうる（Vgl.Kosiol, 

E. １９６１b. S.３２１.；Kosiol, E. １９６６. S.２０９f.）。計算の結果は，異議のない演繹では，選択さ

れる前提条件（Prä misse）から良く引き出され，その限りでは，強制的に，論理上の妥当

性を有する。しかし，現実での適用可能性は，前提の現実の妥当性，すなわち，実際の真

実性に左右される（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３３３.；Kosiol, E. １９６６. S.２１０.）。しかも，この

要求は総てのモデルに対して妥当するが，しかし，数理モデルでは，モデルの数理上の優

雅さから始まる，魅惑（Faszination）が，しばしば，経験上の妥当性についての問題を目

立たなくするため，特に注目に値するように現れる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２１.）。

知識の獲得のために必要な類似同型は，数理上の計算の給付能力の限界により，阻害さ

れる。たとえば，限界計算（Marginalkalkü le）は，制約条件の制限された使用のみを認

める。他の計算は，非線形の関係，あるいは，複数の目的の観念の同時的な考慮を禁止す
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る（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３３２.；Kosiol, E. １９６６. S.２１１.）。このようなケースでは，類似

同型のモデルは，適当な計算技術の展開を前提にする（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２１.）。

数理上の計算の適用の他の限界は，情報が数量化できる，あるいは，正確に充分算定さ

れえない所で生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３３３.）。計算モデルでは，たとえ，これが実

践では妥当しなくても，量上の計量可能性（quantitative Meßbarkeit）はしばしば（nicht 

selten）仮定される。「この種のモデルは，偶然（eventuell）ヒューリスティクな価値を有

するかもしれないが，しかし，実践上の適用にとってはほとんど重要ではない」（Kosiol, 

E. １９６６. S.２１１.）。「数理上の考察様式が，計量が量上の数値（quantitive Grö ße）で作業す

る時には，経営経済学だけではなくて，相当な異議に遭遇するに違いないことは，だれも

驚かない」（Kosiol, E. １９６６. S.２１１.；Vgl.Kosiol, E. １９６４d. S.７５７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.２１.）。

コジオールは，結局，このような問題領域に対する自らの立場を，自然科学でと同様に，

科学上の成果は，数量上のモデル分析が経済科学で有意義に適用されるのかを，決定する

という見解（Ansicht）で繰り返して示した（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３１９.）。このような

見解は，感極まった（ü berschweglich）肯定と同様に，偏見に基づく否定を排除する

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２１.）。

�　コジオールの経営経済学

コジオールの研究と学説（Lehre）の共通した科学上での根拠の知識と共に，彼の著作

での専門の先行する研究者の世代（Forschergeneration）に由来する，関心の推進力（Im-

pulus）がある。しかも，共通して，また， 近の「科学哲学」に対する，コジオールの

依存が示唆するように，世代内で，相互に対立する影響が様々に生じた。だが，学者（Lehrer）

の影響は，持続した，学派のアカデミックな先行（Vorgehen）を浮かび出す（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.２２.）。

コジオールの指導者は―１９２０年代の初めでは―，主に，シュマーレンバッハ，ザイ

フェルトとワルプ，従って，「ケルン学派」であった。これら直接の指導者以外に，ニッ

クリッシュが取りあげられるべきである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２２.）。

も強い―，彼の主要な論文が証明する（bezeugen） ―，持続的な影響は，また，

シュマーレンバッハに由来する。シュマーレンバッハと同様に，コジオールにとり，計算

制度（Rechnungswagen）（貸借対照表と原価計算を含む）は， も重要な研究分野であ

る。彼の 初の経営経済上の公開物は，シュマーレンバッハ流の原価の解明（Auflö sung）
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と原価の類型（Kategorien）に従事した（Vgl.Kosiol, E. １９２７.；Kosiol, E. １９２７a.）。こ

のため，彼は，数学者の思考訓練（Denkschulung）を装備し，今日でも，まだ，縮小さ

れていない，ミクロ経済理論の基本問題と企業政策の実践を示唆する，問題領域に，早期

に，方向転換した（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２２.）。

彼は，シュマーレンバッハ流の思考過程（Vgl.Schmalenbach, E. １９３０. S.８ u. S.３２f.； 

Schmalenbach, E. １９４８.；Schmalenbach, E. １９４９.；Schmalenbach, E. １９６２.）を更に展開

し，それらを，操業度の原価の類型の依存関係（Vgl.Kosiol, E. １９６４. S.３８f.），減価償却

の原因と手続き（Vgl.Kosiol, E. １９５５. S.３８f. u. S.４８f.；Kosiol, E. １９５０, S.１７６f.），原価と

中性的な出費（Aufwendung）の区分（Vgl.Kosiol, E. １９５０. S.８９f.），官僚的とプレティ

アー・レンクング（bü rokratische und pretiale Lenkung）（Vgl.Kosiol, E. １９５６b.）につい

ての論文で書き留めた。彼は，これに関連して，シュマーレンバッハの資本概念を引き継

ぎ（Vgl.Kosiol, E. １９５８b. S.２１f.；Kosiol, E. １９６６. S.１３１.），これにより，利子の原価の性

格（Kostencharakter）を根拠付けた（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２２.）。

このような長期の研究活動は，その総括を，２
　

 つの補完する著作，つまり，『計算理論

上での簿記』（Kalkulatorische Buchhaltung, ４. Aufl., １９５０.）と『原価計算』（Kosten-

rechnung, １９６４.）に認められる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２２.）。

シュマーレンバッハに対する自らの―また，個人的な―恩義を，コジオールは，彼

に，『計算理論上での簿記』（１９５０）を「感謝の気持ちと尊敬」の中で捧げ，『原価計算』

により，もちろん，若い世代がシュマーレンバッハの研究の常に基礎にされている成果を

持ち出すという見方に注目した（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.２２.）。

コジオールの『パガトリッシュ・ビランツ論』はシュマーレンバッハの『動的貸借対照

表論』（Vgl.Schmalenbach, E. １９６２.）を基礎にし，それを首尾一貫して継続した。ここで

は，また，しかも，ワルプによる強い影響が示され（Vgl.Walb, E. １９２６.），コジオールの

このような研究を活発にした。彼の貸借対照表論「貸借対照表の形式構造と実質内容」（Formal- 

aufbau und Sachinhat der Bilanz, Ein Beitrag zur Bilanztheorie）の基礎をコジオール

は，ワルプのための記念論文に置いた（Vgl.Kosiol, E. １９４０.；Kosiol, E. １９４４.；Kosiol, 

E. １９５４.）。

ある種の相違が貸借対照表の形式構造で示されるが，その際，コジオールはワルプ流の

見解に近付いた（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１８f.；Schmalenbach, E. １９６２. S.７１f.；Walb, E. 

１９２６. S.１０７. u. S.２０７.）。また，貸借対照表の勘定科目（Bilanzposition）の評価も〈【筆者
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補足】近付けた〉。コジオールは，企業の総ての過程を支払い（パガトリッシュ）の数値

に還元することにより，貸借対照表の内容の完全な，かつ，異論のない解釈（Deutung）

に成功した。これにより，彼は，貸借対照表論で長く異論の余地があった勘定項目（Posten）

「現金」と「資本」を明確にした。シュマーレンバッハは―実践に関連した考慮から―

貸借対照表科目の価値評価をケース・バイ・ケースで規制しようとしたが，しかし，その

際，調達価値に，その任意の自由（Willkü rfreiheit）により，優位を許容した。これに対

して，コジオールは， 終目標として，（パガトリッシュ上の）調達価値での，理論上で

明白で，これにより疑わしいケースを回避する評価を促進した（Vgl.Kosiol, E. １９４４. 

S.１１４f.；Kosiol, E. １９６４c. S.８５f. u. S.９５.）。これにより，彼は，共通理論をパガトリッシュ

上の価値に結合した（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２３.）。

同様のことを，コンテンラーメンについてのコジオールの論文は，シュマーレンバッハ

の基本アイデアの広い部分で，始めた（Vgl.Kosiol, E. １９６２a.；Schmalenbach, E. １９３７.）。

レ・クーテレは，これを，「シュマーレンバッハ流のコンテンラーメンの思考に対する同

等の業績（Leistung）」と評価した（Vgl.Le Couter, W. １９６５. S.１６９.）。

コジオールの学位申請論文の指導教授である，ザイフェルトは，彼に，商業の領域につい

て複数の論文を提案した。１９３１年から３２年に，「商品取引での計算と原価の構成」につい

ての学位申請論文は現れた（Vgl.Kosiol, E. １９３１/３２.）。このテーマの領域での異なる小さ

な公開物が続いた。既に述べたように，コジオールは，科学理論上では，規範的方針を主張

する，ザイフェルトとは相違していた。これに反して，概念の形成と，研究の体系の問題で

は，一致が存在する。１９５８年に，彼は，シュリパーと一緒に，ザイフェルトの６５歳の誕生の

論集を出版した（Vgl.Kosiol, E. u. Schlieper, F. １９５８.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２３.）。

ニックリッシュは，たとえ，コジオールが，（たとえば，直観と価値判断の役割に関連

した），方法上の様式の基本的な事情（Ding），貸借対照表論のために賃金問題で，彼とは

相違しても，彼に強く影響を及ぼした。コジオールは，「経営」と「企業」の概念につい

ての見解では引き継ぎ，それらを精密に特徴付けた（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１５f.；Nicklisch, 

H. １９２９/３２. S.６f. u. S.１６３f.）。また，経済財と，企業内での財の循環の体系についてのニッ

クリッシュの見解は，これらに関する，コジオールの考察のための共通点（Anknü p- 

fungspunkt）を形成した（Vgl.Kosiol, E.１９６４b. S.２１.；Kosiol, E. １９６６b. S.１１１f.；Kosiol, 

E. １９５８b. S.１３.；Kosiol, E. １９３４. S.３１３f.；Nicklisch, H. １９２９/３２. S.８５f. u. S.１０３f.）。両

者は，「経済財」の概念を広く把握し，実物財と名目財（Real- und Nominalgü ter）での循

環（コジオール），あるいは，給付価値（製造価値）の循環と財務循環（ニックリッシュ）を
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記載した。これを，結局，企業での実物財と名目財の流れの対向した循環についてのコジ

オールの叙述は，基礎にしている（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１１５f.）。これにより，国民経済で

の経済循環に対する連結の鎖（Bindeglied）は創造される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２４.）。

確かに，組織（特に，『向上の道―組織』（１９２２））に対するニックリッシュの研究に，

この領域でのコジオールの著作に対する刺激は認められる（erblicken）（Vgl.Kosiol, E. 

１９３４. S.３１５.；Kosiol, E. １９６２. S.４１f. u. S.６９f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２４.）。

コジオールは，ニックリッシュの科学上の著作を２つの貢献で詳細に評価し，そこか

ら，この研究者と彼の同盟（Verbundenheit）は生じた（Vgl.Kosiol, E. １９３４.；Kosiol, E. 

１９５０a.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２４.）。

これにより，コジオールの研究と学説（Lehre）の本質上の基礎が呈示されうる。今や，

彼の学説と，これと共に，経営経済学に対する彼の貢献を解釈することが問題になる（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.２４.）。

２　コジオールの学説での経営経済学の基本問題

�　経済，経済科学と経営経済学

経済は，人の文化の世界（Kulturwelt）で実行され，財（需要の充足（Bedarfsdeckung））

の配慮に向けられている。それは選択過程（Wahlvorgange）で実現されるが，そこでは，

大抵（i.d.R.），財（手段）は相対的に稀少であり，同様に，代替的な手段と（，あるい

は，）目標は与えられる。経済上の活動は，これにより，人の需要目標での稀少な手段の

善の整理に及ぶ（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１１f.；Kosiol, E. １９６１. S.１３０f.）。そこで，需要

の充足という（代替的な）実際の目標（Sachziel）には，需要の充足での経済性の形式目

標（Formalziel）が対向している。この意味で，経済は，技術者と，また，購入者の技術

上（実際と手続きの技術上）の行為（Handlung）により限定された，精神上の決定過程

である（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１２.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２４.）。

人の経済上の行為（Handlung）は経済科学により研究されている。この専門科学の経

験対象は，コジオールにとり，個別経済上と全体経済上で関連した行為を有する，企業の

みではなくて，むしろ，文化の世界の全体の（経済上有効な）関連を包括する（Vgl.Kosiol, 

E. １９６１. S.１３０.）。また，家計，博物館，軍隊と教会には経済上の考察が及ぶ（zugä nglich）。

これにより，このような制度（Institution）では経済上の問題が支配していると主張する

のではなくて，むしろ，それは，研究の必要性を正当化し，条件とするものを惹き起こす
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（auftreten）ことのみが主張される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２５.）。

選択原則（同一原則（Identitä tprinzips））により，このような広範囲に把握された経験

対象から，認識対象と，これと共に，専門科学の本来の問題設定が規定される。マイヤー

〈Mayer Hans １９０７�２００１〉の示唆の下で，コジオールは，手段の相対的な希少性での特殊

な経済上の問題性（Problematik）を認める（Vgl.Kosiol, E. １９６１.）。これにより，経営一

般（schlechthin），あるいは，生産機能が，経済科学， ―あるいは，また，経営経済学

―の認識対象とみなすべきであるという見解を拒否する。むしろ，経営は，多くの科学

（たとえば，社会学）の経験対象として考察が及ぶ。そして，生産関数は，実際の技術上

の実態（realtechnischer Sachverhalt）を再現する（wiedergeben）（Vgl.Kosiol, E. １９６１. 

S.１３２f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２５.）。

経済科学は，部門専門科学として，国民経済学（Volkswirtschaftslehre）と経営経済学

を包括する。コジオールは，経験対象，あるいは，認識対象か，適用される研究方法かに

関して，分離の特徴（Trennungsmerkmal）を認めない（Vgl.Kosiol, E. １９５０. S.２３２.； 

Kosiol, E. １９６１. S.１３２f.）。差異は，彼にとり，単に，これにより，「経済」の共通現象が

分析される，特殊な考察様式にのみある（Vgl.Kosiol, E. １９４０a. S.９９.；Kosiol, E. １９６１. 

S.１３３f.；Kosiol, E. １９６６. S.４４f. u. S.２４０.）。強調して，彼は，２
　

 つの独立した科学上の専

門科目が問題にされるという見解に反対して，用いた。ただ，統一された経済科学，分業

を排除しないモノのみが存在する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２５.）。

国民経済学（Volkswirtschaftslehre）の考察様式を，コジオールは，マクロで見えるモ

ノ（makroskopisch）とみなす。経済秩序，景気変動，価格水準，完全操業と社会的生産

品（Sozialprodukt）のような，主に，全体の現象，集合された関連について研究する。

全体経済の細胞（Zell）としての個々の経営を，国民経済学は，全体経済上の関連の解明

が問題になる時，その限りでのみ，考える（erfaßen）。これに対して，経営経済学は，主

に，個別経済，その機能様式と法則性についての理論（Lehre）である。経済の出来事は，

いわば（quasi），ミクロで見えるモノ（mikroskopisch）として考察する。全体経済上の

現象―市場，経済秩序など―は，個別経済上の問題の解明が必要とされる時，その限

りでのみ，論議する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２５�２６.）。

このため，国民経済上の理論は，たとえ，多様な主張がなされるとしても，経済理論と

は一致しない。（一般の）経済理論は，全体の経済科学の共通した理論上の基礎である。

１
　

 つ，あるいは，他の部門専門科目の加算は，なおさら（viel eher），家計と企業の経済上

の理論が経営経済学に，―ミクロ経済上の事実の解明として―，関係付けることをも
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たらすであろう（Vgl.Kosiol, E. １９６１. S.１３４.）。歴史上で古い国民経済学が，発展してき

た経営経済学の不足により，何１０年間に亙り，また，個別経済上の研究に奉仕すべきであ

ること，―その際，ミクロ経済上の理論の本質的な要素が創造されたことは，この点で

は全く変わらない（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２４０.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２６.）。

経営経済学の限られた特徴がその実践との関連性で認められる（erblicken）ことは様々

に述べられた。このため，経営経済学に対して，この場合，技術論，手続き技術，（純粋

の代わりに）応用科学という名称が〈【筆者補足】認められる〉。しかし，ここでは，経済

科学―そして，これと共にまた，経営経済学―が，併存して，１
　

 つの理論上で，かつ，

プラグマチックな科学目標が追求されることが配慮される。それは，プラグマチックな目

的とは独立して，理論上の知識と，また，手段上の，実践上の目的に関係した知識を目指

すコジオールにとり，これに関しては，二者択一（Entweder-Oder）ではなくて，むしろ，

同様に（Sowohl-Als-auch）〈【筆者補足】必要な知識を目指すことである〉（Vgl.Kosiol, E. 

１９４０a. S.１００.；Kosiol, E. １９６１. S.１３５.；Kosiol, E. １９６４d. S.７４５.；Kosiol, E. １９６６. ２４０f.； 

Wild, J. １９６６. ２２f.）。その他，理論上と手段上の実学（Realwissenschaft）は，同様に，

経験上での妥当性を探究すべきである（Vgl.Kosiol, E. １９５９. S.７.；Kosiol, E. １９５６b. S.８.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２６.）。

経済科学は，コジオールが繰り返して強調したこと，つまり，隣接の専門科目（Nach- 

bardisziplinen），たとえば，工学技術，数学，社会学と心理学との協働（Kooperation）

を必要とする（Vgl.Kosiol, E. １９４０a. S.１００.；Kosiol, E. １９６１b. S.３２８.；Kosiol, E. １９６６. 

S.２３６f.）。しかし，複数の専門科目との従事では，学問好み（Dilettantismus）の回避のた

め，特定の個人的，そしてまた，制度上の前提を充たすべきである（Vgl.Kosiol, E. １９６５. 

 S.３５５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２６.）。

総ての経済活動は，経営で，行われる（gehen vor sicht）。国民経済は，このような活

発な細胞（Wirkzell）の活動で充たされている。経営経済学の研究対象は，経営の内と間

での経済活動である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２６.）。

経営経済学の意味で経営と解されるモノが解明されるべきである。シュマーレンバッハ

により提案された専門の名称は（Vgl.Schmalenbach, E. １９６２. S.５３.），総ての個別経済上

で関連した制度を包括する，経営概念の広い解説を思い出させる。これに比べて，しばし

ば主張される見解は狭すぎるが，それによれば，経営として，単に，企業の技術上の工場

と解される。コジオールは，経営（＝経済単位）として，統一された計画を有する社会構成

体を認める（erblicken）（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２７.）。
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ニックリッシュに従って（Vgl.Nicklisch, H. １９２９/３２. S.１７５.），コジオールは，本源的

と派生的な経営を区分するが，その際，「経営」は，家計と企業に対する上位概念である。

家計は，自ら（in sich），２
　

 つの課題を一致させる。すなわち，財の 終使用としての消

費と，このために必要な，財の生産，あるいは，製造（Erzeugung）。経営経済上の問題

設定は，国民経済のそれとは反対に―私的な家計の生産の課題を無視しない。従って，

家計では，また，優位（vorrangig）ではなくても，価値は作られ，価値は維持される。

このような問題に，特に，デュブレクとシュルツ・ボルクは従事した（Vgl.Dubberke, H.-A. 

１９５８.；Schulz-Borck, H. １９６４.）。企業は，家計が生産課題の一部を自らで引き受ける―

分業型の経済の結果として〈【筆者補足】引き受ける〉限り，派生した経営を意味する。

第３の範疇として，公益管理の経営が現れるが，ポーマーにより，派生した生産経営とし

て把握され，「職務の管理」（Amtsverwaltung）と呼ばれる（Vgl.Pohmer, D. １９５８. S.３７f.）。

生産経営としての企業は，３
　

 つの特徴により特徴付けられる。すなわち，他人の需要の

充足，経済上の自立性と，市場リスクの自発的な引き受け（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１７f.）。

これに対して，コジオールは，利益目標，特定の分野への帰属性，資本供与者の種類（私

的，あるいは，公的），あるいは，歴史上の発生形態を，企業の事実にとり些細とみなす

（Vgl.Grochla, E. １９５９a.）。次の節は，専ら，このように定義された企業に関係している

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２７.）。

経営経済学は，経営内での出来事のみを研究するのではない。個別経済の機能と法則性

の説明のため，環境の経済上で有効な影響を考察に組み込むことが必要である。コジオー

ルは，経済秩序，市場形態と経営条件の問題とのこのような関連で，部分的にはそれ自体

で分析し，部分的に特殊な研究を促進した（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.３４f. u. S.３９f. u. S.４６f.； 

Kosiol, E. １９６１. S.１３４.；Grochla, E. １９２８.；Grochla, E. １９５９b.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

 S.２７-２８.）。

�　企業の構造（組織）

企業は―経営経済上の研究分野として特別の関心があるが―，形式上の構造，組織

の，企業に委任された課題を充たすことを必要とする。コジオールがこの研究領域を批判

的と自己批判的に対向する様子は，次の信条（Bekenntnis）を示唆する（Vgl.Wild, J. 

１９６６. S.７.）。すなわち，「総ての今までの努力に係わらず，経営経済上の組織論（Organi-

sationstheorie）の水準（Stand）は，広範囲に，まだ，不充分なモノと考察されるべきで

ある。経験主義的，論理演繹的（logisch-duductiv）と専門用語上の研究は，確かに，使
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用可能な概念体系，記述モデル，描写手段と，アプローチの仕方（ansatzweise）により，

また，単純な決定モデルを誘導してきた。しかし，経験を支援する，説明上と予測上で使用

可能な組織理論の設定はまだ成功していない」（Wild, J. １９６６. S.７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.２８.）。

組織の問題に彼が従事することは，１９２８年に遡れる（Vgl.Kosiol, E. １９２８.）。部分的に，

彼のベルリンの機関の経験上の調査（Erhebung）に基づく，準備研究の後（Vgl.Kosiol, 

E. １９５９.；Kosiol, E. １９６０b.；Kosiol, E. １９５９a.），１９６２年に，彼の著『企業の組織』（Organi-

sation der Unternehmung）で呈示された。この著は，評価（Rezension）では，組織の

文献の標準的な研究と，組織研究の領域での重要な進歩としての中核（Kern）と評価され

た（Vgl.Kern, W. １９６４. S.７３５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２８.）。

①　組織論の基礎

組織創造者（Organisierens）の構成要件（Tatbestand）と必要性は，人の活動の全体

の社会領域で現れ，企業に限定されない。組織創造者は，技術の特殊な種類（Art），しか

も，工学（実際）の技術と共にある，［構造のための］技術（Strukturtechnik）と解され

る（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.２１f.；Kosiol, E. １９６６. S.５５.）。組織は社会構造の形成を目指

す。その際，「構造」（Struktur）としては，任意の構成要素の特質と関係の関連（Zusammen-

hang von Eigenschaften und Relationen），とりわけ（unter anderem），構成と経過の

構造（Aufbau- und Ablaufstruktur）と解される（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１８８.；Kosiol, 

E. １９６６. S.５４.）。「組織」の下では，３
　

 つの異なる構成要件が理解される。

（①）構造化の過程（Strukturierungsvorgang）

（②）（（①）の結果としての），社会構成体の準備された構造（fertige Struktur）

（③）社会構成体そのもの（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２８�２９.）

コジオールでは，企業の全体の課題が組織創造者の開始点を形成する。この全体の課題

は，課題分析により，分解され（zerlegen），これにより獲得された部分課題は「体系的」

に配分可能な（verteilbar）課題に統合され（zusammenfassen），その後， ―課題と課

題担当者の交代可能性に注目しながら，―人員（Person）と即物上の補助手段（sachliches 

Hilfmittel）に配分される（verteilen）（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.３２f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.２９.）。

コジオールは，組織論を独立した実学（Realwissenschaft）と解する（Vgl.Kosiol, E. 

１９６２. S.５.；Kosiol, E. １９６６. S.５２.）。それは，社会単位のための構造化論を示唆し，社会上
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の構造を描写し，明らかにすることを目指す。企業の経営経済上の組織論は，ここから，

部門領域を形成する（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.２１ u. S.２６f.）。組織論の特殊な認識対象は，

コジオールにより，「総体に統合される構造化（integrative Strukturierung von Ganzheiten）」

と呼ばれる（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.５ u. S.１９f.；Kosiol, E. １９６６. S.５４f.）。ここでは，「統

合される」（integrativ）と「総体」は，組織上（gegliedert）と相互に依存した［構造の

ための］要素（Strukturelement）が問題になることを意味する。組織論は， ―このよ

うに把握されると―，社会論理上の意味内容（soziologischer Gehalt）ではなくて，手

続き技術上の意味内容（verfahrenstechnischer Gehalt）を有する（Vgl.Kosiol, E. １９６２. 

S.１７f. u. S.２２.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２９.）。

構造化は，組織とアドリブ（Improvisation）により惹き起こされる。組織創造者は，

継続的，長期的に有効な構造を獲得しようと務めるにも係わらず，アドリブは，暫定的な，

変わりやすい，短期的な構造の規制（Strukturregelung）を目指す。組織上の方策に対す

る前提は，反復されるケースであり，人員と，人員間の課題の配分（inter- bzw. intraper- 

sonale Aufgabenteilung）である（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.３１.）。組織とアドリブ，これと

共に，構造化により，ケースにより，一回限りで行われる，個別の方策，あるいは，「処

理」（Disposition）により，限定される（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.２８f.）。組織の安定性と弾

力性と，これと共に，組織上の均衡を保証するためには，組織，アドリブと処理の均衡

のとれた情況（ausgewogenes Verhä ltnis）が必要である（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.３０.；

Kosiol, E. １９６６. S.５６f.）。

コジオールは，企業組織に２つの考察様式を導入した（unterwerfen）。構造組織（Auf-

bauorganisation）は存続問題（Bestandsproblem）に関連し，これに対して，経過組織（Ab-

lauforganisation）は労働過程の空間・時間上の秩序に関連する（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S. 

３２f. u. S.１８７f.；Kosiol, E. １９６６. S.５８f.）。これにより，組織の概念は，たとえば，アメリ

カの文献で通常である，組織が構造組織と等置される所よりも，より広く把握される

（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１８７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.２９.）。

②　企業の構造組織

コジオールは，課題分析を全体として注目したが，―人員（Person）の特質の組み入

れ（Einbeziehung）では，その上で新しい―特質を基礎付けた（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.４３ 

u. S.４９f.；Kosiol, E. １９６６. S.６１f.）。

１）業務（Verrichtung）
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２）対象

３）階級（Rang）（決定―執行）

４）局面（計画―実現―制御）

５）目的（外生的と内生的な課題）

６）即物的手段，あるいは，労働手段

７）空間

８）時間

まず吟味されるべき構造組織では，部分課題（Teilaufgabe）の分析のために，初めの５

つの特徴のみが使用される（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.４９ u. S.６８.；Kosiol, E. １９６６. S.６２.）。こ

こでは，１
　

 ）から４）までが，それ自体，あるいは，括弧の説明により，理解される。５
　

 ）

では，企業の市場関係（たとえば，販売，在庫と制作）により外生的な課題が生ずる。内

生的，あるいは，［管理のための］課題（Verwaltungsaufgabe）は，外生的な課題（たとえ

ば，人員管理）の存在により生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.５８f.；Kosiol, E. １９６６. S.６４.）。

しかし，５
　

 つの特徴の呈示により，初めて，部分課題は一義的に限定される（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２. S.６５f.；Kosiol, E. １９６６. S.６４.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３０.）。

この体系（Systematik）は，様々な思考階層で，計画，管理（Verwaltung）と決定が

存在し，これにより，上位と下位の秩序の情況（Ü ber- und Unterordnungsverhä tnis）

に導入されないことを認識させる（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.５８ u. S.６８.）。

第二段階で，配分可能な（verteilungsfä hig）課題としての部分課題の体系が課題分

析に結び付けられる。ここでは，体系的に，指摘したように，統合された，５
　

 つの水準が

考慮される（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.７７f. u. S.１７２ u. S.１７８.；Kosiol, E. １９６６. S.６５f.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.３０.）。

ａ）配分関連

ｂ）指導関連   編成体系

ｃ）スタッフ関連    構造体系

ｄ）労働関係
   コミュニケーション体系
ｅ）仲間関係

　この体系上での構成要素は，部分課題を調整するという，目標を有する。それらは，構

造組織（Aufbauorganisation）の完全な（geschlossen）描写を構成する（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.３０.）。

ａ）配分関連（Verteilungszusammenhang）の問題は，体系上の職位の課題（Stellenauf-
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gabe）の分析上での部分課題の形成と，人員（Person）を配分することにある（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２. S.８０f.）。職位の課題は，分析上での特徴が類似している，部分課題の集中により

生ずる。８
　

 つの分析上の観点から，９
　

 つの―しかも，人員の特徴の組み入れの下では新

しい―集中化の形式（Zentralisationsform）が生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.８１f.； 

Kosiol, E. １９６６. S.６７.）。このため，集中化の概念は広く把握され，―文献ではしばしば

通常であるような―階級と空間の集中化に限定されない（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S. 

３０�３１.）。

集中化と分散化（Dezentralisation）は対向的に生ずる（bedingen）。ある特徴による集

中化は，常に，残りの特徴による分散化である。そこで，集中化と分散化の問題は，組織

上の体系の中心問題として強調される。この問題に，特に，ブライヒャーが係わった

（Vgl.Bleicher, K. １９６６.）。

「人員」の集中化は，課題担当者としての人員の個人的な特質（Eignung）による職位

の課題（Stellenaufgabe）を形成する。特にしばしば，それは，企業の 高給付で現れる

（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.８３.；Kosiol, E. １９６６. S.６７f.）。コジオールは，課題の配分のこの

様式が，これにより，該当する人員のイデー（Idee）と知識を広範囲に利用し，そのイニ

シアチブを惹き起こすため，優位を呈示することを強調した。しかし，これにより，職位

の形成は個人に左右され，たとえば，企業からのその脱退は停滞に導きうる（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２. S.８３.；Kosiol, E. １９６６. S.９６.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３１.）。

他の８つのケースでは，個々の人員の個人的な特徴の無視の下で集中化が生ずる。まず，

考察される人員のために，その後，具体的（適当な）人員が挿入される，職位が形成され

る（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.９３f.；Kosiol, E. １９６６. S.６９.）。この８つの集中化の長所と短所

はコジオールにより詳細に説明された（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.８４f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.３１.）。

ｂ）指導関連（Leitungszusammenhang）は階級の集中化を強調する。総ての意思決定

の活動の集中化と，そのための特殊な人員での意思決定の活動の配分により指導の職位

（Leitungsstelle）（決定機関（Instanz））は生ずる。指導する活動の特徴をコジオールは，

意思決定と指図（Anordnung），創造的なイニシアチブ（Eigeninitiative）と責任に認め

た（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１０１f.；Kosiol, E. １９６６. S.７０f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３１.）。

コジオールは，この関連では，指導の編成（Leitungsgliederung）の幅（指導のスパ

ン），指導の奥行き（Leistungstief），ファヨールとテイラーによる，単一直系システムと

複数直系システム，単一，あるいは，複数決定機関について研究した（Vgl.Kosiol, E. 
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１９６２. S.１０８f.；Kosiol, E. １９６６. S.７２f.）。結局，彼は， 上位の決定機関での 高の指導に

より委託される（delegieren），指導の課題をいずれの特質が授与する（auszeichnen）の

かという問題を呈示する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３１�３２.）。

ｃ）スタッフ関連（Stabszusammenhang）では，スタッフが指導の職位（Leistungs-

stelle）に結び付ける，アシスタント関係（Assistenzbeziehung）が強調される（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２. S.１３１f.；Kosiol, E. １９６６. S.７４f.）。正に，スタッフの職位（場合によれば，スタッ

フの職位の多様さ）としての課題の範囲，あるいは，スタッフの区分により発生しうる，

スタッフの課題は，決定機関の決定に情報を伝え，助言として，準備することと，あるい

は，下された決定を指図，あるいは，［実施のための］監視を展開することに本質はある

（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１３７f.）。これとの関連では，一般化されたスタッフの職位と特殊

化されたスタッフの職位，スタッフでの様々な集中化形式，指導体制でのスタッフの整理

（Einordnung）が検討される（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１３８f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.３１�３２.）。

ｄ）労働関係（Arbeitszusammenhang）は，スタッフ間でのコミュニケーションを取

り扱う（ansprechen）（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１４７f.；Kosiol, E. １９６６. S.７５f.）。情報上の

コミュニケーションの関係は，課題の実現のために直接必要なインフォーマルな関係を減

らす（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３２.）。

ここでは，とりわけ，２
　

 つの職位の間でのコミュニケーションが，直接，あるいは，間

接で―すなわち，階級がより高い決定機関を通じて，あるいは，その経由なしに，―

流されるべきかという問題に関心が捧げられる。コジオールは，緊急の情報は直接，重要

な情報は間接的に伝達されるべきであるのに対して，重要な，かつ，同時に緊急の情報は

主に，組織的ではなくて，むしろ，アドリブで，規制されるという，見解を弁護する

（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１５２f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３２.）。

指導の職位と執行の職位（Ausfü hrungsstelle）の間での関係（Verhä ltnis）では，―

階級の情報経路，あるいは，情報の流れと呼ばれるが―，その他，コミュニケーション

の問題として，生じた執行（Ausfü hrung），更に，情報伝達の権利と義務についての，指

図と返答情報（Rü ckinformation），参加者の間での精神上の傾倒（Gefä lle）の問題と，

後にまた，情報のフィルター（Informationsfilterung）の問題が姿を見せる（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２. S.１５３.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３２.）。

ｅ）仲間関係（Kollegienzusammenhang）は，時間上で限定された集会（Zusammen- 

kunft）での人員の多様さ（Personenmehrheit）の協働を把握する。仲間は，職務の多様
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さ，あるいは，区分を形成することなしに，多様な職位を含む，調整単位（Koordinierungsein-

heit）を示唆する。仲間は臨時であるが，そこから，このような調整単位の高い弾力性が

生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９５９a. S.１０７f.；Kosiol, E. １９６２. S.１５７f.；Kosiol, E. １９６６. S.７７f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３２�３３.）。

コジオールは解決されるべき課題に関して，４
　

 つの形式を区分する。すなわち，決定の

仲間，助言の仲間（Beratungskollegien），情報交換の仲間と執行の仲間（Ausfü hrungskol-

legien）（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１６１f.；Kosiol, E. １９５９a. S.１１７f.；Kosiol, E. １９６６. S.７８.）。 

仲間の資格は，いわゆる連続で推定される（abnehmen）。また，彼は，仲間の補完，組み

換え（Verschachtelung）と統合（Eingliederung）という異なる形式について論究する

（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１６５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３３.）。

これら５つの体系的な関連は積み木のような構成要素として把握される。 初のその結

び付きが企業の構造組織（Aufbauorganisation）をもたらす（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１７１f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３３.）。

③　企業の経過組織

構成体（Gebild）の創造を目指す，構造組織と共に，コジオールでは，企業の，空間上

での生ずる（apspielende）作業のプロセスの構成化（Strukturieung）としての経過組織

（Ablauforganisation）が発生する（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１８５ u. S.１８７.）（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.３３.）。

課題の分析（Aufgabensanalyse）と課題の統合（Aufgabensynthese）で発生する，構

造組織と同様に，経過組織では，労働の分析（Arbeitsanalyse）と労働の統合（Arbeit-

synthese）が区別されるべきである（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１８９.；Kosiol, E. １９６６. S.８０f.）。

労働の分析は課題の分析の継続を意味する。そして，コジオールは，これらを，強く，労

働の分析と区分する。労働の分析は，分析上の部分課題と結び付けられ，これらをより詳

細に構成する（gliedern）。これに対して，労働進行の分析（Arbeitsganganalyse）は体

系化された労働の過程（Arbeitsgang）に関連する。労働の分析では，あげられた分析上

の特徴により，関心の前面に，１
　

 ）業務（Verrichtung）と２）対象（Objekt）が出てくる

（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１９２f.；Kosiol, E. １９６６. S.８０.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３３.）。

労働の統合は，その後，労働の分析と結び付き，分析上で獲得された労働部分から，課

題の担当者に対する，個々の労働の過程を確定する（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.２１１f.）。それ

らは，３
　

 つの特徴により生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１９０f.；Kosiol, E. １９６６. S.８１.）。
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ａ）人員での労働の統合（分業）

ｂ）テンポでの労働の統合（労働の配分）

ｃ）地域上での労働の統合（空間の構成（Raumgestaltung））

これら部分視点（Teilaspekt）は，纏めると，プロセスの構造化（Prozeßstrukturierung）

を明らかにする（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３３.）。

ａ）人員での統合（personale Synthese）は，職務担当者（Stelleninhaber）での限ら

れた労働量（労働課題（Arbeitspensum）の配分（Zuteilung）を意味する。ここでは，

２
　

 つの相互につながる段階が必要である。課題組織での言及された職務の形成と配置（Stel-

lenbildung und -besetzung）と同様に，まず分業（具体的な人員の考慮なしでの労働過程

についての規定）と，その後での労働の配置（特定の人員の配分）に区分されるべきであ

る（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.１９５ u. S.２１２f.；Kosiol, E. １９６６. S.８２.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.３３�３４.）。

ｂ）テンポでの統合（temporale Synthese）は，この人員に比べて，組織の時間面を強

調し，異なる労働過程を時間上で相互に調整しようと努力する（Vgl.Kosiol, E. １９６２. 

S.２１５f.；Kosiol, E. １９６６. S.８３f.）。これは，思考上では，４
　

 つの段階に分解される。すな

わち，労働過程のつながり，通過順序の決定（行為の調節（Taktabstimmung）），通過順

序の時間上のズレ（組織上の在庫の 小化）。この関連を，コジオールは代数上と幾何学

上で説明した（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.２１５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３４.）。

ｃ）地域上での統合（lokale Synthese）は，まず， 短の移動経路（と，あるいは，原

価）に関して，労働場所の空間上の配置に注目する。これは，また，それと共に，労働場

所での装置について考慮するが，しかし，これにより，工学上の技術に移行する（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.３４.）。

組織の現象についてのコジオールの研究は，ブライヒャー（Vgl.Bleicher, K. １９６０.）， 

グロッホラ（Vgl.Grochla, E. １９６４. S.５３f.）とプライス（Vgl.Pleiß, U. １９６３.）の特殊研究

により，方法上の側面で，ビルト（Vgl.Wild, J. １９６６.）により，続行された（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.３４.）。

�　企業の財の流れ

組織のフォーマルな基質（Formalgerü st）を越えた，企業の出来事の考察は，企業が

様々な種類の財の流れ（Gü terstrom）により貫流されていることを示唆する。それは，

とりわけ，企業家の構成過程（Gestaltungsvorgang）の対象を意味する（Vgl.Schmidt, 
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R.-B. １９６７. S.３４.）。

①　経済財

コジオールは，まず，考察すべき，経済財の概念を，広く解し，７
　

 つの特徴によりそれ

を特徴付けるが（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１０１f.），ここでは，図表１で，表として（schau- 

bildich）要約される。

 

これによれば，特徴�から�までが充たされる時，財は経済財である。また，特徴�が

存在する限り，コジオールは，価格上で有効な経済財（preiswirtksames Wirtschaftsgut）

と呼ぶ。これにより，市場での供給と需要の経済上の関連が概念上で考慮される（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.３５.）。

この特徴の欠落は，自ら，指定された財が，（価格上で有効な）経済財であるという，

特徴を無くする。たとえば，

ａ）地下資源が近づけない地域にある。（特徴３の喪失）

ｂ）財の技術は支配的でない，あるいは，たとえば，野生動物，あるいは，秘跡（Sak-

ralgegenstand）に関して，法律・社会上の協定を考慮すべきである。（特徴４の喪失）

ｃ）知的，あるいは，美的な能力は移転できない。（特徴５の喪失）

ｄ）空気のような，「自由」財が問題になる。（特徴６の喪失）

ｅ）財が非常に高価である。（特徴７の喪失）

概念「経済財」のこのような一般的な把握は，結局，即物財（Sachgü ter）だけではな

くて，むしろまた，サービス，無形の財，情報，シュマーレンバッハの意味での抽象的な

在庫（abstrakte Vorrä tigkeit）としての貨幣と資本を包括する（Vgl.Kosiol, E. １９５８b. 

図表１　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３５.）

名　　　称特　　　徴

価格上で
有効な
経済財

経済財

（技 術 上
の）投入
可能財

技術上の
適正のあ
る財

�　実際（現在，あるいは，将来）の存在を有する対象

�　技術上の目的の適正

�　（処理領域での）現存

�　（技術と，あるいは，計算上での）有用性

�　移転可能性

�　相対的な希少性（＝投入可能量＜技術上の需要量）

�　経済上の適正（＝価格＜ 大の需要価格）
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S.２１f. u. S.３３.；Kosiol, E. １９６６. S.１３１ u. S.１７２.；Schmalenbach, E. １９４９. S.１８ u. S.２６.）。

コジオールは，ニックリッシュにより始めたが（Vgl.Nicklisch, H. １９２９/３２. S.８６.）―，

個々の経営の経済財の以下の区分を示す（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２１.；Kosiol, E. １９６６. 

S.１１２.；Kosiol, E. １９５８b. S.１３.）。

 

統合された・個別経済上の水準で，複数の経営を考察すれば，中間経営での清算（Auf- 

rechnung）が発生する。たとえば，Ｂに対する企業Ａの債権は，Ａに対するＢの債務に対

向して生ずる。これにより，財のボリューム（Gü terumfang）はより小さくなる。独立し

た・国民経済上の水準，統合された・国民経済上の水準（たとえば，欧州共同経済体（EWG））

と， 後に世界経済水準への段階上での発展（Fortgang）では， 後にいわゆる，絶対的

な財のみが残るまで，財のボリームは常に縮小する。総ての名目財と，派生した実物財（abgele-

itete Realgü ter）は相対的な種類（relativer Art）であるため，本来の実物財（ursprü 

ngliche Realgü ter）のみが絶対的な経済財（absolute Wirtschaftsgü ter）のクラスに属

しうる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１１２f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３６.）。

このような絶対的な財は生産されうるが，この場合，派生的な財（derivative Gü ter）

を意味する。生産できない，絶対的な財は，これに反して，天然に与えられる。コジオー

ルは，これを，反還元的（irreduzibel），あるいは，オリジナル（originä r）と呼ぶ（Vgl. 

Kosiol, E. １９６６. S.１１４.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３６.）。

絶対的で，同時に，反還元的な財は，国民経済の本源的な財の富（Gü terreichtum）を

形成し，このため，要素的な経済財（elementare Wirtschaftsgü ter）と呼ばれうる。これ

によれば，絶対的な経済財の次の区分が生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１１４.）（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.３７.）。すなわち，

図表２　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３６.）

名目財（共通価値）実物財（個別価値）経済財
（経済上 
 の価値） 常に　無形財無形（非具体的）実物財有形（具体的）実物財

貨幣

１．給付価値
　　ａ）労働給付
　　ｂ）サービス給付
２．経済上の要件（経済上の能力）
３．資本（抽象的な在庫）

即物財
ａ）非可動の即物財
　　（不動産）
ｂ）可動の即物財
　　（動産）

本来の
財　　

本来の名目財（貨幣）
に対する請求
ａ）貸付金の価値
ｂ）参加資本の価値

本来の実物財（権利価値）に対する請求
ａ）有形の実物財に対する権利
ｂ）無形の実物財に対する権利

派生的
な財　
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絶対的な経済財（本源的な実物財）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３７.）

１．オリジナルな・絶対的（＝要素的な（elementare））経済財（他の経済財に還元さ

れない）

�　生産されない，天然資源

�　労働給付

�　生産されない，天然資源の貯蔵

２．派生的（derivative）・絶対的な経済財（他の経済財に還元されない）

�　生産される，即物財（Sachgü ter）

�　サービス給付

�　生産される，即物財の貯蔵

②　財の流れの種類と局面

言及された種類の経済財は，経営の間と，経営内で，循環する。中間経営の循環は，ま

た，全体の循環と呼ばれ，―大抵，経済の循環（Wirtschaftskreislauf）とみなされる。

コジオールは，循環（Umlauf）という表現を好む。というのは，実物財は真の循環を実

行せず（vollfü hren），むしろ，家計で（消費財が），あるいは，企業で（労働給付が）消

耗される（verzehren）からである（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１１５f.；Lehmann, M.R. １９５６. 

S.２６.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３７.）。

中間経営上での循環は，内部経営上（とりわけ，企業内）での循環，―また，独立し

た循環（Eigenumlauf）と呼ばれるが，―により補完されている。全体の循環と独立し

た循環では，実物財と名目財が並列して，相互に，しかも，反対方向で流れることが共通

している（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３７.）。

このため，独立した循環では，まず，２
　

 つの流れ，すなわち，実物財と名目財の流れが

区分される（Vgl.Nicklisch, E. １９２９/３２. S.１０３f.）。コジオールでは，実物財の流れの下位

事象（Unterfall）を情報の流れが形成し，独立した第３の財の流れとして取り扱われる

（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１６５ u. S.１６７f. u. S.１７２.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３７.）。

このような関係の詳細な考察は，３
　

 つの財の流れが，同時に企業の部分領域を意味する，

活動の局面，あるいは，循環（Umlauf）の局面を呈示する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１１７ 

u. S.１７５.）。コジオールの解説は図表３により要約される。（括弧で解説される記号は，コ

ジオールにより使用された符号を補足する）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３７�３８.）。
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個々の財の流れは相互に結び付いている。これは，簡単な例（受注製作での仮定された

顧客の発注）で，示唆される。まず，注文を受け取り（ＣⅨ），これにより，給付義務（Liefer-

verpfichtung）（ＢⅤ）〈【筆者補足】販売〉と名目上での負債（Nominalschuld）〈【筆者補

足】信用受容〉（ＡⅥ）が生ずる。その他では，情報プロセスの連鎖（Kette）が惹き起こ

される（ＣⅩ……XⅢ）。その終わりでは，給付者（Lieferant）での実物財〈【筆者補足】

完成品〉の引き渡し（Realgü terbestellung）（ＣXⅢ）が起こり，そこから，給付者の請

求権（ＢⅠ）と名目上の請求（Nominalforderung）〈【筆者補足】信用供与〉（ＡⅧ）が増

加する。引き渡される実物財〈【筆者補足】原材料・部品〉は配達され（ＢⅠ），在庫され

（ＢⅡ），製品に転換され（ＢⅢ），必要ならば，もう一度在庫され（ＢⅣ）， 後に販売さ

れる（ＢⅤ）。蓄積された情報（ＣXⅡ，XⅢ）は，供給者での債務の返済（ＡⅥ）と顧客

での請求権の回収（ＡⅧ）に対して刺激を与える。２
　

 つのあげられた方策は現金保有の規

模に対して（対向するように）作用する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３８.）。

コジオールは，実物財の流れと名目財の流れを，図表４で更に，ａ）局面での動き（Plasen-

bewegung）の特徴，ｂ）局面の売行き（Phasenumsä tz）の特徴，ｃ）局面の有り高

（Phasenbestand）の特徴，ｄ）在庫財の種類，ｅ）動きの種類，ｆ）売行きの種類と，

ｇ）局面の期間（Phasendauer）の種類により，更に分析した（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１２０f.）。

更に，そこから，彼は，注文（Bestellung），受注，給付と支払いの間での様々な時間上の継

続（Folge）を考察した（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１２３f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３８.）。

図表３で更に認識される様に，３
　

 つの財の流れの共通性が呈示される（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.３８.）。

１）実物財と名目財の流れ（ＢとＡ）は，企業の制御対象（Lenkungsobjekt）を示す。

流入し，発生する実物財，並びに，名目財は，経営の経過（Ablauf）での種類，容量（Menge），

場所（Raum）と時間により操作される（steuern）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３８.）。

 

図表３　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３８.）

非生産
（Ａ）名目財の流れ

制御対象
Ⅷ 信用供与Ⅶ 現金保有Ⅵ 信用受容

生産

（Ｂ）実物財の流れ

Ⅴ 販　売Ⅳ 販売在庫Ⅲ 製　作Ⅱ 投入在庫Ⅰ 調　達

制御手段
（Ｃ）情報の流れ

XⅢ 伝 達XⅡ 後蓄積XI 交　換Ⅹ 蓄　積Ⅸ 受け取り
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情報の流れ（Ｃ）での事情は異なる。これは，しかもまた，制御（Lenkung）を必要と

し，２
　

 つの他の財の流れに対する制御手段（Lenkungsinstrument）として役に立つ（Vgl. 

Kosiol, E. １９６６. S.１６７f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４０.）。

２）実物財の流れと情報の流れ（ＢとＣ）は，制御の特徴により区分されるが，しかし，

共通の関連値（Bezugsgrö ße）である，生産過程として示される。これらは，この生産過

程を，基本的には，名目財の流れに比べて強調する（abheben）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.４０.）。

この共通性に基づいて，２
　

 つの財の流れは， ―名目の流れと区分して（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１３４.），―正に，５
　

 つの循環の局面，その下には，製作（移転）の局面が呈示

される。また，図表３で相互に配置される，ＢとＣの局面は，重要な部分局面では，一致

していることを認識すべきである。そこで，たとえば，切り取られた（spanabhebend），

労働の過程（ＢⅢ）〈【筆者補足】制作〉では，標識（ＣXI）（Lochkartte）を有するデー

タの加工〈【筆者補足】情報の交換〉と同様の問題，商品移転（ＢⅤ）〈【筆者補足】販売〉

では，情報の伝達（ＣXIII）と同様の問題を呈示する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４０.）。

３）問題の一部は，しかも，総ての３つの財の流れ（Ａ，ＢとＣ）に共通しており，た

とえば，現金保有（ＡⅧ）と実物財の在庫（ＢⅡ，Ⅳ）と同様に，情報の蓄積（ＣⅩ，XII）

でも，有り高問題は認められる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４０.）。

しかし，言及された一致は区別を排除しない。これは，たとえば，情報という財の特質

に基づく。ＢとＣの財の流れの本質的な差異は，更に，図表３での実物財の流れが左より

右への直線の経過（ＢⅠ→ＢⅤ）を呈示するのに対して，この下で配列される情報の局面

は，様々に，垂直的に相互に重なって生じ，円環とコース毎の経過（ring- als strecken- 

fö rmigen Verlauf）により，同時に，情報のネットとして特徴付けられる。シェーマの合

目性は，これとは関係ない。というのは，重なり合った局面は，経過の順序とは独立した，

共通の問題を呈示するからである（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１６７f. u. S.１７５f. u. S.１８０.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.４０.）。

コジオールは，生産（Produktion）を広義に把握する（Vgl.Kosiol, E. １９３４. S.３１４.；

Kosiol, E. １９５０. S.９０.；Kosiol, E. １９６６. S.１６f. u. S.１６７f.）。生産は，家計とあらゆる部門

の企業で，総ての局面での実物財の流れと情報の流れで発生しうる。このため，製造業

（Industrie）の製作の局面に限定されない。生産活動は，生産要素（Produkoren）の投入

と，生産物（Produkten）へのその結合された移転から構成される。「生産要素」の代わり

に，「生産のための要素」（Produktionsfaktoren）という多様な通常の表記を，コジオー

692



R.-B. シュミット著『E. コジオール』についての一考察（牧浦）

─　　（　　）─135

ルは批判する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.１９.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４０.）。

生産要素（Produkoren）と生産物（Produkten）（投入と産出（Ausbringung））の間

での容量関係は，経済科学では，［生産のための］関数（Produktionsfunktion）と呼ばれ

る。その下位事象（Unterfall）として，コジオールは，補完的に，生産物関数（Produktfunk-

tion）と生産要素関数（Produktorfunktion）を強調する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.５３ u. 

S.５７.；Kosiol, E. １９６６. S.１０２.）。生産物関数（Produktfunktion）は，投入される生産要

素の容量に対する生産物の容量の依存関係を表し，生産要素関数（Produktorfunktion）

は，産出された生産物の容量に依存した生産要素の容量の関係を表す。容量の水準から価

値の水準への移転により，そこから，原価論（Kostenlehre）で知られている原価（と，また，

給付）関数が生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２１８f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４１.）。

生産プロセスは，企業家（Unternehmer）により，指導され（einleiten），操作される

（steuern）。しかし，本来の，経済上の意思決定ではないが，企業家の技術上の労働給付の

みが，［生産のための］関数（Produktionsfunktion）として，扱われる（eingehen）。こ

のような意思決定は企業家を生産者（Produzenten）として特徴付ける（Vgl.Kosiol, E. 

１９６６. S.１５８.）。実物と情報の流れの中で，「労働給付」という生産要素は交換され，その報

償（Entgelt）は賃金（Lohn）と呼ばれる。コジオールは，賃金形態に特に注目した（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.４１.）。

③　生産要素である労働の給付に正当な報酬

既に，１９２８年に公開され（Vgl.Kosiol, E. １９２８.），その新版が１９６２年に現れた（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２c.），彼の学位申請論文で，コジオールは詳細な研究としての賃金形態について行っ

た（Vgl.Kosiol, E. １９６５a.；Kosiol, E. １９６１a.）。賃金問題の可能な考察様式について，コ

ジオールは， ―たとえば，ニックリッシュとは異なり（Vgl.Nicklisch, H. １９２９/３２. 

S.２６７f.）， ―経営経済上の原価の要素としての賃金の取り扱いのために，決定した

（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.１９.）。その際，彼にとっては，絶対的な賃金額についての問題と

結び付いた，実質上の賃金の問題としての外部での賃金構造ではなくて，むしろ，内部で

の賃金構造と，これと共に，賃金問題の有り高部分としての相対的な賃金額，賃金形態と

賃率（Lohnsatz）に関心があった（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.７ u. S.１９.）。

給付の報酬（Leistungsentlohnung）の対象は，技術上の労働給付であり，しかも，こ

こでは，労働の業務（Arbeitsverrichtung）と労働の業績（Arbeitsergebnis）である（Vgl. 

Kosiol, E. １９６２c. S.２１f.）。経済上の選択決定の形式での経済上の労働給付に対する弁済
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（Abgeltung） ―これは利益分配をもたらすが―と，社会賃金は，これにより，考察

から除外される。時間給をコジオールは給付賃金として把握した（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. 

S.４４ u. S.５５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４１.）。

給付の報酬（Leistungsentlohnung）に対して，コジオールは，賃金と給付の等価の法

則（Grundsatz der Ä quivalenz）（等価原則（Ä quivalenzprinzip））を要求する（postu-

lieren）（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.２９f.）。これは２つの形式で現れる。すなわち，

ａ）賃金と要求度（＝労働の困難の程度）

ｂ）賃金と給付度（＝労働の業績度）

目標は，ａ）では，通常，賃率の差別化，ｂ）では，賃金形態と賃率の差別化により，

達成されることが求められる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４２.）。

この考慮の中央には，賃金形態が存在する（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.４９.）。コジオール

によれば，絶対的に「 善」な賃金形態は存在しないで，むしろ，個々の目的に，折々の

適な賃金形態を選択することが一致すべきである。ここでは，企業にとり，労働の業績

の量，期間，質と不変性（Permanenz）と，これと共にまた，賃金コストに関する，個々

の賃金形態の効果が重要である。労働者（Arbeitnehmer）に関しては，労働の刺激と，

発生する時間の功績（Stundenverdienst）についての問題が関心の前面にある（Vgl.Kosiol, 

E. １９６２c. S.４９f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４２.）。

様々な賃金形態が，コジオールにより，代数上で呈示され，図表で説明され，出来高給

と時間給のコストでの経済上のその効果について研究される。ここでは，開始点を，出来

高給と時間給の周知の形式が形成し，いわゆる分配賃金（Teilungslohn）（ハルシーとロー

ワンの賃金形態）により補完される。これらは，労働の業績の量と質に対するその効果で

は，次のように特徴付けられる（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.９２f. u. S.１１２f.；Kosiol, E. １９６５a. 

S.９３１.）。すなわち，

Ⅰ．肯定的な量的賃金（Quantitä tslö hn）

ａ）純粋な量的賃金（出来高給）

ｂ）定性的な量的賃金（ハルシー賃金）

Ⅱ．否定的な量的賃金

ａ）定性的な質的賃金（ローワン賃金）

ｂ）純粋な質的賃金（時間給）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４２.）

出来高給は，大きな労働の数量（あるいは，少ない労働の期間）を（肯定的に）もたら

すが，これに対して，時間給は，数量の向上に対する刺激の欠落により，より高い品質と
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不変性（Permanenz）を（肯定的，あるいは，直接的に）もたらす。分配賃金（Teilungslohn）

は両方向を包括するが，その際，ハルシー賃金はより強く数量，ローワン賃金は質をより

強く考慮しようとする。時間単位の節約での関連した賃金額では，これら処置（Vorgehen）

は図表５のように作用する（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.１１２.；Kosiol, E. １９６５a. S.９３０.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.４２.）。

 

時間の功績（Stundenverdienst）は，（その他が同一の前提では），時間の節約（Zeiteinspa-

rung）では，出来高給に向かって強く逓増し，賃金コストは，時間給に向かって傾向では

非常に逓減する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４３.）。

労働時間に依存した時間の功績の展開は，コジオールにより用いられた，数理上の手

段の支援により示される（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.５５ u. S.７１f. u. S.９１f. u. S.１０４f.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.４２.）。

　　基本公式は，s ＝ so ＋ nso・（ to － t ） / t 　�　

そこでは，記号は次のことを示す。

s ＝変化する時間の功績（時間当たりの賃金コスト）

so ＝時間当たりでの固定した賃金コスト率（時間給で）

to ＝固定した期間（Zeitdauer）

t ＝変化する期間（給付単位当たりで）

n ＝任意の肯定的な合理的な数値（ボーナス率）

時間給は，今や，n がゼロの値を採ることにより特徴付けられる。公式�は，簡略化さ

れ，式�になる。

　　s ＝ so 　�　

図表５　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４３.）

賃金コスト
（単位当たりでの）

時間の功績
（時間当たりでの賃金）

基準としての
時間

比例的に減少

凸型の放物線で（増加，減少）

一次に減少

一定

一定

一次に増加

弱い凸型の双曲線で増加

強い凸型の双曲線で増加

時間給

ローワン

ハルシー

出来高給
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出来高給では，n は値１を採る。変換により，式�から式�が生ずる。

　　s ＝ so ・ to / t 　�　

ハルシー賃金では，値がゼロと１の間になり，しかも，１
　

 以上を採りうる。このため，

時間給と出来高給は，ハルシー給の限界のケースである（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.９５.）。

ローワン給は，公式�の右辺の第１項に，to / t を掛けたモノである。この場合，等式

は式�となる。

　s ＝ so ＋ n so ・ （to － t ）/ to 　�　

特殊なローワン給のケースでは，n は値１を採る。

このため，４
　

 つの独立した賃金形態は，基本公式�から演繹されうる。このような関連

で，コジオールは，また，ビドオー給（Bedauxlohn）の構造を研究した（Vgl.Kosiol, E. 

１９６２c. S.１１４.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４３�４４.）。

彼は，また，ボーナス給に特別な注目をした（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.１２５.）。ここでは，

基本給と追加の報酬（Zusatzprä mien）の区分が強調されるべきである。基本報酬は経済

上で独立した賃金形態をもたらす。それは，基本給に対して数量上・時間上の給付の増大

の可能性を提供する。追加の報酬は，これに反して，全く独立した賃金形態を形成しない

で，むしろ，補完として現れる。基礎の形態（Unterform）は，給付の追加の報酬とコス

トの節約の報酬を示唆する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４４.）。

このような研究から，賃金形態の共通した体系が生ずるが，その基本理念は，次のよう

な内容である（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.２２７f.）。すなわち，

Ａ．独立した賃金形態

Ⅰ．基本的な（elementar）賃金形態（時間給と出来高給）

Ⅱ．基本的なボーナス給（構成された賃金形態，たとえば，ハルシーとローワン）

Ｂ．独立してない賃金形態（追加のボーナス給）

ここでは輪郭のみを示した―このような体系は，コジオールにより，より詳細に区 

分され，一連の追加の特徴により特徴付けられる（Vgl.Kosiol, E. １９６２c. S.２３２f.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.４４.）。

�　制御対象としての実物財と名目財の流れ

生産と賃金形態についての先行する詳述は，実物財と情報の流れに関連しているけれど
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も（図表３のＢとＣ），以下の考察は，制御対象としての実物財と名目財の流れ（ＢとＡ）

に広げられる。まず，ここでは，２
　

 つの流れに均衡問題（Gleichgewichtsproblem）が現

れることが注目に値する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４４.）。

①　実物財と名目財の流れでの均衡

実物財の流れの内では，本質的な制御問題（構成問題（Gestaltungsproblem） は，財の

局面の内と間での有り高の均衡が，流入と流出が調節されて，形成されることにある。図

表３と６の局面ＢⅠからＢⅣまでは―更に図表４から生ずるように―，財の有り高を，

ＢⅤは，これに反して，実際の負債（Realschuld）の有り高（注文有り高（Auftrags- 

bestand））を記載する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１２１ u. S.１３０f. u. S.１３８f.）。流入と流出の

連続性はないが，有り高は変化する。その際，在庫はクッションの機能を果たす。それは，

次（＋ ＝ 在庫の有り高の増加，－ ＝ 在庫の有り高の減少）のように変化する（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１３３.）。すなわち，

 

調達局面より少ない，企業による通常の販売局面は，影響を及ぼすため，いわゆる在庫

製造では，とりわけ，販売在庫（ＢⅣ）が財経済上の不均衡に対する特徴のはっきりした

均衡機能を受け取る（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１３３.）。技術上・ 適な限界のケース（Grenz- 

fall）でのみ，流入と流出が時間上で重なって生じ，その結果，在庫有り高は，変化しな

いか，あるいは，技術上では無駄である。しかし，調達に続く局面での停滞を回避するた

めに，ほとんど常に，「恒常的な有り高」（eiserner Bestand）は維持される。このような

「技術上の均衡」を中心にして，変動は，有り高の過剰，あるいは，過少充足の形式で，

振動する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４５.）。

このような技術上の均衡と共に，経済上の財の均衡が存在する。意識して，これにより，

給付期間を調整する，あるいは，好都合な注文の長所を利用するために，高い，あるいは，

少ない有り高が目指される（anlegen）（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１３９f.；Kosiol, E. １９５８.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４５.）。

図表６　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４５.）

　販売　　製作　　調達　

（ＢⅤ）販売在庫（ＢⅢ）投入在庫（ＢⅠ）

（ＢⅣ）（ＢⅡ）

過剰販売－過少製作＋過剰調達

過少販売＋過剰製作－過少調達
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名目財の流れの前面では，現金保有（ＡⅦ）の（財務経済上の）均衡が存在する。企業

の収入と支出の緊張情況（Spannungsverhä ltnis）は，概念「財務管理の中心概念とし

ての流動性」により把握される（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１３４f.；Kosiol, E. １９５５a. S.２６４.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４５�４６.）。

流動性の事実（Tatbestand）は，総ての時点，あるいは，期間（Zeitraum）で，総て

の支払義務（支出）が現金有り高と収入により充足される，従って，企業が支払能力があ

る時に，充たされる。ここでは，厳しい均衡条件が問題になる。というのは，否定的な不

均衡―支払不能―は，法律上の規定に基づいて，破産をもたらすからである（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１３７f.）。実物財の流れ（Realgü terstrom）の内での不均衡―たとえば，当座

の先物契約（Lieferverzug）―は，これに反して，このような企業に対して直接的に存

在を否定する帰結（Konsequenz）を有しない（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４６.）。

技術上の名目財の均衡は，既に大きさがゼロである現金保持で，従って，収入と支出が，

その規模と，時間に関して同時に行われる時でも，呈示される。しかし，ここでもまた，

とりわけ，リスクの削減のため， 低現金保有の形式で恒常的な有り高が有意義である。

このような予測・現金保有（Soll・Kassenhaltung）と比較して，過剰流動性，あるいは，

過少流動性と呼ばれる，過剰充足，あるいは，過少充足が現れうる。プラスの現金保有で

の過少流動性は，常に，まだ，流動性を示唆する。支払い不能（Zahlungsunfä higkeit）

において初めて，非流動性（Illiquiditä t）が呈示される（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１３５）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４６.）。

また，ここでも，技術上の均衡に対して，経済上の均衡が対比されるべきである。現金

保有は，様々な投資の可能性と比べて，より大きな現金有り高が事情により可能な利益の

喪失（eventuell Gewinnentgang）を自らもたらすことに注意すべきである（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１３５ u. S.１４０.）。しかも，流動性は， ―認識されうるように， ―実物財の

流れとの相互関係の可能性が存在するにも係わらず，名目財との関連のみに係わる（betreten）。

実物財でのあらゆる投資は，流動性を縮小し，大抵（i.d.R.），収益性の向上であり，逆に，

反投資は流動性の促進に，しかもまた，収益性の減少として作用する。実物財の同一規模

で，迅速な換金化（Liquidierung）と，これにより，名目財での過剰供給は，財務上の不

均衡を排除するのに役に立つが（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１３５f.），これは，収益性の犠牲と

共に，生産の経過と生産の準備（生産能力）での停滞を自らもたらしうる（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.４６.）。

企業の財務管理上の問題に，グロッホラ（Vgl.Grochla, E. １９６１.），ランゲン（Vgl. 
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Langen, H. １９５９.；Langen, H. １９６５.），ヴィッテ（Vgl.Witte, E. １９６３.）は詳細に係わっ

た（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４６.）。

コジオールは，また，名目財の均衡と実物財の均衡の統合（Synthese）の可能性を論究

する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１４２f.）。収入，現金有り高と信用承諾（Kreditzusage）は，

更新投資と合理化投資，並びに，租税と利益の処分（Gewinnverwendung）のための支払

いを含めて，生産プロセスのために調和して相互に調整される調達を企てるのに，充分で

あるべきである。利益の処分の問題を，シュミットは―とりわけ，財務管理の観点で―

詳細に研究した（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６３.）。均衡した生産プロセスを越えて，実物財の

流れの増大，あるいは，縮小が必要になる時に，資本調達の問題は特に注目される。このよ

うな関連を，図表７は示す（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１４５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４６� 

４７.）。

 

貨幣の流出 GA１ は，〈【筆者補足】調達・価格〉関係 PB１ により，商品の流入 WE１ を

もたらし，商品の流入は，再び，生産関数 T１ により，商品の流出 WA１ に作用する。この

商品の流出から，〈【筆者補足】販売・価格関係〉PA１ により，貨幣の流入 GE１ が続いて

生ずるが，この貨幣の流入は，後続期間２の貨幣の流出 GA２ にとり充分であるべきであ

る。このようなプロセスは，継続する期間に対して，増大（Wachstum）と結び付けるこ

とができ，繰り返されうる。増大は，ここでは，継続期間で増加する実物財の容量を示唆

する（WA２ ＞ WA１，あるいは，WE２ ＞ WE１）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４７.）。

この簡単なモデルでは，（水平の）関係 Ti（Fi, i＋１）は純粋な実物（名目）財の問題を示

す。（垂直下への）価格関係 PAi と PBi は，名目財部門と実物財部門を結び付ける。この

 図表７　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４７.）
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ようなモデルにより，名目容量（GA１＞＝＜GA２），実物容量（WA１＞＝＜WA２），更に，

個々の関係（PA１＞＝＜PA２；PB１＞＝＜PB２；T１＞＝＜T２；F１２＞＝＜F２３）の変化による

効果と条件を分離，あるいは，また，結合しようとする（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１４４f.）。

コジオールは，このような考慮を計算制度の手続き技術に関係してのみ討議しないという

必要性を強調する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１４４.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４７�４８.）。

このような―抽象的に表された―記号は，また，一連の経済理論上と経済政策上の

緊急の問題が，これにより，説明される限りでのみ，実践上の意義を獲得する。たとえば，

企業の成長，自己金融，利益の処分と実体維持〈【筆者補足】の意義を獲得する〉（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.４８.）。

②　製造業の特徴としての製作という行動局面

コジオールは，製造業の製作の局面（industrielle Herstellungsphase）（ＢⅢ）を，歴

史上と理論上の視点（Sicht）から研究した。彼は学説（Lehre）では専門として製造業の

経営経済学を代表しただけでなくて，むしろまた，実物財の流れのこの領域を彼の専門の

問題に対する特徴のあるモノとみなしたためである。彼による，このテーマの部門につい

て独立した公開物は，今の所，提出されてないため，ただ，唯一の，他の関連で公開され

た類似のモノ（Typologien）が論議されるべきである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４８.）。

コジオールの類似した著作は，まず，工場制度（Werksystem）と関係している（Vgl. 

Kosiol, E. １９６６. S.２６f.）。様々な―歴史上での発展で現れた―工場形態を，彼は，家

内工場（Hauswerk）から，〈【筆者補足】不定期の〉報酬支払い工場（Lohnwerk），手工

業の工場（Handwerk），問屋制の工場（Verlagswerk）とマニファクチャーの工場を経

て，機械制〈【筆者補足】大量生産の〉工場（Fabrikwerk）まで，体系的に呈示した。こ

こでは，機械制工場は，集中的な工場管理（Werkwirtschaft）と機械上での分業による，

他者の需要の充足として特徴付けられる。このタイプは，今日生じた製造業の経営（In-

dustriebetrieb）に一致する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４８.）。

より広範な考慮は，製造業のプログラムと手続きの類似のモノに及ぶ。生産の体系とし

ての―プログラムと，手続きの体系は生産機能の内容を形成する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. 

S.２４９.）。

彼の生産プログラムの類型論（図表８）は，フェバー（Heber, A.）とノベィク（Nowak, 

P.）の考えの批判的な拡大展開に基づく（Vgl.Heber, A. u. Nowak, P. １９３３.；Kosiol, E. 

１９６４b. S.１１１.；Kosiol, E. １９６６. S.３３.）。 
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この関連では，文献でしばしば更に言及されるケースである，部品生産（Partie- 

produktion），補助生産〈【筆者補足】共通資材生産〉（Chargenproduktion）と結合生産

（Kuppelproduktion）を，コジオールは，プログラムのタイプとはみなさない（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.３２f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４８.）。

補完して，コジオールは，手続きのタイプ（Verfahrenstyp）を形成する（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１４９f.）。その際，手続きの概念は，広く把握され，実物技術上（realtechnisch），

作業技術上（arbeitstechnisch），組織技術上（organisationstechnisch）と協同組織技術

上（vergenztechnisch）の手続きを包括する。実物技術（realtechnisch）（物理学上，化

学上，バイオ科学上）の手続きの説明は，そのままでは（s.E.），経営経済学の領域には属

さない（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１５０.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４８.）。

 

作業技術上の（arbeitstechnisch）手続きは，人と機械（Mechanismus）の協働と解さ

れる（Vgl.Kosiol, E. １９６５. S.３６２f.；Kosiol, E. １９６６. S.１５１.）。これに関連した考慮は，同

様に，―たとえば，グロッホラ（Vgl.Grochla, E. １９６２.；Grochla, E. １９６４a.）に，―

認められる。機械への人の労働の置き換え（Verlagerung）は機械化（Mechanisierung）

と呼ばれる。これは３つの視点で認められる。すなわち，ａ）機械の種類，ｂ）エネル

ギー源と，ｃ）機械化の段階。機械化では，ａ）工具，装置と機械への労働の転換が生ず

る。ｂ）エネルギーの流入では，ここでは，（たとえば，手作業のタイプライター，ある

いは，ミシンでの）人自身，あるいは，（電動機での）外部の人のエネルギー源から生ず

る。ｃ）機械化は，人の労働の割り当てにより相互に区分される，４
　

 段階で現れる。つま

り，人は，機械により，（Ⅰ）管理され（fü hren），（Ⅱ）操作され（steuern），（Ⅲ）制御

図表８　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４９.）

生産物の件数
計画期間での課題

と反復
差別性の程度プログラムのタイプ

単一生産物
　プログラム連続した

　非限定の課題

差別のない生産物
差別のない
　大量生産
　　プログラム

同種の
製造プログラム

（大量生産
　 　プログラム）

多品種生産物
　プログラム

差別のある生産物，
あるいは，
多品種生産物

差別のある
　大量生産
　　プログラム 限定された課題

（配分値）
　（事情により
　　　反復あり）

同種の
グループ化した
　あるいは，
　　連続生産物

連続プログラム
（同種の
　 　グループ化）異種の

製造プログラム
課題１

（事情により
　 反復あり）

個別生産物個別プログラム
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され（kontrollieren），（Ⅳ）操縦される（bedienen）。〈【筆者補足】たとえば，流れ作業

では，機械により，（Ⅰ）では持ち場を離れられず，（Ⅱ）作業のテンポが決められ，（Ⅲ）

作業の結果が自動的に検査され，（Ⅳ）テンポが操縦される〉。２
　

 つの 後にあげられた段

階は，個々に２つの下位事象（Unterfall）に区分され，これにより，全体で６つの機械化

の段階が生ずる。この内，３
　

 つの機械化の段階は，―（Ⅲ２）全体の機械化による操作

による人の制御，（Ⅳ１）機械の修正による人の操縦と，（Ⅳ２）人の修正による人の操縦

と呼ばれるが， ―自動化の事実を充たす。〈【筆者補足】たとえば，流れ作業では，（Ⅲ

２）自動化された機械による作業を人が規定値から外れた時にのみ制御する，（Ⅳ１）人

が機械を操縦するが，規定値から外れた時は機械が修正する，（Ⅳ２）人が機械を操縦す

るが，規定値から外れた時，機械の警告を見て，人が修正する〉。括弧で示されたローマ

数字は，あげられた論文から採用され（Vgl.Kosiol, E. １９６５.），そこでは，詳細に解説さ

れた。帰属する機械は，この場合，自動機（Automaten），たとえば，洗浄自動機，自動

計算機，あるいは，自動旋盤と呼ぶ。複数のこのような自動機がシステムに整理され，自

動機の間で加工対象の移動装置が機械化され，システムを管理する情報の流れが同様に自

動化されると，自動化の実情（Sachverhalt）が呈示される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.４９�５０.）。

様々なタイプの組織技術上の（organisationstechnisch）手続きは組織理論上の考慮か

ら生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１５６f.）。同様な業務（Verrichtung）についての集中化

は，いわゆる作業場の製作（Werkstattgertigung）をもたらすが，そこでは，たとえば，

総ての旋削作業は１つの旋盤に集中される。逆に，同種の対象への集中化はシュラセン製

作〈【筆者補足】分別加工〉（Sraßenfertigung）に終結するが，それは，１
　

 つの対象（電

動機の作業場（Motorengehaus））での総ての業務（たとえば，旋削，中ぐり，ねじ切り

（Lakkieren））を統合する。シュラセン製作（Sraßenfertigung）は，時間の強制なし，あ

るいは，強制ありで，行われる。 後のケースを，コジオールは，タクト製作（Taktfer-

tigung）と呼ぶ（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５０.）。 

作業場の製作（Werkstattgertigung），あるいは，シュラセン製作（Sraßenfertigung）

の特殊な前提と効果について，コジオールは詳細に熟考した。もちろん，彼は，そこから，

特殊問題，すなわち，タクト製作での時間上の調整を獲得し，彼の組織論の領域で公開し

た（Vgl.Kosiol, E. １９６２. S.２１５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５０.）。

後に，協同組織技術上（vergenztechnisch）の手続きは，注目に値し，また，シェー

ファーにより詳細に研究された（Vgl.Schä fer, E. １９５０. S.３６f.）。生産の も簡単なケース
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で，分岐のない，生産のプロセスは，並列で， 終生産物の方向に，相互に経過する。こ

れにより，流れるプロセス（vergierender Prozeß）が際立つ。主な流れるプロセスは，多

くの生産要素から，―極端なケースでは，―唯一の生産物へ経過するが，これは，た

とえば，集合生産物で妥当する。逆に，多品種プロセス（divergierender Prozeß）では，

―極端なケースでは，―そこから多くの生産物が生ずる，唯一の生産要素により特徴

付けられ，これは，たとえば，蒸留プロセスでは，結合生産（Kuppelproduktion）の現

象形態として生ずる。たとえば，高炉のプロセスのような，非グループ化〈【筆者補足】

分離〉のプロセスでは，同時に，主要な要素と，多様な要素が含まれる（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.５０.）。

�　制御手段としての情報の流れ

コジオールにとり，情報の流れの課題は，実物財と名目財の流れを制御する（lenken）

ことに本質がある（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５１.）。

情報と決定の過程のシステムとしての―企業の情報のネットでの科学上の関心は，

近，相当，増加しているが，もちろん，意思決定の出会い（Entscheidungsfindung）と意

思決定の結果（Entscheidungskonsequenz）の実践上の意義が常に明白になっているから

である。企業の内と間での増加する分業，経済プロセスと，常に広がる，経営の内と間で

の調整の増大する複雑性は，より多くとより良い情報に対する需要をもたらす（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１６９f.）。このため，意思決定の関連性の程度が増大し，実践では常に後から効果

を現し始める，誤った意思決定は回避されるべきである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５１.）。

①　情報とコミュニケーション

情報は，ヴィットマンによると，目的志向的な知識を意味する（Vgl.Wittmann, W. １９５９.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５１.）。意思決定者にとり，確定された知識が情報を形成する

のかは，この知識が適切である，目的が追求されるのかに左右されるが，しかし，知識は

新しい，意外であるのかには左右されない（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１６２.）。情報の事情

（Sachverhalt der Information）にとり，それが，指図（Anordnung），疑問（Anfrage），

あるいは，報告（Mitteilung）を基礎にしているのかは，些細である（Vgl.Kosiol, E. 

１９６６. S.１６３.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５１.）。

情報の空間上での伝達のケースでは，コミュニケーションと言われる（Vgl.Kosiol, E. 

１９６６. S.１６３.）。通信工学のいわゆる「情報理論」は―アングロサクソンの文献では，「コ
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ミュニケーションの理論（theory of communication）」より適切と言われるが（Vgl.Cherry, 

C. １９６３.；see.Shannon, C. E. & Warren, W. １９４９.），―このような部分的な側面に制限

され，これと他の根拠から，コジオールにより，経営経済上の目的にとり狭すぎるとみな

される（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１６５f.）。コミュニケーションは，人，機械，あるいは，人

と機械の間で可能である。それは， 一方， あるいは， 相互， 後者のケースでは， 同時， ある

いは，逐次に（nacheinander），行われる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１６３.）。これに対して，

過程の考察は，たとえ，その際，情報が実地検査（Augenschein（対応（Uraufnahme）））

により発生するとしても，人と自然の間でのコミュニケーションとは把握されない（Vgl. 

Kosiol, E. １９６６. S.１７８.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５１.）。

企業の特定の情報が交換されるべきであることが決定されると，情報の関係が呈示され

る。更にまた，交換の（直接，あるいは，間接の）経路（Weg）が規定されると，情報の

経路と呼ばれる。情報の経路の全体は，企業の情報のネットを形成する。これにより，情

報の流れが流される，チャネルのシステム（Kanalsystem）があたかも存在する。このよ

うな内部の情報の経路と共に，他の経営との結び付きを確定する，外部の〈【筆者補足】

情報の経路も存在する〉。情報の関係，あるいは，情報の経路は，公式に（offiziell）企画

されうるか，あるいは，非公式な取り決めにより生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１６８f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５２.）。

情報は，精神上のモノとしての無形の財である。それは，言語標識（Sprachzeichen）によ

り表される。情報は，通常，たとえば，アルファベット，モールス信号，速記，数値シス

テムによる，様々な標識のシステムの支援により表される。また，確定された標識のシス

テムを有する，情報は，大抵，たとえば，手紙形式（有形の標識の担い手（Zeichenträ ger），

あるいは，会話の言葉（無形の標識の担い手）のような，代替的な標識の担い手を用いる。

標識の内容としての情報のためには，合目的な標識のシステムと標識の担い手を選択すべ

きである。標識の担い手（従って，計算書，磁気テープ，録音機）は，ここでは，情報の

プロセスでの派生的な対象であるのに対して，事務と管理の活動（Bü ro- und Verwaltungs- 

tä tigkeit）の本来の対象は，包括されている，無形の情報自体から構成される（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１６３f.）。標識の内容，システムと担い手は，情報の流れの行動の局面（以下で

は，図表３のＣⅨ……XⅢを参照。）の描写にとり重要である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.５２.）。

情報は，まず，外部の情報の過程，あるいは，内部の対応（Uraufnahme）により調達

（採用）される（ＣⅨ）。情報の内容，システムと担い手により，様々に，情報は企業の情
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報のネットで生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１７６f.）。情報の一部は，要請されないで，ま

た，無報酬で，企業に流入するにも係わらず，他の〈【筆者補足】情報〉は獲得されるべ

きである。情報の獲得の種類と範囲は，選択の対象である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５２.）。

情報の採用には，情報の事前蓄積（Vorspeicherung）（ＣⅩ）につながり，交換（Transfor-

mation）には，後蓄積（ＣXⅢ）が続く。このような２つの蓄積の局面の目的は，採用さ

れた，あるいは，交換された，情報での時間上の架橋で認められる（erblicken）（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１７６f.）。蓄積の機能は，人の脳（精神上の蓄積），あるいは，機械上の蓄積で行

われうる。そこでは，無形の標識の担い手を機械上で蓄積するために，少ない空間の要求，

より高度な機械化の形式，あるいは，より短い利用時間を目指すために，このような蓄積

の形式，あるいは，また，機械上での蓄積の内部の間での代替的な過程が現れうる（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.５２�５３.）。

ここでは，必要ならば，標識の担い手の蓄積能力を高めるという目的を追求する，特殊

な転換プロセス（ＣⅨ）が挿入されるが，それは，たとえば，マイクロフィルムとパンチ

カード〈【筆者補足】現在では，電子媒介手段〉で与えられる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１８０f.）。

その他の転換の過程は，―標識の担い手の代わりに，―指標システム（Zeichensystem）

と，あるいは，標識の内容の変更を目指す（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１８２f.）。標識の内容の

変更のケースでは，流入した情報からの転換において，新しい情報が生ずる。たとえば，

資材の投入，賃金，減価償却などから単位原価，必要経費（Aufwand）と収益から決算利

益，異なる支出から投資プログラムが生ずる。計算制度の主要な課題が情報獲得にあるこ

とを明らかに認識する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５３.）。

情報の内容上の転換の特殊なケースは，これらが，短縮され，集中される，あるいは，

追加の（蓄積から除かれた）情報により豊富になる時に，現れる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. 

S.１８２f.）。前者の処置は，企業の 高の指導の報告（Unterrichtung）で適用されてきた

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５３.）。

多様化の例で， ―標識の担い手の変化（Variation）を目指す転換として， ―コジ

オールは，実物財の流れと似た，機械化の問題の原則で，情報の流れが呈示されることを

指摘した（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１８３.）。

情報の流れの第５番目の局面（ＣXⅢ）は情報の伝達を意味する。転換された情報と，

あるいは，蓄積された情報は，企業内，あるいは，外部者に空間上で伝えられる。これに

より，受取者の種類と人数，情報の経路，指標の担い手とシステムの選択，並びに，時点，

期間，機敏さと確実性の選択についての問いが生ずる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５３.）。
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発信者と受取者の間での情報の関係の構成（Gestaltung），これと共に，また，情報の

内容，企業内では，異なる可能性が呈示される（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１８７f.）。理想型の

基本形態での制限の下で，局面，階級と実施の情報の流れ（Phasen-, Rang- und Aü sfü h- 

rungs-Informationsströ me）が区別される。局面の流れ（Phasenstrom）は，実現機関

（Realisationsstelle）に，説明機関により計画の内容を，制御機関と，あるいは，計画機

関に，実現機関により計画の乖離（Planabweichung）を伝える。対応して，階級の流れ

（Rangstrom）は，実施機関（Ausfü hrungsstellen）に，決定機関より指図を与え，逆方

向で，説明の報告，反問（Rü ckfrage），改善提案が再び与えられる。 後に，実施の流れ

（Aü sfü hrungsströ me）は，同一の階級水準，とりわけ，専ら実施する， 低の水準での

作業の経過から生ずる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５３�５４.）。

このような情報の流れの支援により，サイバネティク（kybernetisch）な問題と，意思

決定の分散化（Dezentralisation）が呈示される。企業の情報ネットは，入れ子式の自動

制御系（sich verschachtelter Regelkreise）では，システムとして現れるが，その関連（Ver-

flechtung）は意思決定の移譲により形成される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５４.）。

企業の情報制度（Informationswesen）の増加する意義は，特殊な［情報を中心にした］

企業（Informations-Unternehmung），たとえば，通信機関（Nachrichtenagenture），

あるいは，市場調査機関を挿入し，通常，特殊な情報の代わりに利用するという，熟慮

（Erwä gung）を発生させる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１７１f.）。特殊な情報とは対照的に，

通常，個別の業績に関係しないで，むしろ，業績の同質的クラスにより自らの方針を決め

る（orientieren）。その利用は，たとえば，情報の伝達では長所を提供する。というのは，

特殊な情報は，これ〈【筆者補足】通常の情報〉に反して，しばしば，通常，稀， ―限

界のケースでは，一度のみ―伝達されるべきであるからである。しかし，通常の情報の

獲得は，大抵（i.d.R.），たとえ，１
　

 回限りのコストでも，追加のコストを惹き起こし，蓄

積される情報の有り高，並びに，変更の功績（Ä nderungsdienste）の程度を拡大し，アク

セスの時間を延長する。通常の情報は過去のことになり（zurü ckliegen），人員が交代する

時には，忘れられる，脅威が存在する。特殊な情報か，通常の情報か，並びに，情報の自

身の獲得か，あるいは，他者からの取り寄せ（Fremdbezug）かは，それ故，意思決定に

基づく（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５４.）。

しかし，情報の流れの経済上の構成（Gestaltung）は，このような関連に限定されるの

ではなくて，むしろ，それは，また，情報の関係と経路，組織技術上の手続き，自動化ま

での機械化（Mechanisierung），指標のシステムと担当者，空間と時間上の配置（Anord-
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nung）に及ぶ。このような手段は，それ自体でのみ効果をあげる（wirken）のではなく

て，その共同（Zusammenspiel）が保証されて初めて，情報のネットの経済性と給付能力

で効果をあげる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１９１f.）。コジオールは，電子上のデータ加工（elek-

tronische Datenverarbeitung）による，情報問題の単独の解決を信じない（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１７６ u. S.１９２.）。その上，彼は，情報制度の経済上の問題は，今まで，少しの程

度のみで設定されたが，しかし，決して，応えられてないことを確認した（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.１６２ u. S.１８４.）。このような問題の支配は，それが今まで実物財の流れと名目材

の流れを確定しようとしたように（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１６５ u. S.１９１.），企業の出来事

のこのような領域で，同様の合理化の成果を目指すことができるためには，必要である。

その他，情報のこの問題は，事務作業の問題と密切な関連にある（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.５４�５５.）。

②　意思決定

企業の情報ネットの像（Bild）は，情報の経路のネットの交点（Netzknoten）の間での

結び付きを示すが，いくつかの交点はそれ自体決定機関として〈【筆者補足】示される〉

（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１９５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５５.）。

意思決定では代替案の選択に本質がある。意思決定は異なる考察様式を手に入れられ，

それらは，組織論上，心理学上，社会学上の各問題，あるいは，情報問題として把握され

うる。コジオールは２つのアプローチを基礎にする。すなわち，意思決定の共通した特徴

を追求する，組織理論上の反復（Sequenz）と，あるいは，構成可能な（gestaltbar）（意

思決定）プロセスとしての意思決定の反復と解釈される，組織理論上のアプローチと

（Vgl.Albach, H. １９６２.；Bleicher, K. １９６５.），意思決定を流入した情報の交換とみなす，

情報理論上のアプローチである（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１９５f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.５５.）。

コジオールでは，意思決定は，人と機械により下される自己の意思決定と他者の意思決

定，連続した意思決定と情況に限定された意思決定，並びに，完全，あるい，不完全な情

報に基づく意思決定を包括する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１９５f.）。彼は，経営経済上では，

特に，今日，まだ，主に人に留保されている，不完全な情報の下での連続した（基礎にな

る）意思決定が重要であるという見解（Ansicht）を主張している（Vgl.Kosiol, E. １９６６. 

S.１９６f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５５.）。

情報の不完全性をヴィットマンは，必要な情報に対する，手元の情報の比率（Ver- 
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hä ltnis）を示唆する，情報度（Informationsgrade）により，表す（Vgl.Wittmann, W. 

１９５９. S.２４f.）。コジオールは，このような問題の解釈はグローバルな考察のみを意味し，

目的志向的な知識の不完全性は雑多な個別の事実により充たされているという見解である

（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１９７f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５５.）。すなわち，

�　不完全性（Unvollstä ndigkeit）。そこでは，様々な重要性の情報が完全に欠けてい

る。高い目的の適性（Zweckeignung）を有する多くの情報が与えられない時，不完全性

は大きい。

�　非規定性（Unbestimmtheit）。このようなケースでは，確かに情報は存在するが，

しかし，非常に非規定的（不正確）で，このため，少しの意味のある内容（Gehalt）のみ

を呈示する。

�　不確実性（Unsicherheit）。ここでは，手元の情報は（事情によっては）規定されて

いるが，しかし，真実性の価値（Wahrheitswert）は疑わしい。ポッパーによれば，この

情況では，高い（低い）規定性が低い（高い）確実性の結果になるという意味で，交換作

用を構成する（Vgl.Popper, K. １９６６. S.８５f. u. S.１９８f.）。

�　非確信性（Ungewißheit）。これは，�から�までとは反対に，主観的・心理上の規

模（Grö ße）である。�から�までの特徴は既知であり，躊躇する意思決定の担い手は，

事情により，更により大きな注意に向けられるが，これに反して，リスク選好者は，情況

により，更に大きな意思決定の準備に向けられる（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２０１f.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.５６.）。

意思決定は，これにより，即座に下されるか，あるいは，開拓される（aufschließen）。

つまり，中間期間では，情報水準を改善する，新しい情報が発生しうる。その情報は，企

業に自動的に流入しないならば，積極的な情報獲得を押し進めるべきである（Vgl.Kosiol, 

E. １９６６. S.２００f.）。このようなケースでは，しかし，不完全な情報にも係わらず，遅かれ，

早かれ，意思決定は下されるべきである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５６.）。

具体的な意思決定の情況の列挙の代わりに，一般に妥当する意思決定の特徴を苦心して

明らかにするという，コジオールの思考の指針（Gedankenfü hrung）は，まず，目標・手

段の関係としての合理的な意思決定を示唆する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２０１f.）。手段は，

目標に関して判断すべき，意思決定の代替案を意味し，これにより選択が行われるべきで

ある。第２の段階で，彼は，―意思決定の主体以外に，―４つの意思決定の要素を区

別する。すなわち，意思決定の代替案（Entscheidungsalternativen），意思決定の目標

（Entscheidungszielen），意思決定の基準（Entscheidungskriterien）と意思決定の領域
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（Entscheidungsrahmen）である（Vgl.Kosiol, E. １９６１b. S.３２２f.；Kosiol, E. １９６６. S.２０１f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５６.）。

意思決定の領域（Entscheidungsrahmen）は，データとして一定の規模（パラメータ）

を含むのに対して，意思決定の代替案（Entscheidungsalternativen）は変数を意味する。

意思決定の目標（Entscheidungszielen）は，たとえば，期間，利益，リスクに基づいて，

代替案を評価することを規定する。意思決定（ 適化）の基準（Entscheidungs-（Optimie- 

rungs-）kriterien）は，どのような規模の規定（Grö ßenordnung）で意思決定の目標をや

りがいがあるもの（ 適）とみなすのか，たとえば，極値化（Extremierung） ―下位

のケースでは， 大化と 少化―あるいは，固定化として，みなすのかを確定する。意

思決定の目標と意思決定の基準の公式上での組み合わせは，目標観（Zielvorstellung），た

とえば，従って，時間 少化，リスクの固定化，利益 大化に従う（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.５６�５７.）。

これにより，簡単な意思決定の問題の基礎構造は概略された。意思決定は，目標観（Ziel-

vorstellung）に対して，主要な条件として，制約条件が現れる時には，意思決定は複雑で

ある。この制約条件は，目標自体か，あるいは，他の技術上・経済上の変数と関連付けら

れる。たとえば，利益 大化という目標観は，一定の 低利益の獲得という制約条件か，

あるいは，流動性の維持についての要求により，補完されうる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.５７.）。

決定問題は，目標観（Zielvorstellung）が制約条件によりただ制限されるだけでなくて，

むしろ， ―事情により，制約条件を有する， ―複数の目標観が，目指される時には，

本質上では区別して構成される（gestalten）。ジョール・シンガーとギィールシュによれ

ば，理論上では，５
　

 つの目標関係が可能である（Vgl.Jö hr, W. A. u. Singer, H. １９５７. 

S.１３０f.；Giersch, H. １９６０. S.５１f.）。すなわち，同一，否定，独立性，代替性（Substitu-

tionalitä t），補完性（Komplementaritä t）である。コジオールは， 後の２つの関係の

ケースを も興味あるモノとみなした（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２０４f.）。ここでは，代替性

は，ある目標観の達成が，他の目標観の乖離（Abweichen）をもたらす（ziehen）。補完性

は，ある目標観の達成は他の目標の充足に貢献することを意味する。代替性は，２
　

 つ，あ

るいは，それ以上の目標観を捉えうる。国民経済学では，３
　

 つ，あるいは，４
　

 つの問題に

ついて同一に位置するケース（gleichgelagerte Fä llen）で語られる。他の目標に対する関

係で支配的な目標観の確定のために，シュミットを参照して（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６５），

目標の構想（Zielkonzeption）という概念を，コジオールは使用する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. 
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S.２１２.）。下位に属する目標観は，彼の見解によれば，支配的な目標の実現化を制限する

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５７.）。

この関連は，強固な形式化では，数理上の意思決定モデルにより，呈示されるが，もち

ろん，今日の水準では，大抵，目標観から始められ，稀に，目標の構想の複雑な情況（Ver- 

hä ltnis）から始められる。いわゆる企業調査（Unternehmensforschung）（オペレーショ

ン・リサーチ）は，一般的なモデル分析の下位事象（Unterfall）を意味する（Vgl.Kosiol, 

E. １９６５. S.３７４.）。コジオールは，その適用可能性の優位（Vorzug）と限界により，基本

的には，討議した（Vgl.Kosiol, E. １９６１b.；Kosiol, E. １９６４d.；Kosiol, E. １９６５. S.３６９f.； 

Kosiol, E. １９６６. S.２０７f. u. S.２１６f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５７.）。

③　企業の目標の構想

目標観（Zielvorstellung）と目標の構想（Zielkonzeption）についての調査は，もちろ

ん，緊急の関心事には役に立たない。というのは，経済科学の文献の大抵の陳述（Aussage）

では，規定された目標―たとえば，ホモ・エコノミカス（homo economicus）の行動様

式を―仮定するからである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５８.）。

コジオールの基本的な考えは，実際の目標（Sachziel）と，経済のフォマールな目標

（Formalziel）の区分にある。実際の目標として，彼は，種類上と容量上での需要の充足

（art- und mengenmä ßige Bedarfsdeckung）を特徴付け（bezeichnen），フォマールな目

標を，共通して「経済上の原則」（ö konomisches Prinzip）と呼ばれる，需要の充足プロ

セスでの内容上で規定されない経済性と解する（Vgl.Kosiol, E. １９６１. S.１３０ u. S.１３２.； 

Kosiol, E. １９６４d. S.７５１.；Kosiol, E. １９６６. S.４５f.）。実際の目標は経済活動者の技術上の目

標を意味するのに対して，本来の経済上の内容（Gehalt）は，フォマールな目標により初

めて導入される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５８.）。

個々の企業に関連しては，市場で販売できる給付の実際の目標上の種類，容量と時点を

考える。彼は，企業のフォーマルな目標として，個別経営上の経済性，とりわけ，収益性

を解釈する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２１２.）。これに関係して，経営経済学では，異なる見

解が存在する。規範的な方針は，経営上の行動の共同経済性（Gemeinwirtschaftlichkeit）

を要求するが，これに対して，コジオールは異議を認めようとする（geltend machen）。

彼の論拠は，まず，経営経済学が，企業に規定されたフォーマルな目標を指定する時には，

容認できないと評されている陳述に出会う（treffen）ことに帰する（hinauslaufen）。彼

は，これを，自らの価値の部分に共通して妥当する考えと異議を根拠にする（Vgl.Kosiol, 
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E. １９６６. S.２０５f. u. S.２１３f. u. S.２４０.）。これに，共同経済性がしばしば鮮明でないように定

義されることが加わる。これに結び付いている，個別の福利と共通の福利（Einzel- und 

Gemeinwohl）の矛盾に彼は気付いた。「たとえ，このような不都合な公式化が，本来，暗

示するものをだれも知らないとしても，まだ今日，頭にとりついて離れない」（Kosiol, E. 

１９５０a. S.２３９.）。彼が更に解説し（ausfü hren），たとえ，共同経済性をより正確に公式化

するところに到達したとしても，個別のケースでは，存在する利害関係の重なりと対立を

目の前にして，共同経済性に関して，いずれの代替案を選択すべきかを確定することは困

難である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５８.）。

個別経営上のフォーマルな目標についてのコジオールの具体化は，経済性の様々な種

類が存在することを指摘する（Vgl.Kosiol, E. １９６１. S.１３１f.；Kosiol, E. １９６２a. S.２３f.；

Kosiol, E. １９６６. S.１３f.）。すなわち，

ａ）容量上の（mengenmä ßig）（技術上の）経済性，あるいは，技術性（Technizitä t）。

これは，生産要素の側面に関係し， 少の財の消耗（Cü terverbrauch）を目指す。しばし

ば，経済性のみの発現形式は，それ自体により，絶対的に（schlechthin）同一視される。

ｂ）価値上の（経済上の）経済性，あるいは，節約性（Ö konomitä t）。それは，技術性

（Technizitä t）と重なり，包括する。コジオールは，企業での節約性は収益性として現れ

ると解説する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５８�５９.）。

経済性の表示としての収益性（Rentabilitä t）は，このため，容量値の代わりに，価値

額に関係し，加えて，生産要素と産出物に関係する。調達市場と販売市場の間での価値の

差異の 適化を目指す（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５９.）。

収益性は，これに反して，様々な形式で現れる。コジオールは，総収益性と期間収益性，

計算上とパガトリッシュ上の〈【筆者補足】損益上と収支上での〉収益性，並びに，絶対

的と相対的な収益性の間で区別する。 後を，彼は次のように区分する。すなわち，

Ⅰ）絶対的な収益性

成果 （利益，あるいは，損失） ＝ 給付 － 原価 （計算上で）

　　あるいは，＝ 収益 （Ertrag） － 必要経費 （Aufwand）（パガトリッシュで）

Ⅱ）相対的な収益性

�　運動収益性，たとえば，

　　売上高収益性 ＝ 成果 ÷ （売上高 （＝ 給付，あるいは，収益））

�　有り高収益性，たとえば，

　　資本収益性 ＝
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　　�　自己資本収益性 ＝ 成果 ÷ 自己資本

　　�　総資本収益性 ＝ 資本利子 ÷ 総資本

これら数値の数理上の関係を彼は詳細に説明した（Vgl.Kosiol, E. １９６０a.）（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.５９.）。

確かに，収益性は技術性（Technizitä t）を含んでいるが，だが，高い収益性と高い技術

性は必然的には相互に連結していない。低い技術性での高い収益性，そして，逆も存在す

る。常に，手元の収益性は高い技術性により改善されるが，しかし，逆ではない（Vgl.Kosiol, 

E. １９６１. S.３２.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５９.）。

コジオールは，様々に文献であげられた，生産性（Produktivitä t）の概念を回避した。

彼は，その生産性の概念に，国民経済上の（volkswirtschaftlich）考察を差し向けた

（ü berweisen）。そこでは，生産性は，需要と需要の充足の種類上と容量上の情況（Ver- 

hä ltnis）を表す（Vgl.Kosiol, E. １９６１. S.１３１.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.５９�６０.）。

経済のフォーマルな目標の領域で，コジオールは，また，流動性の要請（Liquiditä tspos- 

tulat）に触れる（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２６３f.；Kosiol, E. １９６６. S.１３４f.）。財の流れの考

察は，技術性（Technizitä t）と収益性が主に実物財の流れ（と情報の流れ）に，これに対

して，流動性は名目財の流れに関係することを指摘した。収益性に対する情況で，コジ

オールは，流動性を厳密な制約条件として把握した（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２７１.；Kosiol, 

E. １９６６. S.１３７.）。流動性は，自立した目的（Selbstzweck）ではなくて，むしろ，役に立

つ機能を発揮する。流動性と技術性の対比は，支配的なフォマールな目標についての彼の

意見によれば，収益性を意味する。この場合，意思決定の目標は，絶体的，あるいは，相

対的な〈【筆者補足】目標で認められ〉，後者のケース〈【筆者補足】相対的な目標では〉，

売上高収益性，あるいは，資本収益性で認められうる。これとの関連では，意思決定の基

準についての問いが生ずる。しかし，このような目標観は， 近では，様々な論拠により

批判されている（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２１３f.）。コジオールは，この代わりに利益 大化

と共に，また，たとえば，利益の固定化（Gewinnfixierung），原価の充足，損失の 小化

を考慮する，他の目標観について述べる。というのは，これにより，たとえば，また，通

常，利益 大化が目指されない，公的な公共事業，病院と運輸経営を，経営経済上で研究

することが可能であるからである（Vgl.Kosiol, E. １９６１. S.１３３f.；Kosiol, E. １９６６. S.２１５f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６０.）。

また，コジオールは，企業の目標の構想（Zielkonzeption）の問題を，実際の目標（Sa-

chziel）とフォーマルな目標の情況（Verhä ltnis）として考察した。この問いは，たとえ，
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専門の文献が，大抵（i.d.R.），個々の目標観の討議に制限されているとしても，特に，興

味深い。コジオールは，シュミットにより（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６５.），２
　

 つの主要なケー

ス，すなわち，a）実際の目標の支配（Sachzieldominanz）と，b）フォーマルな目標の支

配（Formalzieldominanz）を区分する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２１２f.）。目標の構想での 

a）実際の目標の支配は，しばしば，公益事業，非常に稀に私企業で観察されうる。ここ

でも，しかもまた，収益性の考慮（Rentabilitä tsü berlegung）が行われる（anstellen）

が，しかし，それは，実際の目標に比べた異議に関しては後退している。これに対して，

目標の構想の b）フォーマルな目標の支配は，多くは，私企業で追求される。ここでは，

フォーマルな目標が支配している。実際の目標は弱く強調され，収益性の目標の達成に対

する手段としての性格とみなせる。このような目標の構想は，時間経過では，実際の目標

の変更性（Variabilitä t）と結び付いたフォーマルな目標の相対的な持続（Konstanz）に

より特徴付けられる。生産物は，この場合，充分に儲かる時にのみ，提供される（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.６０.）。

�　情報の流れの部分領域としての計算制度

企業の計算制度（Rechnungswesen）は，様々な問題設定と結び付き易い（zugä nglich）

が（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.１１１f.），経営上の情報の流れの部分領域として把握され，機

能様式に関しては，構造（Konstruktion）と労働の準備（Arbeitsvorbereitung）と比較

される。結局，企業家の意思決定に役に立つ，情報が提供される（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.６１.）。

情報の流れの，図表３であげられた活動の局面に関して，とりわけ，転換の局面（Transfor-

mationsphase）は，利害と，これと共に，計算制度が提供できる，開始情報の種類に役に

立つ。もちろん，これと共に，また，計算制度の情報の，受け取り（Aufnahme），蓄積

（Speicherung）と伝達（Abgabe）の問題性を研究する，可能性が存在する（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.６１.）。

①　計算制度の課題と構成

計算制度の特殊な機能は，価値の構造要素を考慮して，財の流れの描写（Abbildung）

を認められる（erblicken）ことにある。つまり，支出と収入，必要経費（Aufwand）と

収益（Ertrag），原価と給付，流動性と経済性の把握にある（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.１６.）。

経営計算制度のこのような要素上の課題は，企業の基本機能から推論される（Vgl.Kosiol, 
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E. １９６４c. S.５f.）。企業は，次のものを追求する。

�　結局，生産物の販売に本質がある，給付機能

�　引き受けに結び付いたリスクを予め示す（bedeuten），リスク機能

�　経済プロセスの計算上での把握を解決する（ausmachen），計算機能

個別経済上の計算制度は，対象としての，経営，とりわけ，企業の財の循環を把握する。

これについてのコジオールの説明は，主に，高い抽象度を呈示し，主として，理論上の解

明（Durchdringung）と体系化（Systematisierung）に努める（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.６１.）。

これと共に，また，経営を越えた計算制度が存在し，―たとえば，国民経済上の全体

計算の形式で，―全体経済上の財の循環を描写する。キューナウはこのような研究領域

に広い研究を捧げた（Vgl.Kü hnau, M. １９６１.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６１.）。

経済計算（Wirtschaftsrechnung）と資金計算（Finanzmathematik）を，付属する数

理上の手続き技術と把握すれば（Vgl.Kosiol, E. １９５８a.；Kosiol, E. １９６４b. S.７６.）―企

業の計算制度は，伝統的には，４
　

 つの部門（Zweig），すなわち，記帳（Buchhaltung），

計算（Kalkulation），統計と計画設定（Planung）に区分される（gliedern）。コジオール

は，体系的（systematisch）として，より以前に（eher）歴史上と組織理論上で増加する，

このような区分が基礎にされることを強調する。彼は，自らの体系上の区分で，まず，３
　

 

つの特徴を基礎にする（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.７８f.；Kosiol, E. １９６４c. S.６.）。すなわち，

�　計算時点（事前計算，あるいは，事後計算）（Vor- und Nachrechnung）

�　計算目標（算定，あるいは，評価）（Ermittlung oder Auswertung）

�　計算対象（期間，あるいは，対象＝単位（Stü ck））

これにより，計算制度のあげられた部門（Zweig）は詳細に特徴付けられる。すなわち，

記帳＝事後（と，事前）に算定される期間計算

原価計算＝事後（と，事前）に算定される対象計算

統計＝事後（と，事前）に評価される期間計算と対象計算

しかし，認識されうる様子は，総てのケースで，明白な秩序付け（Zuordnung）をもた

らさない。つまり，計算制度の４つの部門は，３
　

 つの特徴に関して充分には相互に区別さ

れない。４
　

 つの区別の特徴は，コジオールでは，特殊な意義―パガトリッシュ上と原価

計算上の計算（pagatorische und kalkulatorische Rechnung）での区別―を獲得する

（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.１５f.；Kosiol, E. １９６４c. S.６f.）。パガトリッシュ上の計算は，名

目財の流れ―支払いの過程―に結び付き，これら支払い計算と共に，成果計算を識別
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する（kennen）。これに対して，成果計算としての原価計算上の計算（kalkulatorische 

Rechnung）は，主に，実物財（と，情報）の流れの生産の過程を基礎にし，意図的に，

支払いの過程に関係しない（lö sen）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６２.）。

これら４つの特徴の体系的な総括（Zusammenfassen）は，図表９により，２４の組み合

わせを発生させる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６２.）。

計算制度の以下の叙述は， ―コジオールの思考の全体を解釈するが， ―このマト

リックスの図式に継続して頼る。そこでは，２４のマトリックスの枠（＝計算制度の部分領

域）の折々の内容は，異なる実践上の意義を呈示する。伝統的な計算制度は，算定される

過去計算〈【筆者補足】実績計算〉（Vergangenheitsrechnung）を意味し，図表９の斜線

が引かれた部分〈【筆者補足】現金支払い，資金運動計算（Finanzflußrechnung）（１１），

対象関連的現金流入・現金流出計算（１２），（２２）〉に対応して，資金記帳（Finanzbuchhal- 

tung）（２１），経営記帳（Betriebsbuchhaltung）（３１），事後原価計算（Nachkalkulation）

（３２）として知られている，二重の斜線が引かれた部分〈【筆者補足】資金記帳（２１），原

価計算上の記帳（kalkulationde Buchhaltung）（３１），（３２）〉は重要な点（Schwerpunkt）

を形成する。 近では，また，評価計算と将来計算〈【筆者補足】見積もり計算〉（Zu-

kunftsrechnung）を関係させる，努力が伝えられている。コジオールは，計算制度の総て

の分野を同様に集中的に取り扱うのではなくて，むしろ，彼の研究の重要な点（Schwerpunkt）

を形成しようとした（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６２�６３.）。

計算制度の領域の関連した叙述は，図表９の列の区分（１から６まで）に従う（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.６３.）。

②　パガトリッシュ上の過去計算

　ａ）パガトリッシュ上の支払いと成果の構成要素

「パガトリッシュ」（pagatorisch）という言葉は，「pagare」（＝zahlen）〈【筆者補足】

支払う〉 から引き出される（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.７.）。パガトリッシュ上の計算は，何

よりも，現金支払いであり，確かに，現金流入と現金流出（＝列１）である（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.６３.）。

解説したように，名目財の運動は，実物財の過程に並列して，対向して経過する。たと

えば，商品の流入は価値上で等しい貨幣の流出に一致している。通常，異なる評価値で表

される実物財の運動の計算上での把握に対して，このため，相互に比較可能な数値として，

代理の現金支払い（stellvertretende Barzahlung）が用いられる（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. 
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S.１８.）。現金支払いが成果に有効な財の過程（erfolgswirksame Gü tervorgä nge）に該当

する（betreffen）限り，必要経費と収益（＝列２）が生ずる。ここでは，必要経費は，現

金支払いに起因する財の消耗（Gü terverbrauch），収益は，対応する財の発生を意味する

（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２７.）。これにより，必要経費と収益は，現金と成果に有効である。

もちろん，成果の有効性（Erfolgswirksamkeit）と支払いの過程は時間上相互に生じ，こ

こから，現金支払いの期間区分の必要性が生ずる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６３-６４.）。

このため，必要経費（Aufwand）と収益（Ertrag）は，期間に関連したモノ，しかも

また，対象（単位）に関係したモノ（objekt-（stü ck-）bezogen）である（Vgl.Kosiol, 

E. １９６４c. S.２７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６４.）。

ｂ）算定される期間計算（パガトリッシュ上の簿記）

事後に算定されるパガトリッシュ上の期間計算は，まず第１に，「パガトリッシュ」，あ

るいは，資金記帳（Finanzbuchhaltung）の形式で，成果計算として現れる（マトリック

スのセル２１）。その締め切りは，貸借対照表と損益計算を形成する。計算上では，その際，

とりわけ，取引貸借対照表と（成果貸借対照表），税務貸借対照表（Handels- und（Erfolgs-）

Steuerbilanz）が区別される（Vgl.Kosiol, E. １９４４. S.７２f. u. S.８７f. u. S.１４２f. u. S.１８６f.； 

Kosiol, E. １９６４c. S.１５f.）。これに対して，現金支払い計算（Barzahlungsrechnung）（マ

トリックスのセル１１）は，資金運動計算（Finanzflußrechnung）として現れうるが，同一

の基準でははっきりとは表せない（ausprä gen）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６４.）。

パガトリッシュ上の簿記と貸借対照表のコジオールの叙述は一連の著作に広がっている

が〈【筆者補足】ここでは主な著作をあげる〉（Vgl.Kosiol, E. １９４４.；Kosiol, E. １９６４c.； 

Kosiol, E. １９５４.）， 初の公開は，１９４０年に，ワルプの６０歳の記念論文で行われた（Vgl. 

Kosiol, E. １９４０.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６４.）。 

パガトリッシュ上の記帳の目的は，実現された（realisierten）企業の成果（Unterneh- 

mungserfolg），すなわち，市場で現実化された（verwirklichen）企業の成果の確定に関

する，企業のプロセスの再現（Wiedergabe）である（Vgl.Kosiol, E. １９４４. S.２１f. u. S.１３８.； 

Kosiol, E. １９６４c. S.９f. u. S.１０１f. u. S.１０９ u. S.１２１.）。この成果の算定の目標には，成果貸

借対照表（Erfolgsbilanz）が役に立つが，しかし，資産状態貸借対照表（Statusbilanz），

あるいは，特殊な貸借対照表は役に立たない（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１４f.）。このため，

コジオールは，シュマーレンバッハの基礎にした研究業績を確認し，―また， 近〈【筆

者補足】１９６０年代の前半までに〉更に主張された―見解（Auffassung），従って，貸借
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対照表の目的を―目指された期間利益ではなくて，―分配可能な期間利益の算定に見

付ける，見解と区別した。コジオールが説明したように， 近の見解（Ansicht）には，

成果の算定と成果の使用（Erfolgsverwendung）の認められない混同が存在する。また，

彼の貸借対照表観（Bilanzauffassung）は，シュマーレンバッハとワルプとの調和（Ü berein-

stimmung）で（Vgl.Walb, E. １９２６. S.５ u. S.３７８.），貸借対照表により，企業の資産価値

の叙述（いわゆる，静的貸借対照表観），あるいは，資産・成果の状態の叙述（シュマー

レンバッハが二元的と呼ぶ，F. シュミットによる「有機的」貸借対照表観）を目指す，モ

ノ（Vgl.Schmidt, F. １９５１.）と対照をなす（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６４.）。

コジオールのパガトリッシュ上の記帳論と貸借対照表論の重要な点（Schwerpunkt）を，

貸借対照表のフォーマルな構造（Formalaufbau）と実際の内容（Sachinhalt）の解釈 

（Deutung）が形成する。体系的な単式記帳〈【筆者補足】単式簿記〉（einfache Buchhaltung）

は，貸借対照表のみを考察する。総ての成果に有効な事業の出来事（Geschä ftsvorfall）

は，しかし，このような計算システムでは欠けている，損益計算に関連するため，成果に

有効な記帳は差し当たりは一方的（einseitig）である。ただ，成果に無効な（交換関係上

の（wechselbezü glich））事業の出来事は，双方的〈【筆者補足】複式〉で記帳される（Vgl. 

Kosiol, E. １９６４c. S.５３f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６５.）。

体系的な単式記帳により貸借対照表が成果算定に対する完全な描写力を有することをコ

ジオールが指摘した後，彼は，補完して，損益計算を考察に導入する。これにより，成果

が―同一の規模で―二重に算定される，複式簿記の本質は根拠付けられるが，まずグ

ローバルに貸借対照表で，その後，成果の源泉により，詳細にまた，損益計算で算定され

る（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１２ u. S.５５.）。このため，損益計算を成果計算とみなすことは，

誤らせる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６５.）。

貸借対照表は，差し当たり，貸借対照表の資産（借り方）と貸借対照表の資本（貸し方）

についてフォーマルに調整した作成（formal ausgeglichene Austellung）とみなされるべ

きである（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１２f.）。コジオールは，その際，パガトリッシュとして，

総ての資産勘定項目を収入，総ての資本勘定項目を支出と解釈する。貸借対照表の利益

（Bilanzgewinn）は，これにより，支出を上回る収入の超過を意味する。同一期間での現

金流入と現金流出（Bareinnahme und Barausgabe）が相殺され，ただ成果に無効な現金

支払い（erfolgsunwirksame Barzahlung）（たとえば，貸付金）と，あるいは，同一期間

での現金支払いと，成果の有効性に欠ける，成果に有効な現金支払い（erfolgswirksame 

Barzahlung）〈【筆者補足】たとえば，前期の修正としての期間外支出〉が現れれば，現金
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支出を上回る現金収入の超過として，期間の貸借対照表の利益が生ずる。これに対して，

現金収入と現金支出（現金支払いと成果の有効性）が期間上では相互に欠けている，成果

に中性的な（成果に有効な）現金支払い〈【筆者補足】たとえば，火災や天災による特別

支出〉が発生すれば，期間の限定のために追加の支払いのカテゴリーとして，清算支払い

（Verrechnungszahlung）が追加されるべきである。この関連は以下の概念を明らかにす

る（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１９f.）。すなわち，

Ａ．現金支払いが成果に有効でない。（交換関係上の記帳）

１．同一期間での現金流入と現金流出

２．異なる期間での現金流入と現金流出

Ｂ．現金支払いが成果に有効である

１．同一期間での現金支払いと成果

２．事前清算（Vorverrechnung），すなわち，現金支払いとしての以前の期間での成果

ａ）事前収入

ｂ）事前支出

３．事後清算（Nachverrechnung），すなわち，現金支払いとしての以後の期間での

成果

ａ）事後収入

ｂ）事後支出

総て，事業の出来事として A１ と B１ が現れれば， ―述べたように， ―現金流入と

現金流出の差額により，専ら期間成果が算定される。実践はこのような状態をほとんど認

めない。このため，A２ では，行われた現金支払いは対向する清算支払いにより相殺され，

これにより，既に，期間内で成果に無効に行われるべきである。他のケースでは，各期間

内での現金支払いは，一方的で，これにより，成果に有効である。このため，このような

記帳は交換関係的（wechselbezü glich）と呼ばれる（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.２４f.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.６５�６６.）。

 

図表１０　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６６.）

交換関係的な簿記（ケース A２）

１．負債収入
２．事前支出

　　　期間１
たとえば，貸付金のための現金支払い
相殺する清算支払い（Verrechnungszahlung）

１．債権支出
２．事前収入

３．調節支出
４．返還収入

　　　期間２
後での現金の償還支払い（Rü ckzahlung）
相殺する清算支払い

３．調節収入
４．返還支出
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図表１０では，左に，提供した貸付金の支払い，右に，受け取った貸付金の支払いがある。

図表の中央の段（Spalte）には，両ケースの支払いの特徴が注記される。各期間内で，成

果計算上で，清算支払い（Verrechnungszahlung）が帰属する現金支払いと相殺される。

期間を越えて，その他，続く清算支払い�が，事前支出される支払い�で，相殺（返還）

される（kompensieren（tilgen））（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６６.）。

成果に有効な事前清算（ケース B２）は，成果の有効性が支払いの過程に先行する，事業

の出来事と関係している。また，これに対しても，清算支払いが必要である（Vgl.Kosiol, 

E. １９６４c. S.２３ u. S.２７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６６.）。 

 

図表１１で示されるように，期間上では，成果に対する有効性（Erfolgswirksamkeit）の

後にある，現金支払い�が，清算支払い�により，相殺される。事前に支払われる，清算

支払い�は，これにより，成果に対する有効性が作成される，単式記帳を意味する。ケー

ス B２a は，たとえば，信用による製品の販売，並びに，賃貸料の請求権と利子の請求権に

関係し，これに対して，ケース B２b は，負債としての賃貸料，賃金，利子と手数料に関係

する（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.２６ u. S.２９.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６７.）。

これに対して，支払いの成果に対する有効性が従う，過程を，事後清算（Nachverrech- 

nung）は把握する（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.２７f.）。

 

図表１１　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６７.）

（B２b）事前清算（ケース B２）（B２a）

１．事前支出
　　　期間１
事前に支払われる，成果に有効な清算支払い１．事前収入

２．調節支出

３．返還収入

　　　期間２
後での現金支払い

相殺する，清算支払い

２．調節収入
（Ausgleichseinnahme）
３．返還支出

（Tilgungsausgabe）

図表１２　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６７.）

（B３b）事後清算（ケース B３）（B３a）

１．在庫支出
（Vorratsausgaben）
２．償還収入

　　　期間１
現金支払い

相殺する，清算支払い

１．留保収入
（Reservateinnahmen）
２．償還支出

（Rü ckausgaben）

３．事後支出
　　　期間２
後での成果に有効な，清算支払い３．事後収入
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図表１２は，成果が，清算支払い�と�により，現金支払いの後に移転される（verlageren）

ことを指摘する。B３a に対する例として，事前に受け取られる賃貸料，利子と商品の前払

いがあげられる。たとえば，B３b は，原材料と機械の現金購入，並びに，事前に行われる

前渡し支払いが関係する（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.２６ u. S.２９.）。そして，事後支出�は，

たとえば，減価償却，あるいは，原材料の消耗として知られている（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.６７�６８.）。

総ての現金支払いと清算支払いの総括は，図表１３による，パガトリッシュ上の運動貸借

対照表（pagatorische Bewegungsbilanz）をもたらす（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.３０f.）。

現金支払いの図表１０から１２までにあげられた総ての種類は，ここでは，正に，収入勘定科

目と支出勘定科目を総括する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６８.）。

 

運動貸借対照表の，折々に同一の列にある勘定項目（図表１３）は決済され，以下の増加，

あるいは，減少（Zu- oder Abnahmen）が発生する。すなわち，

（Ⅰ） 現金 ＝ 現金流入  － 現金流出

（Ⅱa） 債権 ＝ 事前収入  － 返還支出（Tilgungsausgabe）

（Ⅱb） 債務 ＝ 事前支出 － 返還収入（Tilgungseinnahme）

（Ⅱc） 在庫 ＝ 償還収入（Rü ckeinnahme） － 事後支出

（Ⅱd） 留保 ＝ 償還支出（Rü ckausgabe） － 事後収入

５つの勘定科目の，これら増加，あるいは，減少は，パガトリッシュ上の変動貸借対照

表（pagatorische Verä nderungsbilanz）の内容を形成する（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.３４f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６８.）。

 

図表１３　パガトリッシュ上の運動貸借対照表（原形）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６８.）

支出収入

Ⅰ．現金支出
Ⅱ．清算支出
　ａ）返還支出（Tilgungsausgabe）
　ｂ）事前支出
　ｃ）事後支出
　ｄ）償還支出（Rü ckausgabe）

Ⅰ．現金収入
Ⅱ．清算収入
　ａ）事前収入
　ｂ）返還収入（Tilgungseinnahme）
　ｃ）償還収入（Rü ckeinnahme）
　ｄ）事後収入

　　残高 ＝ 期間成果
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開始有り高の追加の下で，変動貸借対照表から，パガトリッシュ上の有り高貸借対照表

が展開される（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.３３.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６８.）。すなわち，

 

今や，この貸借対照表の解釈（Bilanzdeutung）に，必要経費と収益という構成要素を

有する，損益計算を挿入すれば，単式記帳と，―同時に，必要経費と収益の記帳により，

記帳は，複式になる。５
　

 つの有り高の勘定科目と共に，これにより，２
　

 つの成果勘定科目

が現れる（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.５３f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６９.）。

この関連は，適切に（zweckmä ßig），異なるベクトル形式，あるいは，マトリックス形

式で示される（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.６９f.；Langen, H. １９６５a.）。パガトリッシュ上の記

帳の７つの基本勘定科目は，たとえば，次の記帳のマトリックスで要約され，各マトリッ

クスの列では，１
　

 つの勘定科目の両側が再現される（wiedergeben）（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. 

S.７７f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６９.）。

 

図表１４　パガトリッシュ上の変動貸借対照表（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６８.）

支出余剰   収入余剰

Ⅰ．現金減少
Ⅱ a）債権減少
Ⅱ b）債務増加
Ⅱ c）在庫減少（Vorratsabnahme）
Ⅱ d）留保増加（Reservatzunahme）

Ⅰ．現金増加
Ⅱ a）債権増加
Ⅱ b）債務減少
Ⅱ c）在庫増加（Vorratszunahme）
Ⅱ d）留保減少（Reservatabnahme）

　　残高 ＝ 期間成果

図表１５　パガトリッシュ上の有り高貸借対照表（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６９.）

貸し方借り方

Ⅰ．支出有り高
　１．債務（＝支出の先取り）

Ⅱ．収入の対価
　２．留保（Reservate）

Ⅰ．収入有り高
　１．現金（＝現金有り高）
　２．債権（＝収入の先取り）
Ⅱ．支出の対価
　３．在庫（Vorrate）

　　残高 ＝ 期間成果

下位マトリックス１現金支出現金収入

下位マトリックス２

�
�
�

�
��
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

返還支出
事前支出
事後支出
償還支出

事前収入
返還収入
償還収入
事後収入

�
�
�
�
�
�
�
�

下位マトリックス３
必要経費の削減
成果

必要経費
成果の削減
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この記帳（Buchhaltung）のマトリックスは，損益計算の運動値と運動貸借対照表値と

の結び付けに対応している。生ずる各記帳は，該当する２つのマトリックスのセルでの数

値の記入（Eintragung）により，示される。マトリックスの計算のために用いられるべき

計算規則により，成果，現金保有と，他の有り高は算定される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.６９.）。

水平の横線は，マトリックスを３つの下位のマトリックスに分解する。下位のマトリッ

クス１と２は，有り高勘定科目，３
　

 は，成果勘定科目を内容とする。１
　

 と２の区分は，支

払いの有効性（現金支払い，あるいは，清算支払い）により，有り高勘定科目を分ける。

コジオールの記帳のマトリックスでは，この 後の再区分は現れないが，しかし，その 

代わりに，口頭で公式化した（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.７７f. u. S.１２０.；Kosiol, E. １９５５a. 

S.２６５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６９�７０.）。

このような３区分より初めて，以下の―コジオールによりはっきりとは公式化されな

かったが―関連が認識される。すなわち，

複式簿記は次のようである。

これに，パガトリッシュ上の７つの勘定科目論により，現金計算と成果計算が可能にな

ることは由来する。これにより，簿記の一般的な描写能力に関する，とりわけ，レーマン

の批判的な論拠は，考慮される（Rechnung tragen）（Vgl.Lehmann, M. R. １９５６. S.２４８f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７０.）。

フォーマルな構造（Formalaufbau）と実際の内容（Sachinhalt）の移転を，コジオー

ルは，図表１６による，有り高貸借対照表の解釈（Deutung）により実行した（Vgl.Kosiol, 

E. １９６４c. S.８１f.）。すなわち，
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成果に有効現金に有効下位マトリックスが関係する
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コジオールは，特殊な配慮を，パガトリッシュ上の貸借対照表の評価という科学と実践

にとり同様に重要な問題に捧げた（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.８５f.；Kosiol, E. １９４４a.）。強

調して，彼は，調達値貸借対照表（Anschaffungswertbilanz）を擁護する。というのは，

実際の調達値のみが，真のパガトリッシュ上の，これと共に，信頼できる，価額（Wert）

を示唆するからである。しかもまた，日々の調達値（Tagesbeschaffungswert）はパガト

リッシュに解釈されるが，だが，それは，偽ったパガトリッシュ上の価額のみを示唆する。

なぜなら，―調達値とは対照的に―実現されないからである（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.９５ 

u. S.１１１.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７０�７１.）。

実践で伝えられ，商法上で規制された，決算（Bilanzierung）では，とりわけ（u. a.），

いわゆる，低価原則（Niederstwertprinzip）の適用が認められ，これにより，循環資産

（Umlaufvermö gen）の対象は，調達値，あるいは，日々の価額の内，折々のより安い価

額，すなわち， 低価額で，評価されるべきである。その際，いわゆる，正確な低価原則

は，大抵（i.d.R.），これより離れた評価の自由は許可されない。これから離れて（davon），

コジオールは，限界値原則（Grenzwertprinzip）を強調するが，そこでは，下回ることを

認める， 低価額は単に上限を形成する（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.９５f.）。この関連では，

―また，設備資産と同様に，―借り方の過少評価（あるいは，貸し方の過剰評価）に

より発生する，秘密準備金（stille Rü cklage）の問題が生ずる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.７１.）。

コジオールは，「秘密準備金」という述語を，過少に区分するモノとみなし，これを分

割した（Vgl.Kosiol, E. １９４４. S.１２２f.；Kosiol, E. １９６４c. S.９８f.；Schmalenbach, E. １９６２. 

S.１６６f.）。体系として，コジオールは，次のように呈示した。すなわち， 
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表１６　資産と資本の貸借対照表（有り高貸借対照表）

貸し方借り方

Ⅰ．名目（財）債務
　１．参加（自己）資本
　２．借入金（他人）資本
Ⅱ．実物（財）債務 （留保（Reservate））

Ⅰ．名目財の資産
　１．現金資産（現金）
　２．信用資産（債権）
Ⅱ．実物資産（在庫（Vorrä te））

図表１７　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７１.）

秘密準備金の引き渡し値関係値
原因 ３． 低価値２．日々の調達値１．調達値

１３１２１１１．強制

２３２２２１２．許可

３３３２３１３．任意
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長年に亙って，秘密準備金を巡って，理論と実践により指導された討議は，―低価原

則により―法律上で規定された日々の調達価値による準備金（Tagesbeschaffungswert- 

rü cklage）（１２）ではなくて，むしろ―限界原則により許可された， ―１９６５年の株式

法の発布まで，無制限の引き下げて評価（Unterbewertung）を形成していた，任意準備

金（Willkü rrü cklage）（３１と３３）に係わってきた。これにより，パガトリッシュ上の成果

計 算 は 不 当 に（unzulä ssigerweise）歪 め ら れ た（verzerren）（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. 

S.１０１.）。この主張は，常に（keinesfalls），規範的でなくて，むしろ，手段として役に立

つモノ（確固とした目的を有するモノ）（instrumental（final））である。というのは，決

算（Bilanzierung）の目標は，実現された，市場で現実となった，期間利益の算定であり，

任意準備金（非実現の損失）は，正に，法律上禁止されている過大評価（非実現利益）の

ように，このような利益に変造する。コジオールは，これにより，シュマーレンバッハ

と同じ結果（Ergebnis）になるが（Vgl.Schmalenbach, E. １９６２. S.６ u. S.１１３ u. S.１５２ u. 

S.１６７f.），しかし，彼の教義の指導者（Lehrmeister）である，ニックリッシュ（Vgl. 

Nicklisch, H. １９２９/３２. S.４３３.）とワルプ（Vgl.Walb, E. １９６６. S.９５.）の見解とは，この点で

は，異なる。新しい株式法は，秘密の任意準備金の広義の禁止により，―すなわち，限界

価値原則より低価原則への移行により―考慮する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７１�７２.）。

様々に，秘密準備金のために，企業は，名目の資本維持の代わりに，実際の資本維持を

目指すことが，異議として唱えられてきた。コジオールは，規定された実際の資本維持の

見解の実現が，原価理論の計算との共同により解決される，利益の使用の問題を示唆する

という，確かに妥当する見解を主張する（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１０２f. u. S.１０７.）。この場

合，矛盾なしに，秘密準備金の代わりに，開示準備金が使用される（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. 

S.１０６f.；Schmalenbach, E. １９６２. S.１１３ u. S.１６７f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７２.）。

しかし，これに結び付いた他の問題は，決算（Bilanzrechnung）が貨幣を費用基準として

用いるが，だが，この評価基準は変動（貨幣価値変動）に従うことを本質にする（Vgl.Kosiol, 

E. １９６４c. S.１０８f.）。この問題にシュルツが取り組んだ（Vgl.Schulze,  H. １９６６.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.７２.）。

コジオールの，記帳と貸借対照表の領域での内容豊かな研究は，更に，税法の部分価値

（Teilwert）の判定（Vgl.Kosiol, E. １９４４. S.１４２f.），カメラール簿記（Kameralistik）（Vgl. 

Kosiol, E. １９６４c. S.１５６f.），個別の勘定理論（Kontentheorien）（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１１５f.）

と積立金（Vgl.Kosiol, E. １９６４c.）のような，一連の特殊な問題と係わる。また，コジオー

ルは，１９３８年に，コンツェルンの貸借対照表の問題点を，１９６５年の株式法の改正により初
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めて，商法上で規制された，領域について研究した（Vgl.Kosiol, E. １９３８.）。更に，コジ

オールは，コンテンラーメンについての複数の公開物を呈示した（Vgl.Kosiol, E. １９６２a.； 

Kosiol, E. １９４８；Kosiol, E. １９４８a.；Kosiol, E. １９６２b.；Kosiol, E. １９６３.）。そこでは，コ

ンテンラーメンの考えの歴史上の展開が追求され，シュマーレンバッハの原典との関連下

で，基礎にされている思考過程が強調され，一般のコンテンラーメンの考えと比較された。

また，コンテンラーメンのフォーマルな構造と，実質上での部門区分（Klassengliederung），

勘定部門（Kontenklassen）の区別，記帳と勘定項目の概念の精密な規定（Prä zisierung）

を企てた。このような研究は，ドイツのコンテンラーメンの拡大展開に対する提案（Vorschlag）

に繋がる（Vgl.Kosiol, E. １９６２a. S.２３７f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７２.）。

ｃ）評価計算と対象計算

パガトリッシュ上の過去計算の今までの説明は，算定される期間計算に関係している

（図表９セル１１，２１）。これについての体系的な補足は，応用と対象関連的な計算を形成す

る（図表９セル１２から１４，２２から２４）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７３.）。

パガトリッシュ上の対象計算にはノイべルトとヴィッテが係わった（Vgl.Kosiol, E. 

１９６４b.）。ノイベルトは，パガトリッシュ上の原価計算―すなわち，対象関連的な必要経

費・収益・計算―の考えを展開した（図表９セル２２）（Vgl.Neubert, H. １９５２.）。ヴィッ

テは流動性負担者計算（Liquiditä tsträ gerrechnung） ―従って，対象関連的な現金流

入・現金流出計算と係わった（図表９セル１２）（Vgl.Witte, E. １９５３.）。これにより，一方

で，パガトリッシュ上の記帳に対する単位関連的（stü ckbezogenen）な補完（図表９セル

２１），あるいは，資金運動計算（Finanzflußrechnung）（図表９セル１１）が，他方で，通常

の原価計算に対するパガトリッシュ上の補完（図表９セル３２）が呈示された（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.７３.）。

評価計算（図表９セル１３，１４，２３，２４）では，コジオールによる，不充分な考察のみが

行われた（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１０９f.；Kosiol, E. １９５５a. S.２６６f.）。これらは，とりわけ，

損益計算と貸借対照表の指標（Kennzahl）の獲得に及ぶ。このため，これらは，一般にま

た，貸借対照表分析，時間比較と経営比較と呼ばれる。ここで獲得される指標は，たとえ

ば，設備の年数構造，必要経費の配分率，並びに，企業の資産と資本の構造に係わる。財

務管理上の評価（finanzwirtschaftliche Auswertung）は，コジオールとワルプの思考過

程の継承の下で，シュミットにより展開された充足貸借対照表（Dekungsbilanz）を獲得

し（Vgl.Schmidt, R.-B. １９５３.），資産の側は，再換金化の期間（Wiederverflü ssigungs-
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dauer）によりグループに括られ，資本の勘定科目は，対応する，留保支払い期間（Rü ck- 

zahlungsdauer）〈【筆者補足】利用可能期間〉により対比される。このような財務管理上

の充足貸借対照表は，成果貸借対照表と資金計画の連結部分（Zwischenglied）を意味す

る（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７３.）。

③　原価計算上での過去計算

ａ）原価計算上での成果の構成要素

必要経費と収益（Aufwand und Ertrag）というパガトリッシュ上の成果の構成要素

（図表９の列２）に，原価計算上での計算（kalkulatorische Rechnung）では，原価と給

付（Kosten und Leistung）（図表９の列３）が対応している。このような計算の要素は，

主に，実物財の流れに結び付いている。その差異は原価計算上の成果を意味する（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.７３.）。

コジオールは，原価と給付という概念の詳細な分析により，その基礎にある意義を獲得

した（Vgl.Kosiol, E. １９５８b.；Kosiol, E. １９５８c. S.５９７f.；Kosiol, E. １９６４b. S.１９f.）。原価

の概念は，３
　

 つの特徴の呈示により充たされている。すなわち，財の消耗（Gü terverbrauch），

給付関係性（Leistungsbezogenheit）と評価（Bewertung）である（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.７４.）。

財の概念は，上記で（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.３４f.），広範な意味を理解できるよう

に，説明したが，従ってまた，名目財の消耗（たとえば，税金）も含まれた。財は，成果

に有効なように消耗されるべきであるため，成果に無効には，交換されない（＝財の流出

は行われない）。財の消耗の広義の限定（Einengung）は，給付に関連した消耗のみが原

価として計算されることにより行われる。文献においてこの関連でしばしば使用される，

原価の起因性の原則（Prinzip der Kostenverursachung）の代わりに，コジオールでは，

原価影響原則（Kosteneinwirkungsprinzip）が現れ，これにより，総ての財の消耗は，こ

れ無しには，生産の業績（Produktionsergebnis）が成立しない時には，給付に関連して

いる。これにより，コジオールは，原価の起因性の原則の実質上の欠陥を回避することに

成功した。評価に関しては，原価の概念は完全にオープン（offen）であり，総ての価格の

アプローチ（Preisansatz）が基本的に可能であるが，ただ，評価されない財の消耗のみが

除外される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７４.）。

原価概念のこのような精密な規定（Prä zisierung）は活発な討議を惹き起こした。コッ

ホは，その規定を，パガトリッシュ上の原価概念と対比し（Vgl.Koch, H. １９５８.），これに
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対応して，コジオールを，これにより，パガトリッシュ上のシステムの一貫性（Geschlos-

senheit）を破壊し，パガトリッシュと原価計算上の計算の間での定評のある（bewä hrt）

区分を除外すると批判した（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.３６.）。また，ハイネンなどがこの問

題を取り扱った（Vgl.Heinen, E. １９６５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７４.）。

給付は，３
　

 つの対応する特徴によりはっきり示す。すなわち，（成果に有効な）財の発

生（Gü terentstehung），生産関連性（Produktionsbezogenheit）と評価（Bewertung）

である。原価（給付）は， ―必要経費と収益とは異なり， ―これにより，支出（収

入）とは必然的に結合しない。これには，パガトリッシュ上の収入・支出計算（図表９の

列１）に対する，原価計算上の対応物（Gegenstü ck）は存在しないという事情に結び付い

ている（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７４.）。

原価（給付）は期間原価（給付）と単位原価（給付）として現れうる。その他の規模と

しては，多くの限界原価（Gerenzkosten）があげられ，その対応物を限界給付（Gerenzleis-

tung）が形成する（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.２１８.）。これにより，相違（Differenz）として，

原価計算上の期間成果，対象（単位）成果と限界成果が現れる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.７４.）。

原価と必要経費，あるいは，給付と収益の区分を，図表１８が明らかにするが（Vgl.Kosiol, 

E. １９５０. S.８９f. u. S.１０３.；Kosiol, E. １９５８c. S.６０１ u. S.６２６f.；Schmalenbach, E. １９３０. S.８f.）， 

コジオールの表示に比べて，補完する記号―開始文字から形成される記号―を示す。

原価と必要経費は，ここでは，その都度，循環（Kreis）を示す。両者の，横線を付けた

循環の共通の領域（AK）は，該当する必要経費がまた原価概念の特徴を充たすという意

味で，必要経費と原価の一致という事情をはっきり示す。この状態では，必要経費を目的

必要経費（Zweckaufwand），原価を基本原価（Grundkost）と呼ぶ（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.７５.）。
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図表１８　（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７５.）

AK ＝ 必要経費であり，原価でもある

AK ＝ 必要経費であるが，原価でない

AK ＝ 必要経費でないが，原価である

（EL）＝ 収益であり，給付でもある

（EL）＝ 収益であるが，給付ではない

（EL）＝ 収益ではないが，給付である

付加原価
AK

（EL）

追加
給付

目的目的
必要経費必要経費

AKAK

目的目的
収益収益

（EL）（EL）

基本基本
給付給付

中性的
必要経費

AK

中性的
収益

（EL）



R.-B. シュミット著『E. コジオール』についての一考察（牧浦）

─　　（　　）─171

領域（AK）は，―原価でない特徴を有する，中性的必要経費（neutraler Aufwand）

を示す。これは，本質上，期間上，価値上，あるいは，法律上では中性的であり，これに

より，原価概念の個別の特徴の欠如を表す。領域（AK）は付加原価（Zusatzkost）と呼

ばれる。ここには，必要経費に対応しないが，給付に関連した，価値のある財の消耗が存

在する（たとえば，自己資本利子）。原価が，帰属する必要経費と異なって清算されるな

らば（パガトリッシュ上，あるいは，原価計算上の，減価償却，利子，危険手当），コジ

オールはこれらを別原価（Anderskost）と呼ぶ。その際，記帳上では，パガトリッシュ上

の離脱（Vorfall）は中性的必要経費，原価計算上では，付加原価（Zusatzkosten）とし

て取り扱われる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７５.）。

このような関連は，対応する形式で，また，収益と給付の側に存在し，このため，図表

１８の括弧を付けた記号を考慮すべきである。収益（E）は，目的収益（Zweckertrag）（EL）

と中性的（本質上，期間上と価値上で中性的）な収益（EL）に区分される。給付（L）は，

基本給付（Grundleistung）（EL）と追加給付（Zusatzleistung）（EL）から構成される。

ここでは，目的収益（Zweckertrag）と基本給付は同一である。別原価と同様に，別給付

（Andersleistung）が発生しうる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７５.）。

これにより，思考上では，パガトリッシュと原価計算上の成果の構成要素の完全な体系

（geschlossene System）が存在する。このような基礎は，今や，原価計算上での過去計算

（＝図表９の列３）が呈示されうる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７６.）。

ｂ）算定される期間計算（原価計算上の記帳）

算定される期間計算（図表９のセル３１）は，また，原価計算上の記帳（kalkulationde 

Buchhaltung），あるいは，経営記帳（Betriebsbuchhaltung）と呼ばれるが，その決算

は，大抵（i.d.R.），短期の成果計算を形成する。コジオールは，これに結合した，多様な

理論上の―とりわけ，また，実践にとり重要な―問題設定を一連の著作で取り扱った

（Vgl.Kosiol, E. １９５０.；Kosiol, E. １９５５.；Kosiol, E. １９５８c.；Kosiol, E. １９６４b.）。原価計

算の歴史については，ドルンが取り扱った（Vgl.Dorn, G. １９６１.）。

原価計算上の計算（kalkulatorische Rechnung）のほとんどの問題の解決のための，本

質的な理論上の基礎を，原価の依存性の理論（Lehre von den Kostenabhä ngigkeiten）は

形成する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.３８f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６０２f.）。企業で発生する原価

の規模は，多くの影響要素により，条件とする。大抵，専門文献では，生産能力の容量

（Ausbringungsmenge）（操業度）に対する原価の依存性が強調されるが，シュマーレン
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バッハの原価の範疇（固定費と変動費，後者には逓減，比例と逓増の原価）でその描写が

認められる（Vgl.Kosiol, E. １９２７a.；Schmalenbach, E. １９３０. S.３２f.）。コジオールは，こ

の発生を，期間原価，単位原価と限界原価に関して，幾何学上と代数上（algebraisch）で

呈示した。彼は，ここでは，グローバルな原価曲線の経過についての一般的な，経験上の

仮定は，今まで，異質的な実情（heterogener Sachverhalt）の集合の存在を確かめたとい

う，総括的な発言を行った（Vgl.Dlugos, G. １９６１.）。これに，企業が，様々な生産能力の

容量をもたらす，多様な可能性を有することが加わる。コジオールは，次の純粋な変化 

の形式（Variationsform）を区分した（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.５４f.；Kosiol, E. １９５８c. 

S.６０６f.；Gutenberg, E. １９６６. S.３３６f.）。すなわち，

１．生産能力の容量での直接的な変化

ａ）テンポ上の変化（ｔ＝投入時間の変更（Verä nderung））

ｂ）強度上の変化（ｖ＝投入スピードの変更）

ｃ）次元上の変化（ｄ＝投入次元の変更）

２．生産能力の容量での間接的な変化

ａ）組み合わせの変化（投入手続きの変更）

ｂ）質上の変化（投入の品質の変更）

操業度の変化に，１a と １b が入るのに対して，１c は経営規模の変化である。個々の変化

の要素は，原価の規模と原価の経過での様々な程度（Maß）に影響する（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.７６�７７.）。

経営記帳（Betriebsbuchhaltung）〈【筆者補足】短期成果計算〉の焦点には，今や，期

間原価と期間給付が存在する。パガトリッシュ上の計算とは異なり，（原価計算上の）貸

借対照表は相対的には少ない意義を有する。パガトリッシュ上の計算とは反対に，経営記

帳は，内部経営上の（実物財の）プロセスに対して，重要なモノとして（schwerwichtig），

整備されている。それは，その〈【筆者補足】経営上の（実物財の）プロセスの〉経済性

を洞察することと，対応した情報の獲得により，経営上の出来事に対する制御上の影響力

（steuernde Einflußnahme）を獲得することに努める（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.８４f.；Ko-

siol, E. １９５８c. S.６１４f.）。首尾一貫して（folgerichtig），決算期間（Abrechnungszeitraum）

は短く調整される（bemessen）。通常，短期の成果計算は月間で設定される（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.７７.）。

経営記帳の外部構造は，とりあえず，２
　

 つの基本形式を認識させる。すなわち，厳密な

原価上の記帳様式と，強制のない表上での記帳様式で，大抵，経営清算活用（Betriebs-
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berechnungsbogen）の形式で実施される。資金記帳との組織上の関連の構成（Gestaltung）

のため，コジオールは，次の可能性をあげ，その記帳技術を具体例に基づいて詳細に解説

する（Vgl.Kosiol, E. １９５０. S.４５f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６１６f.）。すなわち，

Ａ．単一システム

Ⅰ．非区分の全体記帳（純粋な単一システム）

Ⅱ．追加された経営記帳（修正された単一システム）

Ｂ．二重システム

Ⅲ．孤立した経営記帳（ありのままのシステム（Spiegelbildsystem））

Ⅳ．区分された経営記帳（経過システム）

期間算定計算としての経営記帳の清算技術の解釈のため，コジオールは，算定の特徴の

区別を企てた（Vgl.Kosiol, E. １９５０. S.１９５f.；Kosiol, E. １９６４b. S.８１f. u. S.１２９f.；Kosiol, 

E. １９５８c. S.６３６f.）。

原価の種類，原価の機関（Kostenstelle）と，原価の担い手（Kostenträ ger）の各計算

の中で，同一の原価額が３つの異なる観点で清算される。原価の担い手の計算は，原価計

算が，結局，給付に関連し，原価計算上の成果が，単位成果（原価の担い手の成果）と，

機関上の成果（原価の担い手の成果の総額）として算定される限り，これら３区分の締め

くくり（Abschluß）を形成する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７７�７８.）。

原価の種類計算（Kostenartenrechnung）は，種類，容量と価格による，財の消耗を把

握する。財の消耗の種類に関しては，原価の種類として，資材，経営の作業，他からの

サービス（Fremddienst），権利財（Rechtsgü ter）と危険（Wagnis）〈【筆者補足】危険

対応処置〉の各原価，減価償却，租税公課（Abgaben）と利子が区分される。容量の把握

は，（減価償却で）直接的な評価と，（判定（Befund）による）間接的な把握の問題を呈示

する。財の消耗の評価は，様々な代替案を認可するが，計算の目的（価格計算，経済性の

制御（Wirtschaftlichkeitskontrolle）など）の選択により，偏差（Ausschlag）を与える

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７８.）。

算定される原価計算の重要な点（Schwergewicht）は，原価の機関（Kostenstelle）（原
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価の発生の内部経営上の場所）と，原価の担い手（Kostenträ ger）（販売給付と，内部経

営上の給付）への，原価の種類の原価配分を形成する（Vgl.Kosiol, E. １９５０. S.２５１f.；Kosiol, 

E. １９６４b. S.１４２f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６４３f.）。通常では，それは，原価の給付関連性，す

なわち，原価作用原則（Kosteneinwirkungsprinzip）により，稀に，制約付きでのみ，負

担者（Empfä nger）の原価負担力（Kostentragfä higkeit）（負荷容量（Belastbarkeit））

により，生ずる（erfolgen）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７８.）。

清算様式（Verrechnungsweise）により，直接と間接の原価配分が区別されるが，個別

原価と共通原価への期間原価の区分を前提にする（Vgl.Kosiol, E. １９５０. S.２６２f.；Kosiol, 

E. １９６４b. S.１５１ u. S.１６６f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６４５f.）。個々の原価の担い手への原価の直

接的な配分は，原価の担い手・個別原価（Kostenträ ger-Einzelkosten）をもたらす。個々

の給付への原価の直接的な関係付け（Zuordnung）が，可能でない，あるいは，非経済的

である（unö konomisch）ならば，間接的な配分が必要である。このようなケースでは，

原価の担い手・共通原価（Kostenträ ger-Gemeinkosten）の手掛かりが必要である。これ

らの一部は，再び，原価の機関・個別原価（Kostenstellen-Einzelkosten）で，この目的

のために形成される原価の機関（原価の部門，あるいは，原価の場所（Kostenabteilungen 

oder -plä tze））に，直接，加算可能である。従って，原価の機関にただ間接的にのみ配分

可能な残額は，原価の機関・共通原価と呼ばれる。原価の担い手・共通原価は， 終的に

は，原価の機関により，間接的に，原価の担い手で清算される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.７８.）。

他の清算の基礎の選択により，共通原価の個別原価への移転はできる。原価の担い手と

しての生産に係わる原価は，共通原価を指摘〈【筆者補足】すれば〉，他の原価の担い手―

たとえば，生産グループ―に関連しては，（生産・）グループ・個別原価である。これに

対応して，原価の機関グループ（Kostenstellungruppe）に関して，（機関・）グループ・

個別原価（（Stellen-）Gruppen-Einzelkosten），〈【筆者補足】つまり〉，個別の原価の機関

の多様な共通原価が，事情により，肢体経営（Gliedbetrieb）に関しては，工場，あるい

は，企業であるが，形成される。これにより，コジオールでは，７つ，あるいは，９
　

 つの

様式で段階付けられる，個別原価計算が生ずる。配分の 終目標に留まる，個別の原価の

担い手に関係付ければ，望ましい個別原価の代わりに，もちろん，相変わらず，共通原価

が呈示される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７９.）。

原価の間接的な配分に，常に，結び付いた，不確実性と不正確性のため，文献では，た

だこのような関係の基礎（Bezugsbase）のみを選択することが推薦されるが，割当率によ
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る配分（Schlü sselung）の中止では，直接的な原価の配分を可能にする（Vgl.Riebel, P. １９５９.）。

この異論の余地がない優先にも係わらず，コジオールは，この種の処置（Vorgehen）を，

計算目的に関して，総ての要求が充たされる時にのみ，有効と呼ぶ（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. 

S.１６８.；Kosiol, E. １９５８c. S.６４６.）。疑わしい割当率による配分（Schlü sselung）の省略（We-

glassen）のみでは，これにより，配分目標と評価目標が充たされないままである時には，

計算は改善されない（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７９.）。

共通原価の清算についての問題は，他の種類の固定費の問題点より，厳密に分割される

べきであるが，これは，文献では，しばしば，見逃されている（Vgl.Kosiol, E. １９５８c. S.６４７.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７９.）。

この関連では，コジオールは，詳細に，原価の機関と担い手の区分（Gliederung），固

定と変動の構成部分への原価の数理上と記帳技術上での分解（Auflö sung），原価の割当率

による配分（Kostenschlü sselung）と経営清算活用（Betriebsberechnungsbogen）の問

題，決定因子による計算とマトリックス計算（Detrminanten- und Matrizenrechnung）

による，内部経営上（投入）の給付，並びに，原価配分の新しい数理上の手続きについて

研 究 し た（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.１１２f. u. S.１５２f.；Kosiol, E. １９５０.；Kosiol, E. １９５８c. 

S.６４７f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７９.）。

原価計算に対する対応物（Gegenstü ck）としての給付側は，通常，配分計算では問題に

ならない。ただ，給付の種類による把握のみが重要である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.７９.）。

共通して，経営記帳（Betriebsbuchhaltung）〈【筆者補足】短期成果計算〉は，付属記

帳，とりわけ，資材記帳（貯蔵記帳（Magazinbuchhaltung）），給料と報酬の記帳，並びに，

設備の記帳により，補完される（Vgl.Kosiol, E. １９５０. S.１５７f.；Kosiol, E. １９６４b. S.１３５.；

Kosiol, E. １９５８c. S.６３２f.）。資材計算では，工場の材料，補助材料と［経営のための］材

料（Betriebsstoffe）が，流入，有り高と消耗により，把握される。給料計算では，全体

の労働の報酬（Arbeitsentgelt）が書き留められる。設備計算に，コジオールは，特別な

著作（Schrift）を捧げた（Vgl.Kosiol, E. １９５５.；Kosiol, E. １９５０. S.１７４f.）。中心には，

活性化問題（Aktivierungsproblem）と減価償却問題がある。原価計算上の減価償却は，

―実践で多様に決算政策上の（bilanzpolitisch）考慮に従う，バガトリッシュ上の減価

償却とは異なり， ―摩滅（Verschleß），満期（Fristablauf），あるいは，オーバーホー

ル（Ü berholung）に基づく，実際の設備の減耗に対応すべきである。ここでは，期間上

の減価償却率の大きさは，３
　

 つの規模，すなわち，減価償却総額，減価償却率と減価償却

期間により，規定される。このような規模の変更の効果と，これに結び付いた多様な個別
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問題を，コジオールは非常に詳細に研究した。ランゲンは，特殊な研究で，減価償却の生

産能力の拡張効果（ローマン・ルフチ効果）を分析した（Vgl.Langen, H. １９５２.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.７９�８０.）。

ｃ）算定される対象（単位）計算（原価計算）

企業の計算制度の体系的な考察は，原価計算上の期間計算と共に，対象計算，あるいは，

単位計算を示唆する（図表９のセル３２）。それは，原価計算（Kalkulation）と呼ばれ，給

付単位（生産，あるいは，契約）の給付単位の原価を算定する。発生上では（genetisch），

原価計算（Kalkulation）（３２）は，経営記帳（３１）に結び付けて考察され，後者は，再び，

資金記帳（２１）に結び付けられる（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.８５.；Kosiol, E. １９５８c. S.６１１.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８０.）。

原価計算に，コジオールは多数の著作を捧げた（Vgl.Kosiol, E. １９６４b.；Kossol, E. １９５８c. 

S.６６２.）。原価計算上の過去計算の形式では，それは，事後計算の形式で現れる。これによ

り，終わりには（ex post），給付単位当たりでの発生した原価が算定される。対照物（Gegen- 

stü ck）である，事前計算では，生産の開始前に，給付単位での，多分，発生する原価が

計算される。その限りでは，それは，計画の領域に属する。両計算は，とりわけ，価格計

算，あるいは，経営計算として用いられる。価格計算は，価格決定（価格設定の準備），

あるいは，価格の限界（価格下限）のための基礎を提供する。ここでは，これらは，市場

価格としての外部価格計算として実施され，内部価格計算としては，たとえば，プレティ

アー・レンクング（pretiale Lenkung）の領域では，内部経営の価格の固定化に役に立つ。

これに対して，経営計算は，原価値（Kostengrö ßen）に基づく経済性の監視を目指す。原

価計算は，更に，在庫の有り高と，自家製造の設備の評価に用いられる（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. 

S.６８f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６６３f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８０�８１.）。

原価の担い手（Kostenträ ger）の原価の算定に役に立つ，原価計算の手続きとして，純

粋な形式での，通常の，分配計算（Divisionskalulztion），等価値計算（Ä quivalenzziffer）

と追加計算（Zuschlagskalkulation），あるいは， ―実践の重要性を考慮した―修

正された形式が適用される（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２０３f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６６４f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８１.）。純粋な分配計算は，総額上で，原価を原価の担い手に

配分する。このため，コジオールは，これをまた，「総額としての総原価計算」（summarische 

Gesamtkostenrechnung）と呼ぶ。これは，危険調整した形式では，また，単純，あるい

は，多重に（ein- oder mehrfach），一段階，あるいは，複数段階で構成されうる。等価値
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計算は，分配計算のより洗練された形式であり，これは，また，他の手続きとの関連で現

れるため，独立した計算方法としてはみなせない。そこでは，技術上様々になるが，製造

から，ウエート付けによる，類似の製品は，可能になり，これにより，その後，配分原理

（Divisionsprinzip）の適用が可能になる。追加計算では，原価の担い手・個別原価（Kosten- 

trä ger-Einzelkosten）が原価の担い手に，直接，追加され，共通原価の残余は，―必要

ならば（ggf.），原価の機関による，回り道で―総額として，加算される（zuschlagen）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８１.）。

分配計算とのその相違は，コジオールにより好まれた表現「特殊な個別原価計算」（spe-

zifische Einzelkostenrechnung）が惹き起こす（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２０４ u. S.２１１f.； 

Kosiol, E. １９５８c. S.６６４f. u. S.６７３f.）。この関連では，限界（Rand）では，また，マトリッ

クスとベクトルの計算（Matrizen- und Vektorenrechnung）による，単位原価の算定

（Stü ckkostenermittlung）が企てうると言及される（erwä hnen）（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. 

S.２１８f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８１.）。

上記（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４８f.）で言及された，生産プログラムと，原価計算の

手続きのタイプの間には，かなり密切な関連がある。というのは，原価の担い手に対する

原価の影響は，広範に，給付プロセスの技術により規定されているからである。図表１９は，

この関係を呈示する。

ここでは，直線は，通常の帰属，破線は，稀な帰属を示す（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.１１１.； 

Kosiol, E. １９５８c. S.６６５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８１.）。

討議された原価計算手続きは，大抵（i.d.R.），総原価（Vollkosten），すなわち，総て

の発生する原価を清算する。配分過程で，個々の原価の種類，あるいは，原価の要素（た

とえば，利子，減価償却費，固定費（Fixkosten））が省略されれば，部門原価計算，あるい

は，部分原価計算（Partial- oder Teilkostenrechnung）が生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. 

S.９２ u. S.１０２.；Kosiol, E. １９５８c. S.６０２.）。あげられたモノの内，フォーマルな原則より，
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原価の清算の範囲により，より強く強調される，様々な原価計算手続きは，様々な高い部

分原価（Teilkosten），必要ならば（ggf.），しかも，限界原価（Grenzkosten）より開始

する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.９２f. u. S.１００f. u. S.１６４.；Kosiol, E. １９５８c. S.６７８f.）。これ

により，単位給付（＝販売価格（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２１９.））と単位原価との差異よ

り，より多い，個々の単位利益（Stü ckgewinn）は生じず，むしろ，単位給付と，単位に

関連した部分原価，あるいは，しかも，限界原価との差異が生ずる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.８２.）。

ここでは，ある手続きの可能性は，シュマーレンバッハに帰する限界計算を意味する

（Vgl.Schmalenbach, E. １９３０. S.５２f.）。そこでは，各追加される操業の階層（Beschä fti-

gungsschicht）に対して，追加して発生する原価（限界原価）が算定され，対応する生産

単位に，（必要ならば（ggf.），配分計算の経路で），加算される。限界原価は，総ての単位

原価より，下回り，過剰操業では，しかしまた，上回る。粗・利益加算（Brutto-Ge-

winnzuschlä gen）により，そこから，製品の価格が規定される。これにより，シュマーレ

ンバッハは，企業の，操業政策に，価格政策の目標を結合しようとした（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.８２.）。

同様の考慮を，いわゆる，パーセント原価計算（Prozentualkalkulation）は基礎にす

る。また，この関連では，シェーアに帰する，差額原価計算（Differentialkalkulation）

が言及されるべきである。その他の手続きは，結局，部門原価計算（Partialkalukulation）

を意味し， 近では，アングロサクソンの文献による，直接原価計算（Direct Costing）

として知られている（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８２.）。

ｄ）評価計算

また，原価計算（kalkulatorische Rechnung）の内には，パガトリッシュ上の計算と同

様に，評価計算（Auswertungsrechnung）が存在し，算定計算（Ermittelungsrechnung）

への流動的な移転を呈示する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２５７f.）。コジオールは，これを，

副次的な原価（と給付）計算（sekundä re Kosten-（und Leistung-）rechnung）と呼ぶ

が，これは，主要な計算方法としての算定と対立している。発生上では（genetisch），原

価と給付の評価はこれらの把握と， ―コジオールでは，また， ―その配分に従う

（folgen）。 後を見れば，これらは，この算定段階に，構成（Gestaltung）のための意思

決定の基礎により，とりわけ，経済性を提供することにより，意義と目標を与える（Vgl.Kosiol, 

E. １９６４b. S.７１ u. S.２５９.）。関連したドイツ語の文献では，評価は，極めて稀にのみ取り扱
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われる（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２６１.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８２�８３.）。

図表９（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６３.）によれば，数値資料（Zahlenmaterial）の評

価は，経営記帳と，原価計算（Kalkulation）に区別されるべきである（図表９のセル３４，

あるいは，セル３３）。過去計算のこのような評価は，一方で，経過した経営プロセスを批

判的に解明し，これにより，また，―まだ説明されてない―計画計算のための第２の

基礎を提供するが，この計画計算は，その後，将来の企業プロセスの構成（Gestaltung）

を目指す（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.６５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８３.）。

原価計算上の評価計算は，原価値（Kostengrö ßen）と，あるいは，給付値を相互に，あ

るいは，他の相応する数値と，関係させ，対比（Vergleich）を提供する（anstellen）。そ

の際，多様な評価の目的，たとえば，期間の対比，経営の対比，あるいは，手続きの対比，原

価の種類の対比，原価の機関の対比と，原価の担い手の対比，予測と予測の対比，予測と実

績の対比と，実績と実績の対比，原価計算上の 適解，原価に依存した価格の決定が存在

する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.８２f. u. S.２５９f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６１０f.）（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.８３.）。

繰り返しの特性により目立っている，算定計算とは対照的に，評価は，主に，個別計算

を形成する。それは，また，意思決定を見付けることに役に立つため，意思決定計算（Ent-

scheidungsrechnung）と呼ばれる（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２６０.）。企業家〈【筆者補足】

リスク負担者〉の意思決定（Unternehmerentscheidung）の増大する意義に基づいて，

近〈【筆者補足】１９６０年代〉では，しかしまた，この計算は，益々，制度化され，継続し

て，実施されている（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.７６.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８３.）。

折々の評価の目標は，評価の手続き，並びに，算定の目標と算定の手続きを規定する。

ここでは，個々の評価の目的が，様々な評価の手続きと，多数の把握と配分の計算（Erfassung- 

und Verteilungsrechnung）を条件とする（bedingen）ことが問題である。多様な目的の

同時的な考慮は，目的の異なる基本計算を構成し，これにより，できる限り多くの異なる

評価目標が追求されることを自ずと惹き起こす（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.７１f.）（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.８３.）。

原価計算についてのコジオールの思考過程は，また，ドルン（Vgl.Dorn, G. １９６１.）と

デュルゴース（Vgl.Dlugos, G. １９６１.）の特殊研究では，輝きを失った（niedergeschlagen）

（Vgl.Kosiol, E. １９６４. S.４４１f. u. S.４７９f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８３.）。
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④　計画設定（将来の）計算

また，計画設定は，計算制度の対象であり，これと共に，企業の情報の流れの構成要素

である。図表９（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６３.）で展開された，体系によれば，とりわ

け，計画設定の以下の部分領域が区分されるべきである。すなわち，

ａ）パガトリッシュ上と原価計算上の計画設定

ｂ）期間と対象（単位）の計画設定，並びに，

ｃ）計画の算定と評価

パガトリッシュ上の成果と資金の計画設定（＝図表９の列５，あるいは，列４），並び

に，原価計算上の成果の計画設定（＝図表９の列６）の詳述では，関連のより良い理解

（besseren Verstä ndnis）のために，一般の計画問題の僅かな考察がまず優先される。これ

に近くに現れる，計画の共通の方法問題，とりわけ，予測の問題についてのコジオールの

論文が指摘される（Vgl.Kosiol, E. １９６７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８３-８４.）。

ａ）経済の計画設定

企業組織の領域では，好んで（bereits），経済のプロセスの準備の局面として計画設定

があげられる。計画設定は，結び付いている制御（Kontrolle）を伴う，実現（Realisation）

に続く。計画設定は，将来に向けられた，合理的な目標・手段・思考（Ziel-Mittel-Ü ber-

legung）に関係した，精神上の過程である（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.３８９.；Kosiol, E. １９６６. 

S.１８７.）。その示された実現の種類により，経済上の活動の目指されるべき作用を確定する，

計画での結果（Niederschlag）は見付けられる。計画設定と意思決定は，―しかし，接

続した実現ではないが， ―経済上の処置（Vorgehen）の重要な点（Schwerpunkt）を

形成する（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.３９０.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８４.）。

経済の計画設定（Wirtschaftsplanung）には，相当以前から，増大する意思決定の意義

の傾向では，増加する関心を傾けてきた。成長する企業の規模と資本投入，需要の変動と

技術上の進歩は，集中した，内容豊かな予測（Vorschau）を強要する（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. 

S.４０１.）。同時に，このような展開は，個々の企業領域での孤立した計画設定を越えて，全

体の計画設定を策定すること，計画自体を体系化すること，規則的に実施すること，制度

化することという，傾向により，特徴付けられる（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.４０１.）。これに

対する組織上の補助手段を，ブライヒャーにより展開された計画領域（Planrahmen）は

呈示する（Vgl.Bleicher, K. １９６０.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８４.）。

能力のある，経済の計画設定は，企業の将来の運命に対して決定的な影響を及ぼす。組
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織上から見ると，企業の構造組織（Aufbauorganisation）の内，いずれの範囲に特殊な計

画設定の機関が必要であるのか，いずれの決定機関の階層で，計画設定が行われるべきか，

補完する計画設定のスタッフと計画設定部門が形成されるべきであるのかを確定すること

が重要である。内部の計画設定の担い手と共に，外部の計画設定の担い手（連盟（Ver- 

bä nde），国家，労働組合，超国家の共同体）が，企業の計画設定に作用し，それは，内容

上では，まず第１に，経済秩序により条件とされる（bedingen）（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. 

S.３９６f.；Grochla, E. １９５８.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８４�８５.）。

計画設定の計算上での結果（Niederschlag）は，目指されるべき予測規模（予測値）

（Sollgrö ßen（-Zahlen））に及ぶが，そこでは，把握予測と配分予測（Erfssungs- ud Vertei-

lungssoll）と共に，この関連で関心のある，計画予測（Plansoll）がある（Vgl.Kosiol, 

E. １９６４b. S.８９f. u. S.２２７f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８５.）。

計画予測（Plansoll）は，様々な影響可能性により特徴付けられるが，たとえば，直接

的な，間接的な，あるいは，影響力を及ぼせない，規模（Grö ßen）に関係している。コジ

オールは，その際，また，活動パラメータ，反動パラメータと，データ・パラメータにつ

いて語る（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.３９５.；Kosiol, E. １９６７.）。強い影響可能性のケースで

は，大抵（i.d.R.），できる限り広範囲に，あるいは，しかも拘束力のあるように，務める

べき，基準予測（Normalsoll）が予め与えられる。弱い影響可能性では，計画予測は，［予

想による］予測の形態（Gestalt eines Prognosesolls）を示唆する。基準と予想の計画設定

（Norm-und Prognoseplanung）は区別されるべきである（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.３９４f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８５.）。

同時に，これには，計画設定の異なる拘束性（Verbindlichkeit）の問題が結び付いてい

る。固定した（starr）予測値は，執行機関に対する拘束力のある指定（Vorschrift）を示

唆する。これに対して，柔軟な（beweglich）予測値は，概略的な指導（umrißartige An-

leitung）を与え，大きな意思決定の自由を認める。予測値の影響可能性が弱い程，計画設

定はそれだけ非拘束的になる（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２５９f.）。しかもまた，基準計画で

も，協働者に活動の自由（Bewegungsfreiheit）を認めることは得策と思われる（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.８５.）。

その他，計画設定の弾力性が考慮されるべきである。その際，予測値は，環境の恒常

的な変動に適応すべきである（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２６０.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.８５.）。

計画の詳細さ（Plandetaillierung）は，予測規模（Sollgrö ßen）の予定（Vorgabe）に
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関連している。経営の内外に集中した計画設定と長期の計画設定は，できる限り，グロー

バルに行われる（erfolgen）。このような領域の計画設定（Rahmenplanung）は，実施者

に，通常，より良い実際の知識に基づいた，補完する，必要な時間上と即物上の（sachlich），

詳細な計画設定（Detailplanung）のための活動の余地を残す（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. 

S.２６１.；Kosiol, E. １９６５b. S.３９７.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８５.）。

このような経済の計画設定の内では，意思決定，目標と情報についての既に共通して討

議した問題が強く現れる。不完全な情報などは，しかも，原理上では，また，過去計算の

基礎になっている。しかし，それらは，将来に向けた意思決定で初めて，完全なウェート

を獲得する。しかし，実践上では，常に，合理的には解決できない無知の領域が，―も

ちろん，ケースにより様々な程度で，―残るが，制度と，意思決定者の本能（Instinkt）

が，経済の計画設定での次第に異なる意義を受け取る（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.４０１.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８５�８６.）。

企業の広範囲に拡大された（ausgebaut）経済の計画設定では，情報の問題により，誤っ

た計画設定は完全には回避されない。それは，制御（Kontrolle）の支援により，早期に，

そのようなモノとして認識でき，事情により可能ならば，更に修正される。制御は，計画

設定と自ら関係すると，計画を，誤り，欠落（Lü cke）と矛盾（Widerspruch）で調査し，

必要ならば，変更する。更に，制御は，計画の乖離（Planabweichung），すなわち，計画

と予測（Plan-Soll）と，実現と現実（Realisation-Ist）の差異に及ぶ。基準予測（Nor-

malsoll）からの計画の乖離は，その後，責任の負うモノ（Verantwortlichen）により根拠

付けられ，弁明されるべきである（rechtfertigen）。それは，執行（Vollzug）での制御を

要求する。予想と予測（Prognose-Soll）の乖離は，計画で企てられる見積もり（Schä tzung）

が実現されない（eintreten）ことを示唆する（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.３９０f.；Kosiol, E. 

１９６６. S.１８８f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８６.）。

このため，計画の乖離（Planabweichung）は，算定されるだけではなくて，むしろま

た，原因で評価され（auswerten），そこから，修正と防止策（Gegenmaßnahme）を引き

出す。このような経路で，制御は，再び，将来の計画設定に影響を及ぼす。この経過は，

循環する遡及作用のプロセス（zirkularer Rü ckwirkungsprozeß）を明らかにするが，こ

のプロセスは，工学の技術では，類推では，自動制御（Regelkreis）として知られており，

一般化された形式では，サイバネティクス（Kybernetik）での受け入れ（Eingang）を見

付けた。共通の特徴は，いわゆる，フィードバック（Rü ckkoppelung）であり， ―企

業の経済の計画設定に移転されると，―計画設定システムは初めて完全に機能能力のあ
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るモノ（funktionsfä hig）となる（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.３９０f.；Kosiol, E. １９６６. S.１８９.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８６.）。

これにより，計画設定の算定から評価への処置（Schritt）が実行される。評価が，事前

に（ex ante）， も多様な種類で，計画分析と計画比較の形式で，実施されるならば，狭

義の意味で，計画評価（Planauswertung）が呈示される。計画評価の多様な可能性のい

ずれが， ―文献ではほとんど取り扱われないが， ―存在すれば，図表９の，セル４３，

セル４４，セル５３，セル５４，セル６３と，セル６４が指摘される。これに，経済の計画設定の基

本的な考え（Leitgedanke）と本質（Kern）としての 適化は結び付いている（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.８６.）。

計画設定の， 近〈【筆者補足】１９６０年代以降〉，目指されている目標は，総ての個別部

門を統合する，企業の同時的な全体の計画設定（similtane Gesamtplanung）である。新

しい経営経済の研究業績は，明らかに（eindeutig），この方向で進んでいる（Vgl.Albach, 

H. １９６２.）。しかし，科学の現在の水準と，実践の可能性によれば，逐次的な―もちろん，

相互に調節された―部分の計画設定（Teilplanung）が現実的とみなせる。ここでは，

たとえば，調達計画，製作計画，販売計画，―企業の個々の機能領域のための部分計画

が呈示される。これらは，それぞれの側で，再び，下位計画（Unterplan）に区分されう

る。たとえば，調達計画は，設備，人員と工場の材料の各調達計画に区分される（Vgl.Kosiol, 

E. １９６５b. S.３９１f.）。下位計画と部分計画は，この場合，順次（nacheinander），相互に

（gegenseitig），調整される。部分計画の調整の順序（Reihenfolge）は問題である。コジ

オールは，市場経済では，企業の計画設定は，ここでは，主要計画として現れる，販売計

画より始めるという見解を主張した（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１３４.）。また，相互の計画調

整のプロセスでは，必要ならば（ggf.），部分計画は，隘路計画（たとえば，資金計画）で

調整されることに注目すべきである（Vgl.Kosiol, E. １９６５b. S.３９３f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. 

１９６７. S.８６�８７.）。

このような逐次的な計画設定は，それ自体で（in sich），部分計画の従属 適化〈【筆者

補足】部分 適化〉（Suboptimierung）の脅威をもたらす。従属 適化〈【筆者補足】部

分 適化〉された部分計画（事情により，また，下位計画）の組み合わせは，決して，常

には，全体計画の 適の達成を保証しない。すなわち，様々に，全体の 適の実現は，下

位計画と部分計画の（従属） 適からの意図的な乖離（bewußte Abweichung）を条件と

する（bedingen）（Vgl.Kosiol, E. １９６４e.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８７.）。

経営の問題についてのコジオールのこのような一般的な考慮は，グロッホラ（Vgl.Grochla, 
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E. １９５８.；Grochla, E. １９６２.；Grochla, E. １９６４a.）とブライヒャー（Vgl.Bleicher, K. １９６３.）

の特殊研究により補足された（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８７.）。

計算制度の領域では，とりわけ，経済財を価値上の観点で把握する，部分計画，あるい

は，下位計画に関心がある。 このため，まず，パガトリッシュ上の計画設定で扱うべきで

ある（図表９の列４と列５）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８７.）。

ｂ）パガトリッシュ上の計画設定の計算

パガトリッシュ上の計画設定は，―パガトリッシュ上の過去計算と同様に，―資産

と資本，必要経費と収益，収入と支出を把握する。ただ，良く注意して，計画予測規模

（Plansoll-Grö ßen）を問題にする（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８７.）。

パガトリッシュ上の単位計画設定（pagatorische Stü ckplanung）（セル４２，セル５２）

は，文献では，今まで，ほとんど意義を獲得していない。むしろ，考察の前面には算定さ

れる期間計画設定がある。資金計画設定（セル４１）として，この期間計算は，―所属す

る過去計算とは異なり， ―資金運動計算（Finanzflußrechnung）（セル１１）が大きな注

目を獲得してきた。成果計画（セル５１）として，それは，パガトリッシュ上の資金記帳

（セル２１）の将来に関係した補足を形成する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８７.）。

パガトリッシュ上の成果計画設定は，将来の出費（Aufwendung）と収入（Ertrag）に

及び，これにより，計画損益計算を呈示し，その個々の構成要素により，期待される成果

を確定する。このような成果は，同一額で，また，グローバルに，―将来の時点に関係

した―計画資産と計画資本を有する，パガトリッシュ上の計画貸借対照表により，獲得

される（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８８.）。

過去を志向した（実際）貸借対照表は，決算日に記帳により把握される，財の有り高と

負債の有り高を記載する（verzeichnen）（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１１５.）。コジオールは，

これら有り高が全く（durchaus）将来の効果を有することを詳しく説明する。というの

は，その程度と時点が広範囲に予め規定されうるが，有り高は後に現金支払い，あるいは，

清算支払いにより解消されるからである。このような貸借対照表は，しかし，本来の経済

財の，初めて，将来，回収される運動を把握しない。自らも既に行った注文の受け取り

（Auftragseingä nge），受注の実施（Bestellausgä nge）と，信用の承認（Kreditzzusage）

は，―大抵（i.d.R.），記帳の資格（buchungsfä hig）がないため，―実際貸借対照表

により把握されない（Vgl.Kosiol, E. １９６６. S.１２３ u. S.１３７.；Kosiol, E. １９５５a. S.２６９.）。こ

れに対して，計画貸借対照表には，また，このような将来の財の運動とその成果の有効性
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が，その限りで（soweit），そのように正確にこれらが予測されうるならば，参入されうる

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８８.）。

しばしば，実績貸借対照表が，成果計画設定と共に，また，流動性計画設定を呈示する

ために，利用される。しかし，コジオールは，この目的のためには，資金計画（セル４１）

が必要であり，現金収入と現金支出のための計画予測規模（Plansoll-Grö ße）が考慮され

ることを強調する（Vgl.Kosiol, E. １９６４c. S.１１５.）。コジオールの説明に対する補足として，

このような資金計画が，現金・開始有り高の追加の下で，計画・運動貸借対照表の言及さ

れた，下位マトリックス１（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.６９.）に対応することが書き留め

られる。実際・有り高貸借対照表は，資金計画設定の要求を充たせない。というのは，そ

れは，計画・運動貸借対照表とは異なり，言及された将来の財の運動を含まないし，これ

に加えて，現金収入と現金支出での現金の区分（Aufspaltung）に欠けているからである

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８８.）。

ドイツの計算制度は，長い間，流動性計算に比べて，成果計算に上位の意義を置いてき

た。すなわち，「原価と給付での計算理論上の思考は高度に発展したにも係わらず，収入

と支出でのパガトリッシュな考えは後退した」（Kosiol, E. １９５５a. S.２５３.）。この事実は，

経済での計画のイデアの発生で，資金計画設定の管理（Wirtschaft）が関心の前面に立っ

たよりも，より注目に値する（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２５６.）。たとえば，シュマーレン

バッハは，以前には（sonst），計画設定の問題に従事せず，計算の本質としては，主に，

過去志向的であった（Vgl.Beste, T. １９５５. S.２０６f.）。 近１０年で初めて〈【筆者補足】１９５７

年以降〉，財務管理計画設定（finanzwirtschaftliche Planung）により強い注目を捧げる，

傾向が際立ってきた（Vgl.Kosiol, E. １９４９.；Kosiol, E. １９４９a.；Kosiol, E. １９４９b.：Kosiol, 

E. １９５５a.；Langen, H. １９６５.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８８�８９.）。

制御手段（Lenkungsinstrument）としての資金計画設定は定期的な計画の作成を必要

とする。また，計画の完全性に対する要求が適用される。流動性計画設定は，総ての部分

領域と，これと共に，総ての将来の現金の流入と現金の流出が把握される時に，その課題

設定と，これと共に，その意義は，正当になる。計画設定の完全性は，常に，詳細な計画

設定を前提にしないで，また，グローバルな計画設定で，全く，充分である（Vgl.Kosiol, 

E. １９５５a. S.２５４f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８９.）。

資金計画は，まず第１に，現金の有り高，現金の流入と現金の流出を把握し，このため，

まず，現金支払い計画（Barzahlungsplan）である。これが過大，あるいは，過少な現金

有り高を証明すれば，信用受取り，あるいは，また，信用供与（Kreditempfä nge oder 
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auch -gewä hrung）を記載する，信用計画がこれに追加される。過少な現金有り高では，

足りるだけの（auskö mmlich）流動性を惹き起こすことに関して，投資を回避する，ある

いは，後回しにする（zurü ckstellen）か，あるいは，反投資（Disinvestition）を惹き起

こす，あるいは，選択できるのかを考慮すべきである（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２５７.；Witte, 

E. １９６３. S.１１３.）。

資金計画がより詳細に編成されるならば，即物上の観点（sachlicher Gesichtspunkt）

の適用では，現金の支払いと信用計画と共に，その他の下位の計画（たとえば，収支計画

（Einnahmen- und Ausgabenplan））が生ずる。そして，時機（Zeitmoment）による編成

では，短期の資金計画と長期の資金計画（継続した資金計画と［投資のための］資本調達

計画設定（Investitionsfinanzierungsplanung））が生ずる（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２５８f. 

u. S.２６１f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８９.）。

ｃ）原価計算上での計画設定計算（計画原価計算）

後に，原価計算上での計画設定計算（kalkulatorische Planungsrechnung）が考察さ

れるべきである（図表９の列６）が，その締めくくり（Abschluß）を，期間上の計画原価

計算と計画給付計算と結び付いた，原価計算上の計画貸借対照表が形成する（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.８９.）。

文献では，これに関連して，同様に（so gut wie），専ら原価の側に注意が捧げられ，こ

れにより，様々な変種（Spielart）で，計画原価計算は展開されてきた。算定される対象

計算（図表９のセル６２）は，また，事前原価計算（Vorkalkulation）の専門用語の下で，

知られている。しかし，計画原価計算は，対象（図表９のセル６２）と，期間（図表９のセ

ル６１）に関係する。また，両原価計算法が評価されうることは理解される（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.８９.）。

コジオールは，計画原価計算に，１９５３年以来，経験上の調査（empirische Erhebung）

を基礎にする，複数の公開物で従事したきた（Vgl.Kosiol, E. １９５３.；Kosiol, E. １９５３a.； 

Kosiol, E. １９５４a.；Kosiol, E. １９５４b.；Kosiol, E. １９５６a.）。纏めた叙述は，論文「近代的

な企業管理の手段としての計画原価計算」（Plankostenrechnung als Instrument moderner 

Unternehmungsfü hrung.　Erhebungen u. Studien zur grundsä tzlichen Problematik, 

１. Aufl., １９５６, ２. Aufl., １９６０, Berlin）（Vgl.Kosiol, E. １９５６b.）が呈示するが，また，その

要約（Kurzfassung）が存在する（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.２２７f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６８３f.）

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.８９�９０.）。
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計画原価計算は，直接的な―官僚的な（bü rokratische）―制御（Lenkung）を目

的とする。それは，コジオールによれば，間接的な― 「プレティアーな」（pretial）

―制御から離なされている（Vgl.Schmalenbach, E. １９４８.）。プレチティアー・レンクン

グ（pretiale Lenkung）は，内部の経営の報償（Preis）による経営の経過の分散された操

縦〈【筆者補足】管理〉（Steuerung）を予定する（vorsehen）のに対して，計画原価計算は，

企業の出来事の集中的な計画設定を基礎にしている。もちろん，計画の実現（Realisation）

に対する分散された責任は廃棄されない（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９０.）。

考え方の誘導（Gedankenfü hrung）の開始点は，技術上で志向する基準（あるいは，標

準）原価計算（Norm-（oder Standard-）Kostenrechnung）と，経済上で調整された予

想原価計算（Prognosekostenrechnung）への計画原価計算の区分である。２
　

 つのタイプ

は，まず，追求される計画の目的により，区分される（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.２２f. u. S.５４f. 

u. S.７０f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６８４.）。技術を志向する基準原価計算（Normkostenrechnung）

の制御の目標では，下位と中位の決定機関による生産要素の容量の 小化に本質がある。

予想原価計算は，これを上回り，収益性獲得を要求し，このため，上位の決定機関で用い

られる。これは，容量上の観点の代わりに，価値上の観点の下で，生産要素の消耗を把握

し，原価計算上の計画利益に対するネガティブな構成要素を詳細に規定し，制御し，影響

力を及ぼそうとする。予想原価計算は，安定して（fest），企業の全体の計画システムに接

合されるのに対して，基準原価計算は広範囲に孤立した立場を呈示する（Vgl.Kosiol, E. 

１９５６b. S.６７f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６９６f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９０.）。

これら異なる目標設定は，強制的に，２
　

 つの計算法（Rechnungsart）の構成（Gestaltung）

の結果として現れる。第１に，個々の生産要素の予測・消耗・容量（Soll-Verbrauchs-Men-

gen）の確定である（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.２４f. u. S.６２f. u. S.１２８f.；Kosiol, E. １９５８c. 

S.６８５f.）。基準原価計算は，この予測容量（Sollmenge）を，過去の基準にされる実績容量

（Istmenge）を基礎にするか（＝基準容量（Normalmenge）），あるいは，長期に，全く

まだ（gerade noch）実現可能な〈【筆者補足】実現されていない〉 少消耗（＝ 適容量）

に対応できる。これに対して，予想原価計算（Prognosekostenrechnung）での予測容量

（Sollmenge）は，公算で（voraussichtlich）達成される，実績容量（Istmenge）を指摘

する。ここでは，合理化の可能性を考慮は認め，これにより，制御の目標は，完全に達成

される〈【筆者補足】達成されうる〉。予測容量の規定は，予測消耗と（後での）実績消耗

の差異としての消耗の乖離（Verbrauchsabweichung）の解釈（Deutung）に対する帰結

（Konsequenz）と対応している。基準原価計算では，消耗の乖離は，計画された技術目標
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が達成される（達成されない）ことを意味し，これに対して，予想原価計算では，それは，

誤った評価の程度と，利益に対するその直接的な作用を示唆する。消耗の乖離の方向を考

察すれば， 適容量を有する基準原価計算では，超過，基準容量を有する基準原価計算と

予想原価計算では，予測値の超過と，また，過少が可能である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.９０�９１.）。

コジオールでは，原価は，例外なしに，容量と価格の構成要素とみなせる（aufweisen）

（Vgl.Kosiol, E. １９６４b. S.３３.）ため，評価の第２の部分問題，すなわち，計画された価格

の確定が呈示される（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.３３f. u. S.５８f. u. S.１３７f.；Kosiol, E. １９５８c. 

S.６８７f.）。たとえ，基準原価計算により， 少の財の容量の消耗（Gü termengenverbrauch）

が目指されるとしても，また，それは，―様々な財の容量は加算能力がないため，―

財の容量をウエート付けるために，価格に頼らざるをえない。このため，コジオールは，

間接的な容量計算について語る（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.３４.）。しかし，この計算法では，

容量の乖離のみが問題であるため，価格の変更の影響が解消されるべきである。このため，

予測容量と後での実績容量が同一の確定価格（Festpreis）で評価される。このため，この

確定価格の絶対的な金額には，基礎では，従属する意義がある。だが，これを市場価格に

頼る（anlehnen）ことは合目的であろう。しかし，計算の目標の達成を偽装されないよう

に確保するためには，総てのケースで，様々な確定価格の間での関係（Relation）が，帰

属する市場価格の関係に対応すべきである（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９１.）。

予想原価計算（Prognosekostenrechnung）は，―その課題設定によれば，―他の

評価原則に従うべきである。これにより利用される計画される価格は，予測される市場価

格であり，これに対して，後で実現される価格は実際に支払われる市場価格である。これ

により現れる，予測との，プラス，あるいは，マイナスの価格の乖離は，利益に対する効

果を示し，これは，正に，予測原価計算の計算の目標に対応している（Vgl.Schmidt, R. 

-B. １９６７. S.９１.）。

消耗の容量と消耗の価格と共に，操業の容量（計画操業）を確定すべきである（Vgl.Kosiol, 

E. １９５６b. S.２５f. u. S.５９f. u. S.１１４f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６８８f.）。これにより，実績原価計

算と同様に，計画原価計算は，操業度に対する原価の依存関係を考慮する。計画原価計算の

２つの手続きは，コジオールによれば，付随的（弾力的）原価計画設定（gleitende（flexible）

Kostenplanung）なしには，現れない（auskommen）（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.２８.）。実

績操業が予定操業を下回る限り，結果として，欠点のある生産能力の負担が，充分に利用

されない固定費（＝埋没コスト（Leerkosten））（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.７０.）を発生さ

746



R.-B. シュミット著『E. コジオール』についての一考察（牧浦）

─　　（　　）─189

せ，これに，操業度の乖離が反映する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９１�９２.）。

２つの手続きの，計算目標から条件とする差異（Unterscheid）は，予測（予定）操業

度（Soll-（oder Vorgabe-）Beschä ftigung）の選択に本質がある。基準原価計算の対応

する規模は，二者択一的な，技術上で 大， 適（＝完全）（optimale（＝Voll-））操業

度，あるいは，標準操業度（Normalbeschä ftigung）でありうる。コジオールは，実現可

能な原価の 適な操業度の選択のために弁護する。これにより，総ての埋没コストが，経

営上の部分能力の不調和に基づく時と，その限りでは，完全に呈示される（ausweisen）。

基準原価計算は，これにより， 高の描写能力を維持する。これに反して，予想原価計算

（Prognosekostenrechnung）では，事情（Ding）が異なる。制御目標は，予測される，

実績・操業度の先取り（Antizipation）を要求する（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９２.）。

このような操業度の乖離は，分析的な考察を必要とする。基準原価計算で発生する―

もしかして可能な―マイナスの操業度の乖離は，―それは，―大きな―埋没コス

トをはっきり示すが，―必要ならば（ggf.），経営上の部分能力の調整と，あるいは，よ

り良い限界の負荷（Auslastung）を求める。予想原価計算では，マイナスとプラスの乖離

は，利益での操業度の変動の作用を呈示し，必要ならば（ggf.），合理化投資，あるいは，

拡大投資に導く（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９２.）。

消耗，価格と操業度の乖離の関係は，図表２０によれば，文献で一般に使用される図表に

より，明確になるが，そこでは，横軸で操業度，縦軸で期間原価が示される（abtragen）

（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.３９f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９２.）。
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実線Ｋ（ｍ）は，（ここでは，一次と仮定するが），期間原価の線を描写する。予測操業

度Ｓと実際操業Ｉでは，（点線の）ロット（Lot）で減少する。予測操業度（予測・消耗量

と予測・価格）は，線分 ES により与えられる。実績操業度が，予測操業度でと同様の単

位原価で発生する時には，線分 AI（ES/OS＝AI/OI）に期間原価は相当する。しかし，

期間原価が，DI の大きさで発生すれば，原価の乖離 AD は，一方で，操業度の乖離 AB，

追加の消耗の乖離 BC と，更に，価格の乖離 CD を示唆する。これにより，制御する対抗

策のための計算上の手掛かり（Ansatz）が与えられる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９３.）。

乖離の大きさと方向，並びに，計算目標に対する意義は，２
　

 つの計算法では異なる。予

測規模（Sollgrö ßen）としての， 適容量，完全操業度と固定価格（Festpreis）―基準

原価計算の特徴―は，予想原価計算とは，一致できない（vereinbar）（Vgl.Kosiol, E. 

１９５６b. S.５４f. u. S.７４f.；Kosiol, E. １９５８c. S.６９８.）。関係した（verbunden），基準原価計算

と予想原価計算は，このため，２
　

 つの計算目標に関して，譲歩（Konzession）が行われ，

中道（Mittelweg）が説明される時にのみ，可能である（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９３.）。

また，更に，他の乖離の種類，たとえば，計画（Programm）の乖離と手続きの乖離が

存在する（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.４２f. u. S.１９８f.）（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９３.）。

コジオールは，この関連では，更に，一連の個別の問題，たとえば，原価の担い手での原

価の乖離（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.４４f. u. S.１７４f.），原価の分解と呈示（Kostenzerlegung 

und -vorgabe）（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.１４３f.），原価計画設定の固定性（Starrheit）（Vgl. 

Kosiol, E. １９５６b. S.７２f.），計画原価計算の組織上での構造（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.１５９f.），

限界計画原価計算（Vgl.Kosiol, E. １９５６b. S.６９f. u. S.１８８f.）に注目した（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.９３.）。

計画原価計算の対照物は，結局，計画給付計算を形成する。これに対して，コジオール

の専門用語に類似して，適用すれば，そこでは，給付予想の計算上の把握が も論議され

ている所（vorderster Front）である。計算制度のこのような部門（Zweig）は，経営経

済学の文献では，まだ，展開されていない。またここも，まだ，将来の豊富な活動空間で

ある（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９３.）。

４　評 価 の 試 み

活動中の自らのアカデミックな指導者（Lehrer）の科学上の著作を評価する学徒の試み

は，多くの根拠から問題であるように思われる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９３.）。
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このような態度が概ね既に適切（angebracht）であるのかという疑問が提示されうる。

この疑問は，コジオールにより着手された研究（Arbeit），並びに，将来計画が，決して，

確定的な（abgeschlossen）ライフワークで暗示されないで，むしろ，多くが，より以前か

ら，彼による，経営経済学に対する，更なる，本質上の貢献を期待されているという指示

（Hinweis）の下では，否定される。彼は，獲得された知識の総括は，経営経済学総論（All-

gemeinen Betriebswirtschftslehre）の形式で，初めて，アカデミックなライフワークの

締めくくり（Abschluß）を行うべきである。〈【筆者補足】実際，既にはじめで述べたよう

に，コジオールは１９７０年代にライフワークの締めくくりをした〉。これには，著作（Werk）

と評価の時間上の同調は僅かであることが加わる。しかし，これに対して，個々の教義

（Lehre）が，それが成果の多いモノである時には，いかなる時にも（irgendwann），一度

は評価のために挑戦されることを考えるべきである（bedenken）。生前では，この評価は，

研究者と対決し，そして，彼に，誤った解釈の是正の可能性を与える。ここに，私は，ア

カデミックな公平さだけではなくて，むしろまた，後で―事情によれば（evtl.），しか

も，成果のない―論争を回避する，道を認められる（erblicken）。また，学徒（Student）

は，確かに，著名な活動的な専門の主張者（Fachvertreter）の科学上の著作―これがコ

ジオールでは問題になるが，全体の構想（Gesamtkonzeption）から提示されていること

を見付けることに，関心がある。コジオールでの「大きな系列」（große Linie）の存在を，

手元の著作（Schrift）は良く証明する。〈【筆者補足】この点，適宜，翻訳した，シュミッ

トの小冊子は，コジオールの論点を的確に纏めて記述しているが，１９６７年までの論究であ

ることは惜しまれる〉（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９４.）。

他の考慮（Ü berlegung）は，正に，研究者（Schü ler）が，これに対して，権威がある

モノ（kompetent）と認めるか，とりわけ（zumal），「経営の無知」（Betriebsblindheit）

が，正に，経済実践のみに存在しないのかに及ぶ。このような手続きの様式（Verfahrensweise）

は，確かに，そこでは，思考過程の公開された著作を越えて伸びる知識がある（vorliegen）

ため，教義の構造の内でのつながり（Verknü pfung）がより良く把握される限り，有益で

ある。もちろん，これには，評価に値する判定（wü rdigende Beurteilung）に反する，特

別な抑制（Zurü ckhaltung）に対する規則（Gebot）と結び付いている。この著作の構造

は，これにより決定的に影響されている。これにより，総ての人に，解釈の洗練された形

式を批判的な意見（Ä ußerung）により補完する，あるいは，訂正する，可能性が開かれ

ているが，これは全く望ましい価値がある（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９４.）。

手元の著作の範囲と，評価される分析（wertende Analyse）の代わりに，呈示される分
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析（darstellende Analyse）の意図的な強調（Betonung）は，この場では，コジオールの

特殊な研究業績との，詳細な対比を禁止する（verbieten）。これは，むしろ，正に， ―

文献の索引での選択が示唆するように，―重要な（erheblich）範囲で，かつ，過大な肯

定的な判定で現れる，個々の批評（Rezension）の対象である。加えて，教義を，主に，

科学が研究者に呈示する，課題から把握することが良く持ち出される。これに対しては，

少なくとも，考察の２つの基準が呈示される。すなわち，一方で，どの程度，研究者が，

原則の展開に対して，独自の貢献を提供したのか，他方で，経験科学上の研究（erfahrungswis-

senschaftliche Forsung）の，総ての実学上の専門科学（realwissenschaftliche Disziplinen）

に対して要求される（postulierten）目標が，それにより，達成される，あるいは，獲得

しようとされうる（anstreben）のか，また，どの程度かという疑問が呈示される（Vgl. 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.９４�９５.）。

初にあげた可能性に該当するモノは，コジオールが，経営経済学の展開に決定的な貢

献を提供してきたという主張を正当とみなす。この著作が良く示してきた，彼の研究領域

の大きな範囲がまず目立っている。モクスター（Moxter, A.）は，しかも，「コジオール

の活動（Wirken）は……とりわけ，彼の同僚でほとんど匹敵するモノを見付けられない」

という見解である（Vgl.Grochla, E.１９６４. S.３５９.）。傑出した研究業績として，この関連で

は，パガトリッシュ・ビランツ論，賃金構造，組織と原価計算論，並びに，経営上の財の

流れへの彼の思考過程があげられうる。更に，彼の科学理論上の研究と，講義と研究の改

造への考慮（Ü berlegung）が目立っている。数理上の研究方法の適用の問題では，彼は，

明快に（klä rend）活動し，熟考した分析により，否定すると，また，肯定する偏見（Vo-

rurteile）に立ち向かった。相応しい著作は，思考の指導の明瞭さ，詳細さと完全さ（Geschlos-

senheit）により，傑出している。これら著作は，更に，ほぼ，常に，高度な抽象度と，意

図して，正確に形成された概念を呈示する。これらにより，部分的には，折々の領域での

科学上の討議で，ある種の締めくくり（Abschluß）に到達した（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.９５.）。

彼の公開物の一部分は手元のアプローチにより開始されたが，これにより基礎にされた

思考過程は，とりわけ，シュマーレンバッハ，ワルプとニックリッシュにより掘り下げら

れ，同時に，活動的に維持してきたのに対して，特に 近の日付の，他の研究（Arbeit）

は，―情報，コミュニケーション，計画設定についてと，計算制度と意思決定との関連

については―経営経済学の新しい研究領域に取り組んでいる（auseinandersetzen）。こ

こでは，コジオールは，とりわけ，その他の研究に対する，広範囲な，支持力のある（trag- 
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fä hig）基礎を創造することに係わる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９５�９６.）。

また，特殊な言及（Erwä hnung）が，個々の研究業績を包括的な思考体系で統合する

という，彼の目標には役に立つが，これは，今日の水準では，とりわけ，著作『経済上の

活動の中心としての企業』（Die Unternehmung als wirtschaftliches Aktionzentrum, 

１９６６.）で，明らかになった。この中で，コジオールは，財の流れから開始し，既に（他の

関係の下で）ニックリッシュと彼の後継者で現れた，実物財と名目財の流れの他に，（情

報のネットとして）情報の流れを含める，新たな包括的な企業モデルを形成した。これに

より，情報の問題と意思決定の問題，並びに，計算制度が経営経済の全体のシステムで組

み込まれ，製作（Fertigung），あるいは，資本調達の問題に対して，これらの立場で，明

らかにされる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９６.）。

エーリッヒ コジオールは，彼の処置（Vorgehen）で，研究のプラグマチックな目的で

なくて，むしろ，もちろん，経験上で重要であるべき，科学上の知識の意味での 近の理

論上の明瞭さの獲得に努めた（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９６.）。

エーリッヒ コジオールの活動（Wirken）により呈示された見解（Ansicht）は，主観

的で，このため，専門科学の進展での，事情によれば（evtl.），訂正に従う。しかし，多く

の，言及された個別の観点に関して，これらは，たとえば，ハゼナック（Vgl.Hasenack, 

W. １９５９.）とミュンスターマン（Vgl.Mü nstermann, H. １９５９.）のような，著名な専門の

主張者から分かれている（teilen）。

第２の基準の適用には（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９４�９５.），どの程度，コジオールは，

経験科学上の研究（erfahrungswissenschaftliche Forsung）としての，実際の理論（Re-

altheorien）を目指すこと，あるいは，しかも，記述することに成功しているのかという，

疑問が結び付いている。上記したように，―彼は，少なくとも，目指した。基礎では，彼

は，極 近では，―退職の直前に，―実際の理論の獲得を目指す，経験・理論上の研究

（empirisch- theoretische Forschung）のための，口述と著作で（in Wort und Schrift），

始めることにより，この問題を自ら設定した。これにより，若い専門科学として，差し当

たりは様々な道を歩む，経営経済学に対して，新たな研究の目標を示唆しようとした

（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９６.）。

そこから生ずる帰結（Konsequenz）については，コジオール自身は，このために語っ

ていること，真面目に，彼が方法上の要求を考えたことは，明らかである。それと，不回

避的に，関連して生ずる疑問は，今まで，概して（ü berhaupt），実際の理論（Realtheorien）

は発生しているのか，―ある種の制限を伴うが，―コジオールは，全体の経営経済学
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に対しては，否定する（Vgl.Kosiol, E. １９６７.）。このような診断は，この点では，間接的

には，また，彼自らの活動（Wirken）に対しても当てはまる。しかし，全体の専門科学

の不充分と認められる情況（Zustand）を，特に（speziell）自ら強調して変更を討議する

モノと対比することは，僅かに適切であると思える（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９６�９７.）。

エーリッヒ コジオールに，彼が，自ら更に，このような広範囲な研究目標を実現するこ

とは切望できない。願って（beschwö rend）提案される―このようなアピールを取りあ

げること，これにより，経営経済学の，説明する，予想する，そして，手段として役に立

つ，給付能力の改善に貢献するために，有効に誘導することは，むしろ，続く世代に任さ

れる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９７.）。

このような反響（Echo）が発生し，また，期待される成果が起こる（einsetzen）なら

ば，エーリッヒ コジオールは，経営経済学の歴史で，自ら注目に値する，体系化された，

研究の貢献を提供しただけでなくて，むしろ，更に，将来の経営経済学の研究に，目標と

手段を指示し，これらを研究のスタイルでの変革（Umbruch）のために，これらを活発に

した，人物（Persö nlichkeit）として扱われる（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９７.）。

ま　　と　　め

コジオールは，１９６０年代に，フィッシャーとグーテンベルクの同世代人と共に，第二次

世界大戦後の西ドイツで活躍した経営経済学者とみなせる。しかし，フィッシャーは，マ

ネジメント論，グーテンベルクはミクロ経済学を援用したのに対して，コジオールは，ド

イツの伝統，自らの指導教授の主張を，経営経済学の基礎にした。わが国では，コジオー

ルの業績は，賃金形態とパガトリッシュ・ビランツと計画原価計算を中心に検討され，組

織論の研究業績は，ニックリッシュ（とザイフェルト）とシュマーレンバッハ（とワルプ）

の学説の中に埋もれてきた（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.４１f. u. S.８９�９０.）。

コジオールは，財の流れから開始し，ニックリッシュと彼の後継者で現れた，実物財と

名目財の流れ（Real- und Nominalgü terstrom）の他に，（情報のネットとして）情報の

流れを含める，新たな包括的な企業モデルを形成した。これにより，情報の問題と意思決

定の問題，並びに，計算制度が経営経済の全体のシステムで組み込まれる（Vgl.Schmidt, 

R.-B. １９６７. S.９６.）。このため，コジオールの組織論を検討するためには，彼の業績に対す

る一応の理解と，１９６０年代後半に問題にされた，意思決定と情報，システムとサイバネ

ティクなどの知識が要求される。このような要求を充たすことは，相当の経営経済学に対
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する知識と共に，語学力が要求される。このため，次世代の研究者，特に，コジオールの

門下生以外の人，たとえば，ハイネン，ウルリッヒ，シュナイダーなどが期待された。し

かし，現状では，本稿で取りあげた，コジオールの門下生であるシュミットの小冊子が，

コジオールの業績の有力なガイド・ブックの１つとみなせる。

ところで，本稿で翻訳した，シュミット著『コジオール』（Schmidt, R.-B.：Erich Kosiol, 

Stuttgart １９６７.）で明らかであるが，計算制度について批判することは難しい。批判は，

「シュマーレンバッハは，以前には（sonst），計画の問題に従事せず，計算の本質として

は，主に，過去志向的であった（Vgl.Beste, T. １９５５. S.２０６f.）。 近１０年で初めて〈【筆者

補足】１９５７年以降〉，財務管理計画設定（finanzwirtschaftliche Planung）により強い注

目を捧げる，傾向が際立ってきた（Vgl.Kosiol, E. １９４９.；Kosiol, E. １９４９a.；Kosiol, E. 

１９４９b.：Kosiol, E. １９５５a.；Langen, H. １９６５.）」（Schmidt, R.-B. １９６７. S.８８�８９.）という

評価が如実に示すように，実績計算に関連して行われることになり，「原価計算について

のコジオールの思考過程は，また，ドルン（Vgl.Dorn, G. １９６１.）とデュルゴース（Vgl. 

Dlugos, G. １９６１.）の特殊研究では，輝きを失った（niedergeschlagen）（Vgl.Kosiol, E. 

１９６４. S.４４１f. u. S.４７９f.）」（Schmidt, R.-B. １９６７. S.８３.）という評価になる。しかし，彼

ら，後継者の特殊研究による批判は，コジオールという先駆者を無視しては，成立しない。

たとえば，１９６０年代に比べて，無形資産が増えていることを根拠にして，拡大しても，計

算原理の批判ではなくて，対象領域のウエートを変更することに過ぎない。この点，シュ

ミットが，景気変動論や貨幣価値論などを研究したが，計算制度，具体的には，彼の『有

機観貸借対照表学説』に直接結び付かなかったことを思い出す。むしろ，ドイツの計算制

度は，長い間，流動性計算に比べて，成果計算に上位の意義を置いてきたが，コジオール

が，「原価と給付での計算理論上の思考は高度に発展したにも係わらず，収入と支出での

パガトリッシュ上の考えは後退した」（Kosiol, E. １９５５a. S.２５３.；Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. 

S.８８�８９.）と反省したように，制御手段（Lenkungsinstrument）として，資金計画を定

期的に作成することが要求されているのではなかろうか。その際，計画の完全性，たとえ

ば，流動性計画（資金計画）の課題としては，総ての部分領域と，これと共に，総ての将来の

現金の流入と現金の流出が把握されるべきであるが，計画の完全性は，常に，詳細な計画を

前提にしないで，グローバルな計画で，全く，充分である（Vgl.Kosiol, E. １９５５a. S.２５４f.； 

Schmidt, R.-B. １９６７. S.８９.）。このような計画に係わる経営の問題については，コジオー

ルの直弟子では，グロッホラ（Vgl.Grochla, E. １９５８.；Grochla, E. １９６２.；Grochla, E. 

１９６４a.）とブライヒャー（Vgl.Bleicher, K. １９６３.）の特殊研究がある（Vgl.Schmidt, R.-B. 
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１９６７. S.８７.）。幸い，資金計画については，ドイツ語圏でも，多数の研究者により，研究さ

れてきた。しかし，コジオールに限られないが，「どの程度，経験科学上の研究（er-

fahrungswissenschaftliche Forsung）としての，実際の理論（Realtheorien）を目指す

こと，あるいは，しかも，記述することに成功しているのかという，疑問が結び付いてい

る」（Schmidt, R.-B. １９６７. S.９６.）。

おわりに，一言述べるならば，たとえば，パガトリッシュ・ビランツ論，賃金構造，組

織と原価計算論，並びに，経営上の財の流れへのコジオールの思考過程を分けて，研究領

域として取りあげるとか（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９５.），コジオールは，特に１９６０年

代以降の，他の研究（Arbeit）は，―情報，コミュニケーション，計画についてと，計

算制度と意思決定との関連については―経営経済学の新しい研究領域に取り組んでいる

（auseinandersetzen）という発言に認められるように（Vgl.Schmidt, R.-B. １９６７. S.９５�９６.），

シュミット著『コジオール』では，原価計算論（計算制度）と，組織論，意思決定論，コ

ミュニケーション論などを結び付ける傾向が目立つている。
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訳・斉藤好孝訳『コジオール 原価計算』千倉書房 １９６３年

３４） Kosiol, E. u. Schlieper, F.（１９５８）：Betriebsö konomisierung durch Kostenanalyse, Absatzra-
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６６） Beste, T.（１９５５）：Eugen Schmalenbach, in.ZfhF. NF ７.

６７） Bleicher, K.（１９６０）：Konferenzen. Ihre Organisation und Leistung, Wiesbaden.

６８） Bleicher, K.（１９６０a）：Der Planrahmen. Ein Mitte zur Steuerung von Unternehmungen, 

in.ZfB. ３０.Jg.

６９） Bleicher, K.（１９６３）：Organisation der Unternehmensplanung, in.Klaus, A. u. Schnaufer, 

E.（Hrsg.）：Unternehmensplanung, Baden-Baden.

７０） Bleicher, K.（１９６５）：Entscheidungsprozesse an Unternehmungsspielen.　Unternehmungsspiele 

als Darstellungsmittel der Unternehmungspolitik, Baden-Baden u. Bad Homburg v. d. 

H.

７１） Bleicher, K.（１９６６）：Zentralisation und Dezentralisation von Aufgaben in der Organisation 

der Unternehmung, Berlin.
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１０８） Kü hnau, M.（１９６１）：Der Formalaufbau der volkswirtschaftlichen Buchhaltung, Berlin.
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sellschaftspolitik, Tü bingen.
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１５０） Walb, E.（１９２６）：Die Erfolgsrechnung privater und ö ffentlicher Betriebe.　Eine Grund- 
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